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Abstract 

In recent years, the importance of service science has been discussing in various fields 

like sightseeing, finical business and production equipment business. In such new 

concepts, “value in use” concept is highly valued, that is, how service value is co-created 

is an essential issue in various fields. Absolutely, because of service value co-creation is 

the common issue for every service business, and it should be investigated more and more 

in the future. As it is generally believed that, the value of provided service is changed 

according to the imparity situation. For example, customers’ characteristics consist of 

interest, plan, time, the cost and so on. Even if the service providers could provide the 

same service, the service value is altered due to customers’ characteristics or situations. 

So, the “value in use” concept in here greatly depends on customers’ characteristics. A 

concept of service field has been proposed for creating service value that depends on the 

situation.However, until now there is no related research or mathematical method on the 

application or theory for evaluating service value, which considers the situation-

dependent characteristics of service value. Therefore, Kosaka proposed mathematical 

method to measure and evaluate service value for maximizing it effectively also guide 

service provider and service receiver to find a way to evaluate both side of service 

provider and service receiver to value creation. The method by using the inner product to 

evaluating service value based on the concept of service field, which is analogous to the 

electro-magnetic field in physics. Based on the service field concept, service value is 

determined by an inner product of a provided service attribute vector and a required 

service attribute vector.  

In this research, I verify the effectiveness of the proposed service value evaluation 

method through showing two effective applications. One is to apply this method to service 

value evaluation in service matching. Here, the service value evaluation method is applied 

to two evaluations, which are the evaluation of attractiveness in sightseeing of Japan and 

finical products of China. Through these applications, the proposed mathematical model 

seems to be effective for analyzing service value theoretically. 

The other is to apply this method to KIKI model as a service value co-creation process 

model. KIKI model proposed the process procedure of service value co-creation, but   

does not show how service value is improved by co-creation. KIKI model does not 

consider service value created by co-creation process numerically. In order to improve 

KIKI model, we try to combine the service value evaluation method which calculates the 

service value by the inner product of a user’s service attribute vector and a provider’s 

service attribute vector. The enhanced KIKI model, which is proposed in this research, 
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can evaluate service value created by co-creation numerically, and proceed the co-

creation process effectively. In order to demonstrate the effectiveness of the proposed 

methodology, we analyze the production equipment services for saving energy or 

generating energy. This case study shows that the service value co-creation process of 

energy saving services can be described clearly and executed effectively. 

 

Keywords： service value, service field, value co-creation, service attribute vector, 

production equipment service, inner product, sightseeing, attractiveness, finical product. 
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第 1章 序 論 

1.1 研究の背景 

1.1.1 サービス価値共創の動向 

21 世紀になり，サービスが様々な方面で注目を集めてきた。特に，サービスは提供者

と顧客の価値共創であるという概念が注目され，多くの応用分野が考えられている。そ

して，以下のようなサービス価値共創に関連した研究が進められている。 

 

(1) サービスサイエンス 

近年，世界経済において，各産業でサービスの重要性が高まってきた。これは，知識

産業の拡大や様々な新サービス事業の開発により，GDP に占めるサービス産業の比率

が高くなったことが一つの要因である。サービス産業の成長，および，各産業における

サービスの成長により，サービスサイエンスは重要性を増している。技術革新や情報化

が急速に進む時代に，サービスの定義と内容を考え直し，人間の経済活動の本質的な部

分を改めて考え直す必要性がある。「米国，およびヨーロッパと日本の大学では，サー

ビスをサイエンスの対象と捉え，科学的手法を用いてサービスの持つ諸問題を解決し，

生産性を高め，サービスにおけるイノベーションを実現して経済を活性化しようという

新しい動向がある。この新しい学問領域は『サービスサイエンス』と呼ばれている。サ

ービスサイエンスの中で注目を集めている点」(日高,2005)は，サービスが提供者と顧客

による価値共創という考え方である。多くのサービスサイエンスに関する研究は，サー

ビスという行為を通して，双方が価値共創を行うことを目指している。そして，サービ

スのプロセスモデルによって，サービス提供者と顧客（サービス利用者を顧客を定義す

る）の経済的な活動を分析することが重要とされてきた。 

 

(2) サービス・ドミナント・ロジック 

サービスサイエンスの議論で，最も重要な理論はサービス・ドミナント・ロジックで

ある。サービス・ドミナント・ロジック(Service Dominant Logic)は，2004 年に Vargo と

Lusch により提案された。サービス・ドミナント・ロジック(Service Dominant Logic)は，

従来の経済論理であるグッズ・ドミナント・ロジック（Goods-Dominant Logic)と比べれ

ば，サービスの捉え方も大きく変わってきた。サービス・ドミナント・ロジックでは，

サービスを顧客との価値共創行為と捉える。これは，「顧客との価値共創」が重視され，

サービス価値はサービス提供者と利用者で共創されるという考え方である。 
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そして，サービス・ドミナント・ロジック(Service Dominant Logic)では，サービス価

値を，“Value in Use”に基づいて考えている。これは，サービスの価値は，顧客が利用

して初めて形成されるという考え方であり，顧客のサービスに対する必要性や状況など

のコンテクストがサービス価値に依存するという考え方である。小坂ら(2011)は，サー

ビスに対する顧客のコンテクストを「サービス場」の概念として提案した。これは，サ

ービス価値に関する新たな理論と方法論である。この概念に基づいて，サービス価値を

提供者と利用者のサービス属性ベクトルの内積で評価する方法が提案された

(Doan,2012)。しかし，実際のビジネスにおいて，サービス価値を定量的に評価しなから

共創プロセスを進める方法はなく，これらの研究成果を活用した共創プロセス方法論が

求められている。 

 

(3)  KIKI モデル 

「サービス場」概念によれば，「サービス場」を同定し，顧客の求めるサービスを明ら

かにすれば，顧客にとっての価値あるサービスが提供できる。この考え方をサービス提

供者と顧客のサービス価値共創に適用して，サービス価値共創プロセスとしての KIKI

モデルが提案された(Zhang,2012)。サービス価値創造プロセスとしての KIKI モデルは共

創プロセスの概念モデルであった。すなわち，共創をどのようなステップで進めればよ

いかを示しているが，各ステップで具体的にどのような検討を行えばよいかを示してい

ない。しかし，実際のビジネスにおいては，両方の要望のギャップを明示し，共創によ

って相互のギャップを解消することでお互いに合意形成を行う。また，サービス共創の

成果を数値で評価できれば合意形成が容易になる。KIKI モデルは共創プロセスである

が，サービス価値を定量的に評価できないので，実際のビジネスでどう活用するのかが

明確に示されていない。それを改良して，サービス価値を定量的に評価しなから共創プ

ロセスを進める方法が，実際のビジネスの場で必要と考えられている。 

 

(4)  サービス価値共創の応用分野：製造業のサービス化，金融，観光ほか多数 

GDP に占めるサービス産業の比率が高くなったのに伴って，産業のサービス化の重

要性が認識されるようになった。特に，製造業のサービス化では，従来のようにモノを

製造・提供するグッズ・ドミナント・ロジックという考え方から，顧客と価値共創を行

うサービス・ドミナント・ロジックという考え方にシフトしている。一方，観光業や金

融業などの従来の様々なサービス業では，サービスイノベーションのために，サービス

の視点から顧客にとって新たな価値を創造する必要がある。このために，サービス提供

者と顧客の両方の要望のギャップをどのように明示し，ギャップの解消をどう解決でき

るかを明らかにして相互の合意形成を行うことが重要となる。また，サービス価値を定

量的に評価しなから,こうした共創プロセスを進める方法が必要となる。製造業のサー
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ビス化や，金融サービスと観光サービスの新たなサービス創造に，サービス価値共創を

効果的に行うことが必要と考えられている。 

1.1.2 サービス価値評価における課題 

サービス価値共創では，価値共創をどのように進めるか，共創されたサービス価値を

どのように評価するか，など多くの研究課題がある。本研究は，共創されたサービス価

値をどう評価するかを研究の課題とする。従来，サービス価値を評価する方法として

様々がある。しかし，実際のビジネスでは状況が複雑であり，双方が求めるサービスの

特性を明確にする必要性がある。実際のビジネスでは，共創できるケースと共創できな

いケースがある。定量的にサービス価値を評価すると,ビジネスによって共創が可能か

どうかを初期段階で判断できる。共創が難しい場合には共創を断念することが必要であ

る。また，共創が可能と判断された場合，サービス価値の最大化するために，すなわち，

双方のサービス属性ベクトルを一致させるためにどういう点を調整すればよいか，その

ためにどういうアイデアを出せばよいかを考えることになる。そうした考察を行うため

に，サービス提供者と顧客のサービスに対する要求をサービス属性ベクトルで表し，こ

れを利用した定量的な評価方法の開発が必要である。 

本研究は，上記の課題を解決するために，サービス属性ベクトルの内積でサービス価

値を決める方法と KIKI モデルを組み合わせて，サービス価値を定量的に評価しなから

共創プロセスを進める方法を提案し，実際のビジネスにおいてその有効性を検証する。 

1.2 研究の目的とリサーチ・クエスチョン 

本研究の目的は，サービス価値がどのように共創するのかをサービス価値共創の視点

から明らかにして，サービス価値共創におけるサービス価値を定量的に評価する方法を

開発することである。これをサービス価値共創プロセスに応用して，価値共創を効果的

に行える方法を確立する。そして，事例研究を通して，提案方法の有効性を検証する。 

本研究の目的に対して，メジャー・リサーチ・クエスチョン（MRQ）とサブシディア

リー・リサーチ・クエスチョン（SRQ）を以下のように設定した。 

 

リサーチ・クエスチョン： 

 

MRQ: サービス価値共創において，共創されるサービスの価値をどのように評価し，

共創プロセスに応用するのか？ 

SRQ1: サービス価値は，どのように形成されるのか？ 

SRQ2: 共創されるサービス価値を定量的に評価するのは，どのような方法がある

か？ 
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SRQ3：価値共創プロセスを効果的に進めるために，サービス価値評価方法をどのよ

うに応用すればよいか？ 

1.3 研究の方法 

本研究では，先行文献調査において，サービス･マーケティング，サービス価値，サ

ービス共創，および，サービス価値を評価する方法に関する概念を整理する。そして，

サービス価値評価に対して，新しいサービス価値評価方法を提案し，具体的な事例を通

して，提案モデルの有効性を検証する。具体的な事例として，サービス価値の評価例と

しては，金融理財商品サービスと観光サービスの例を評価する。また，価値共創プロセ

スにおけるサービス価値評価例として，サービス価値共創モデルである KIKI モデルを

改良することを提案し，この有効性を生産装備サービスにおける共創事例を通して検証

する。 

 

事例 1：金融理財商品サービス価値の評価例 

サービス価値共創におけるサービス属性ベクトルの内積による定量的な評価方法を，

金融理財商品のサービスに応用し，金融理財商品のサービスと投資家の求めるサービス

の関係性を評価して，その有効性を検証した事例。 

 

事例 2：観光サービス価値の評価例 

サービス価値共創におけるサービス属性ベクトルの内積による定量的な評価方法を

観光サービスに応用して，観光地の提供するサービスと観光客の求めるサービスの関係

を評価し，その有効性を確認した事例。 

 

事例 3：生産装備サービスにおける共創事例 

従来の共創プロセスとしての KIKI モデルに対してサービス属性ベクトルの内積でサ

ービス価値を決める方法を提案する。提案したモデルの有効性を検証するために，生産

装備サービスを対象として，ビジネスの共創事例を取り上げる。そして，内積によるサ

ービス価値評価方法により，共創の可能性を評価する。共創の可能性があると判断され

たビジネス事例を選び，具体的にサービス価値を評価し，その有効性の検証を行う。 
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1.4 本論文の構成 

本論文の構成を図 1.1 に示す。 

 

図 1.1  本論文の構成 

第1章

•1.1    研究の背景

•1.2    研究の目的とリサーチクエスチョン

•1.3    研究の方法

•1.4    本論文の構成

第2章

•2.1 はじめに

•2.2 サービスの定義とサービス・マーケティングにおける8P

•2.3 サービス･ドミナント･ロジック

•2.4 サービス価値共創

•2.5 観光サービス価値の評価方法

•2.6 省エネサービスビジネスの研究事例

•2.7 まとめ

第3章

•3.1 はじめに

•3.2 サービス属性ベクトルの内積によるサービス価値

•3.3 サービス価値評価法の応用に関する考察

•3.4 サービス価値を最大化するサービスマッチング方法

•3.5 企業間共創プロセスへの応用

第4章

•4.1   はじめに

•4.2   金融サービスのサービスマッチングへの応用

•4.3   観光サービスのサービスマッチングへの応用

第5章

•5.1 はじめに

•5.2   事例研究の対象とする生産装備サービス

•5.3   提案する共創プロセスモデルの適用

•5.4   事例による提案方法の評価

•5.5   提案方法の考察と実務者からみた評価

第6章

•6.1 本研究のまとめ

•6.2    リサーチ・クエスチョンに対する回答

•6.3 理論的含意

•6.4 実務的含意

•6.5   今後に向けた課題及び研究の方向性
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第 1 章で，まず研究の背景と目的を述べる。第 2 章は，本研究に関連する先行文献調

査を行う。具体的には，サービス・ドミナント・ロジック，サービス価値創造，観光に

おけるサービス価値評価，製造業のサービス化に関して調査し，その内容を要約する。

第 3 章は，サービス属性ベクトルの内積によるサービス価値評価について考察し，これ

を活用した新しいサービス評価方法を提案する。一つはサービス価値を最大化するサー

ビスマッチング方法である。もう一つは，企業間共創プロセスへの応用である。具体的

には，KIKI モデルにおいて，サービス属性ベクトルによるサービス価値評価方法を導

入し，サービス価値を最大化する価値共創プロセスを提案する。第 4 章は，提案したサ

ービスマッチング方法を，金融サービスと観光サービスのサービス価値評価に応用す

る。第 5 章は，生産装備サービスを事例研究の対象とし，提案する共創プロセスモデル

の評価を行う。最後に，第 6 章で，本論文の結論を提示し，今後の課題を述べる。 
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第 2章 先行文献調査 

2.1 はじめに 

本章では，本研究と関連する先行研究と文献をレビューする。本論文に関する研究と

して，サービスサイエンスの一般的な概念，サービス価値共創に関する理論，サービス

価値の評価方法などの理論的な研究がある。また，応用分野として，観光ビジネス価値

評価，経営と金融サービス，製造業のサービス化に関する研究がある。サービスは，様々

な分野に関わっているため，サービスの定義，対象，内容，価値などもその対象分野に

よって異なる。本章では，本研究に関連するサービス関連研究として，サービス・マー

ケティングの基本概念，サービス・ドミナント・ロジック，サービス価値共創と知識科

学，観光におけるサービス価値評価法，および製造業のサービス化としての省エネサー

ビスビジネスに関連した先行文献調査を行い，調査内容を要約する。 

 

図 2.1 先行研究と文献調査の流れ 

2章

サービス価値共創

生産装備サービ
スによる提案し
た共創プロセス
方法の評価

(5章）

サービス属性ベ
クトルによる
サービスマッチ
ング方法の応用

(4章）

サービス提供
者と顧客の共
創プロセスに
おけるサービ
ス属性を考慮
したサービス
価値評価法

(3章)

先行研究

省エネサービス
ビジネスの研究

事例

観光サービス価
値の評価方法

サービス･
ドミナント･ロ

ジック

サービスの定義と
サービス・マーケ
ティングにおける

8P
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2.2 サービスの定義とサービス・マーケティングにおける 8P 

近年，各方面でサービスサイエンスの重要性が叫ばれるようになった。サービスサイ

エンスは，また，サービス科学と呼ぶ。サービスサイエンスは，マーケティング，マネ

ジメントなど様々な学術分野を融合した新しい領域の学問である。これは，知識産業の

拡大や様々な新サービス事業の誕生により，GDP に占めるサービス産業の割合が大き

く伸びていることが一因である。サービスに関する研究や教育も世界各国で重要視され

てきた（亀岡,2007）。こうした流れの中で，サービス価値は，サービス提供者と顧客と

の共創によって生成されるとする Service Dominant Logic,サービス･ドミナント･ロジッ

ク，以下 SD ロジック (Vargo &Lusch,2004) が注目を集めている。しかし，まず，サー

ビスの定義と SD ロジック以前のサービス・マーケティングがサービス価値を考える上

で重要である。そこで，まず，サービスの定義とサービス・マーケティングにおける 8P

に関して調査した。 

 

（1）サービスの定義 

まず，サービスの定義について述べる。こうしたサービス研究の動向の中で，小坂ら

（2012）は，（亀岡,2007）や加賀屋の小田会長の考え方を反映して，以下のようなサービ

スの定義を発表した。これは，サービスは，（１）顧客の目的を達成することを支援す

る行為であること，（２）それによって，顧客満足を達成すること，（３）それによって

補償（ある時はお金）を得ること，の 3 つの要素から成立しているとした。これは，あ

とで述べるサービス・ドミナント・ロジックと類似した定義である。 

図 2.2 サービスの定義 

Service Provider Customer Satisfaction

Objective

Service Action

Compensation(Money ,etc )
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（2）サービス・マーケティングの 8P 

サービス研究は，サービス・マーケティング分野で行われてきたが，そこで重要な概

念が，サービス・マーケティングの 8P という概念である。 

サービス研究の動向が，伝統的な経済学から引き継いだ効用概念（時間，場所，所有）

や 4P（製品，価格，プロモーション，プレイス）という枠組みから，社会的及び経済的

プロセスとしてマーケティングを捉える方向に移行された。サービス・マーケティング

の 8P は，従来の製品マーケティングの足りない部分を改良したものである。 

表 2.1  製品マーケティングの 4P 

4P 

商品 

(product) 
顧客に提供する商品やサービスをどう作り出すか。 

価格 

(price) 
価格をどう設定するか。 

プロモーション 

(promotion) 
商品の存在や特徴をどう知らせるか。 

流通 

(place) 
どのような経路や手段で顧客に届けるのか。 

 

Lovelock 等（1999）は，従来の 4P モデルと Booms 等（1981）の 7P モデルを統合す

ることで，サービス・マーケティングの 8P モデルを提案している。すなわち，製品マ

ーケティングの 4P に加え，Physical evidence, people, process, productivity and quality を追

加した 8P をサービス・マーケティングにおける 8P として，サービス・マーケティング

の戦略手段として活用している。また，製品の 4P に対する検討内容も，サービス・マ

ーケティングでは，異なっている。たとえば，Product に関しても，サービス・マーケテ

ィングでは，コアサービスと付帯サービスという概念を用いて，これらを組み合わせて

サービスを提供するという flower of service という概念を用いている。また，place では，

place and time が重要であるとしている。インタネットによるサービスビジネスの変革

を考えれば，place and time の重要性は，十分に認識できる。こうした 8P の特性は，様々

なサービスを検討するうえで重要である。顧客の要求するサービス属性を満足できるよ

うに，コアサービスと付帯サービスをセットにして提供することが重要であるし，サー

ビス属性の中で，時間や空間が重要であるという点は，現状の種々のサービスを考える

と必然的である。 
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表 2.2 サービス・マーケティングの 8P 

8P1,2 

サービス・プロダクト 

(product elements) 

サービス提供側にとっては，プロダクト(商品)をどのように

してサービス提供するかということである。 

時間と場所 

(place and time) 
サービスデリバリーの場所と時間の決定。中間業者の有无。 

価格とその他のコスト 

(price and other user outlays) 

サービス提供側にとっては，価格戦略によってコストを回

収し，利益を得るための収入の仕組みが決まる。 

プロモーションと教育 

(promotion and education) 
顧客を対象に啓発的なコミュニケーションを行う。 

物理的環境 

(physical environment) 

物理的環境から得られる視覚的要素がサービスの品質を表

象する。顧客の印象を影響する。 

サービス・プロセス 

(process) 

効果的なサービス･プロセスを設計と企画する。「どのよう

に」サービスが提供されたのかは「どのような」サービスが

提供されたのか両方が重要である。 

人の要素 

(people) 
サービスを受ける顧客とサービス組織の従業員。 

生産性とサービス品質

（productivity and quality) 
顧客の立場からサービス品質の改善は行う。 

 

本研究では，サービス価値共創概念によって，サービス価値を最大化する方法を提案

する。この際，共創するサービスを具体的にどのような構成のサービスとするのか，製

造業のサービス化において，製品とサービスをどのように組み合わせるのかなどに，サ

ービス・マーケティングの 8P が参考になる。 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
1総合的サービスマネジメントの 8 要素に参考,研究開発マネジメント,第 8 章,Kosaka,2012. 
2 www.geocities.jp/mogami_shiryoukan/cuc3/002.pptx 
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2.3 サービス･ドミナント･ロジック 

サービス･ドミナント･ロジック（Service Dominant Logic: 以下 SD ロジック）は，組

織，市場，および社会の目的と自然が統合されることを理解するための思考方式である。

マーケティング研究の動向が，伝統的な経済学を引き継いだ効用概念（時間，場所，所

有）や 4P（製品，価格，プロモーション，プレイス）という枠組みから，SD ロジック

によって，社会的及び経済的プロセスとしてマーケティングを捉える方向に移行した 

(Vargo &Lusch, 2004) 。Vargo &Lusch らは，財を中心として交換や価値創造を捉えるグ

ッズ・ドミナント・ロジック(Goods Dominant Logic: GDL）ではなく，単数形のサービス

を中心として交換や価値創造を捉えること（SD ロジック）の方が，今日の社会的そし

て経済的な交換を正確に捉えられると確信した。 

Vargo & Lusch によって提案された SD ロジックは，単なる理論(theory)ではなく，論

理的なロジックであり(Lusch,etal,2006)，また交換と価値創造を捉える際のマインドセッ

ト(mindset)，あるいはレンズ(lens)である(Vargo&Lusch,2008)とされている。彼らは，こ

のレンズを通して交換と価値創造を見るに当たってのオープン・ソース・コードとも言

える基本的前提（FP：Foundational Premises）を提示した（Vargo & Lusch,2004）。彼らは，

交換されるものは有形なグッズや無形及びグッズに付随する Services（複数形）でもな

く，それらの両方を包含する上位概念である単数形の「サービス」であると主張してい

る。 

 

（1）GD ロジックと SD ロジックの比較 

「GD ロジックと SD ロジックの間の最も重要な違いは，単数形のサービスという概念

の中に見られる。SD ロジックでは，単数形のサービスを他の集団の便益のためにコン

ピテンス（スキルとナレッジ）を応用することとして定義される。」（Vargo& Lusch2008a）

(井上,2010）単数形のサービスとは，「他者あるいは白身の便益のために，行為（deeds），

プロセス（processes），パフォーマンス（performances）を通じて，専門化されたコンピ

テンス（知識とスキルといったオペラント資源）を応用することである」と定義される

（Vargo & Lusch,2004）。「サービスのためにサービスが交換される」という表現は，売り

手と買い手が互いにサービス（オペラント資源の応用）を供給することを暗示している。

すなわち，交換によって生み出される価値は，常に，売り手と買い手によって共創され

る（Vargo & Lusch,2008b）。 

SD ロジックでは，サービス・ドミナント・ロジックの基本前提 (Fundamental Premise: 

FP) が 11 個記述されており，FP11 の中に，基本前提の 5 つが単数形サービス概念に現

れると考えられる。FP1 の「サービス（単数形）は交換の基本的基盤である」，FP2 の

「間接的交換はこの基本的基盤を隠している」，FP3 の「グッズはサービス（単数形）供



12 

 

給の流通手段である」，FP5 の「すべての経済はサービス（単数形）経済である」，そし

て FP8 の「サービス中心の考え方元来顧客志向的であり関係的である」などがある。 

表 2.3 SD ロジックの基本前提 

FP1 サービス（単数形）は交換の基礎である。 

FP2 間接的な交換は交換の基礎を見えなくする。 

FP3 グッズはサービス（単数形）供給の流通手段である。 

FP4 オペラント資源は競争優位の基本的源泉である。 

FP5 すべての経済はサービス（単数形）経済である。 

FP6 顧客は常に価値共創者である。 

FP7 企業は価値を提供することはできず，価値提案しかできない。 

FP8 サービス（単数形）中心の考え方は元来顧客志向的であり関係的である。 

FP9 すべての社会的行為者と経済的行為者が資源統合者である。 

FP10 価値は受益者によって常に独自的にかつ現象学的に判断される。 

FP11 価値共創は，関与者の形成する組織とそこでの協議を通じて調整される。 

出所：Vargo and Lusch（2004, 2008），井上・村松（2010） 

また，サービス価値共創に関する基本前提は次の 3 つと思われる。FP6 の「顧客は常

に価値の共創者である」，FP7 の「企業は価値を提供することはできず，価値提案しか

できない」，そして FP10 の「価値は受益者によって常に独自に現象学的に判断される」

と FP11 の「価値共創は，関与者の形成する組織とそこでの協議を通じて調整される。」

などである（Vargo and Lusch,2004-2008）(井上,2010）。 

そして， FP4 の「オペラント資源は競争優位の基本的な源泉である」，FP9 の「すべ

ての社会的，経済的な行為者は資源の統合者である」がそれである。 

 

GD ロジックでは，製品の主導的な論理(GD ロジック)は産業革命の背景の下で形成さ

れた。その時点では，運輸と通信は非常に不便であり，製品を輸出することが富を築く

ことであり，世界経済の基本的な中核が生産の部門としての工場であった。輸出のため

の生産が富の源泉であり，製造された有形の製品が基本的に経済的なリソースであっ

た。また，専門化と分業の理念は，生産性向上に対して人の心に深く入り込んだ。製品

の主導的な論理によって，生産者は価値の唯一の創造者として，各種の資源を統合して

自主的に価値を創造することを決定した。作成した製品またサービスは，価値を伝搬す

るキャリヤーとして，サービス価値交換 (value-in-exchange)を実現し，これが，生産者

の核心的利益であった。 
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GD ロジックにおいては，消費者は単なる市場のニーズの代表であり，企業のサービ

スの単なる対象である。消費者は市場を通じて自分の必要な製品とサービスを交換して

もらえる。そのため，消費者は価値の受動的な受け手で，価値を創造する過程（製品の

製造過程）から外されて排除された。ここでは，生産者が独自に価値を創造するスタイ

ルで，価値は消費者と交換する前に，生産者の側ですでに創造されていた。そして，サ

ービスは製品に付属されたものと見なされた。市場における交換は，価値を実現できる

唯一の道である。生産することと消費することは，2 つの独立するプロセスで，生産者

と消費者の間ははっきり分別されていて，市場における交換中のみ，両者は交互に交流

を行う。 

経済の発展とサービスの理論研究が深くなるに従って，学者たちは製品を中心とする

GD ロジックは実際の情況に合わない事実を発見した。特に，社会の発展と消費観念の

変遷に従って，顧客は個人的なものを求めて，個人の興味にあった特有の製品に関心を

持ち，しかも，顧客の要望はだんだん多様化してきた。伝統的な製品が主導する論理，

すなわち，GD ロジックは近代的な複雑なビジネス環境の変化に適用できず，現代のマ

ーケティング理論では，戦略的な新しい思想として SD ロジックが生まれてきた。 

表 2.4  SD ロジックと GD ロジックの比較 

Source：Vargo, S. and Lusch, R., “Evolving to a New Dominant Logic for Marketing,” Journal of Marketing, Vol. 68, No. 1, pp.1-17,2004. 

 

SD ロジックに関する要点をまとめると， 

 

サービスの供給には直接的と間接的な供給がある。 

価値は，売り手と買い手によるサービス供給を通じて常に共創される。 

価値共創は価値の共創と共同生産からなる。 

売り手と買い手によって共創される価値は売り手のサービスを買い手が使用するプ

ロセスにおいて顧客によって主観的に判断される。 

という特徴である。 

Dominant logic Goods Service

Role of customer
The customer is the recipient 

of goods

The customer is a co producer of 

service

Determination and 

meaning of value

Value is determined by the 

producer

Value is perceived and determined 

by the consumer on the basis of 

“value in use”

Interaction
Customers are acted on to 

create transactions with 

resources

Customers are active participants
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（2） オペランド資源とオペラント資源 

Vargo と Lusch は，マーケティングの理論の発展と変化する過程を総括して，リソー

ス・ベース理論とコア (ゲーム理論)に基づいて，SD ロジックを提案した。SD ロジック

では，消費者は価値の共創者であり，オペラント資源(operant resources)が価値を創造す

る過程で決定的効果を発揮することを主張して，オペラント資源が競争力の源だと考え

られている。消費者はオペラント資源を持つ者で，競争力のある製品に貢献する共通の

生産者である。彼らは自分で持つ無形の資源を価値の創造プロセスに投入する。価値は，

様々な資源を利用して，それらを統合することで，企業と顧客の共創によって作られる。

SD ロジックにおいては，サービスは企業が顧客と協力して，企業の資源を利用して顧

客のために利益を作るプロセスであり，顧客はすでに企業のマーケティングの対象では

なくて，企業の資源の一部分になる。顧客は企業のビジネス活動に参加するとともに，

自分自身のニーズを改善して，企業がニーズにこたえて顧客にとっての価値を実現する

ことに影響を与える。 

表 2.5 オペランド資源とオペラント資源の比較 

オペランド

資源 

効果的に生産がおこなわれる

ために企業が獲得する資源で

ある。 

製品，自然資源などの物質

的な目に見える資源で有

形，静的，有限なものと定

義する。 

ハード的な 

資源 

オペラント

資源 

効果的に生産がおこなわれる

ために働きかける資源のこ

と。企業が獲得することが困

難な無形の資源でナレッジや

スキルなどのこと。 

知識，技能，経験など，無

形，動的，無限なものと定

義する。 

ソフト的な 

資源 

出所：Constantin, J. A., & Lusch, R. F. (1994), 井上（2013） 

「顧客が価値の共通の創造者である。」(Payne,2008)は，SD ロジックのもう一つの核心

的な観点である。SD ロジックは，知識，技能，経験などのオペラント資源が価値を創

造するプロセスで決定的効果を発揮することを主張しており，これが競争力の根本的な

ものであると主張する。それらの資源がオペランド資源に影響を与えて，効果を発揮し

価値を形成すると考える。SD ロジックによって，顧客はオペラント資源を持ち，彼ら

は自分の知識，技能，経験などを価値創造プロセスに投じる。これが，価値共創の一つ

の重要な前提である。 
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2.4 サービス価値共創 

(1) サービス・ドミナント・ロジックにおける価値共創概念 

Vargo らが提案した SD ロジック（Vargo & Lusch,2004）が発表されて以来，サービス

の捉え方も大きく変わってきた。SD ロジックでは，サービスを顧客の価値創造行為と

捉える。英語では，”service”という単数で捉え，サービス価値そのものも，提供者と利

用者の共創として定義されている。Lusch &Vargo による著書 “The service-dominant logic 

of marketing”（Lusch & Vargo,2006）において，“A service-centered dominant logic implies 

that value is defined by and co-created with the customer rather than embedded in output”と述

べられているように，サービス価値が提供者と利用者で共創されるという考え方であ

る。そして，これは，提供者の価値提案(Value Proposition)を，利用者が“Value in Use”に

基づいて評価するという共創関係がある。 

 

価値共創は価値を創造する現象として，新しい価値共創概念として提案された。これ

は，伝統的な価値形成方式に対して極めて大きな衝撃を与えた。価値共創は新しい概念

として提案され，概念が形成される 10 年の間で，その理論には，２つの主要な異なる

観点が存在する。 

一つは Prahalad.C.K. & Venkat Ramaswamy によって提案された。これは，消費者の体

験する価値共創理論である。この理論では，消費を行う体験が消費者と企業が共に価値

を創造する核心だと考える。このような新しいビジネス環境にあっては，企業経営の理

念と経営パターンを転換し，企業と消費者が共に価値を創造する新しい戦略が必要で，

このための資本と新しい戦略の方向性を準備しなければいけない。 

もう一つは Vargo & Lusch によって提案された，価値創造ネットワークの構成者間の

インタラクティブ性が価値を創造するという基本的な方法である。SD ロジックにおい

て，顧客は常に価値の共創者であると捉える（Vargo&Lusch,2006,2008；FP6）。彼らは価

値の共創（co-creation of value）を行っており，売り手と買い手の相互作用の中でユーザ

が直接的あるいは（グッズを通じて）間接的に彼自身のオペラント資源を応用すること

である。 

上述の観点からまとめると，サービス価値共創とは，生産者と消費者が共に価値を創

造することである。価値共創理論によって，生産者は唯一の価値の創造者ではなく，消

費者も純粋な価値の消耗者ではなく，生産者と消費者が共にインタラクティブに価値を

創造する。生産者と消費者の価値共創モデルによって，消費者は価値を創造する過程に

参加し，製品とサービスを設計し，製造と消費のプロセスにおいて，生産者とインタラ

クティブに協力して，価値創造に対して影響を与える。生産者と消費者のインタラクテ

ィブ度が深まるに従って，生産者の固有の価値創造システムから脱却して，オープンシ

ステムへと変化している。そして，消費者は重要な資源として，生産者とともに価値創
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造プロセスに参加して，生産者と一緒に価値創造を行うことになった。生産者と消費者

はインタラクティブに協力して，共に価値を創造する。その過程において，生産と消費

は，両方が独立するという存在ではなく，互いに影響を及ぼしあう。いいかえれば，消

費者がオペラント資源の持つ者として，価値創造システムに参加し，生産者としての企

業は，消費者とのインタラクティブなやりとりによって価値創造システムに参加し，相

互が価値共創を実践する。 

 

(1) 知識創造プロセスとサービス価値共創プロセス 

知識科学の分野では，知識創造プロセスモデルとして，野中ら（1995）が提案した SECI

モデルが有名である。SECI モデルは，暗黙知を形式知化し，それを組織で共有して学

習し実践して，そこからまた新たな知を暗黙知として作り出す，これを繰り返すことに

よって，知識創造を行うというモデルである。 

図 2.3  SEIC モデル 

SECI モデルの概念図を，図 2.3 に示す。このモデルは，関与者による知識の共創とも

考えられる。知識共創のプロセスと SECI モデルの知識の共創の考え方を，人間のサー

ビス価値の共創活動に応用できないかと考えたのが，Zhang ら（2012）が提案した KIKI

モデルである。KIKI モデルでは，サービス価値の共同化，サービス価値の表出化，サー

ビス価値の連結化，サービス価値の内面化，として，SECI モデルをサービス価値創造

に応用しようとした。 
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しかしながら，サービス価値創造は，SECI モデルのように，暗黙知と形式知の返還

モデルではなく，必要なサービスが何かを提供者と利用者がそれぞれ認識して，サービ

スを提供しあう関係である。そこで，SECI のそれぞれのプロセスに対応したプロセス

として，Knowledge sharing related to service system, Identification of service system, 

Knowledge creation for new service idea, Implementation of new service idea, の４つのプロ

セスとして，その頭文字をとって KIKI モデル（Zhang,2012）と命名した。KIKI モデル

を図 2.4 に示す。SECI モデルと同様に，４つのプロセスをスパイラルに繰り返し行なう

ことで，サービス価値共創プロセスを形成する。これは，サービス価値共創プロセスの

枠組みを与えるもので，2 つの組織間のビジネスコラボレーションへの応用が研究され

てきた。たとえば，Nishioka ら（2013）の IT サービスビジネスへの応用，Nagaoka ら

(2012)の企業間共創プロセスの評価など，有効な研究結果がいくつか報告されている。 

 

図 2.4  KIKI モデル 

しかし，KIKI モデルは，単にサービス価値共創の枠組みを提案しただけであり，共

創プロセスによって，サービス価値がどのように向上するのか？そもそも共創が可能な

相手なのか，等を考える手段を提供していないなど，改良すべき課題を多く持っている。

共創プロセスによって形成されたサービスの価値が定量的に評価できれば，こうした課

題を解決できる。しかし，共創プロセスの最中は，最終的なサービスの形は具現化でき

ない。本研究では，提案するサービス属性ベクトルを使ったサービス価値評価方法によ

り，価値共創プロセスである KIKI モデルを改良する。 

K1:Knowledge sharing 

related to service system

I1: Identification of service 

field

I2: Implementation of new 

service idea

K2: Knowledge creation for 

new service idea
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2.5 観光サービス価値の評価方法 

本研究では，提案するサービス属性ベクトルの内積によるサービスマッチング評価を

観光に適用する。そこで，観光サービスにおけるサービス価値評価に関して AHP によ

るサービス評価研究の調査を行った。 

従来の多くの観光サービス価値評価方法(大井,2013) (室谷,1998)は，魅力度を評価する

パラメータを設定し，対象の観光地に対して評価するパラメータの値をアンケートで取

得し，これを AHP(Analytic Hierarchy Process)のような階層分析法で，観光地の総合魅力

度を算出する。これは，一般的な従来型のサービス価値評価の方法である。 

ここで用いられる AHP (Analytic Hierarchy Process)は階層分析法として知られている。

これはピッツバーグ大学の Thomas L. Saaty が提唱した。実用的な方法であり，サービ

スに対して多目的意思決定を行う際に利用される方法である。その主な特徴は，意思決

定を階層化し，検討対象のサービスをサービスの属性ごとに比較して，その結果を統合

することで，顧客にとってのサービス価値を評価する。すなわち，まず，対象とするサ

ービス評価の問題を，サービス評価対象の各要素にブレークダウンして，階層的な構造

に分解する。各要素がサービス評価を構成する部分であり，要素の類別や関係によって，

グループ化する。要素の間の相互関係および従属関係によって，要素を異なるレベルや

グループに分類する。そうすると，一つの多層分析構造のモデルができる。AHP の階層

化の具体的な例を図 2.5 に示す。 

図 2.5 に表示するように，A1，A2 と A3 をサービス価値評価の対象として設定する。

そして，サービス価値を評価する際の評価基準として，C1，C2 と C3 の要素を設定す

る。すなわち，階層の最上層（レベル 1）は目的であるサービス価値評価の問題を記述

し，（レベル 2）は 3 つの評価基準を設定する。そして最下層（レベル 3）に 3 つのサー

ビス評価対象をそれぞれ置く。観光サービスの場合，比較するサービス評価対象が観光

地であり，比較するサービス属性が評価するパラメータである。 

観光の魅力度を評価するパラメータに関しては，どういう視点で観光地を評価するの

かによって，いろいろなパラメータが設定されている。大井(2013)は，そうした魅力度

を評価する構成要素を，観光地ブランドの評価に関する一考察で 8 つのケースについて

の評価要素をまとめている。この中の要素としては，自然，歴史・文化資産，温泉の有

無，過ごしやすさ，食事，ショッピング，テーマパーク，交通等のキーワードが多く表

れている。小長谷ら(2011)は，見る，食べる，買う，イベント，休息の５要素をあげて

いる。 
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図 2.5 AHP モデル 

AHP の基本的な進め方は，先に分解し，後で総合する。まず，サービス評価対象を階

層化して，比較項目と比較対象を階層化する。比較対象をそれぞれ比較して，それらを

ウェートづけして，統合する。具体的には，APH は複雑な意思決定の状況（問題）をい

くつかの小さな部分に分類し，これらの小さい部分を一つの樹枝状の段階の組織に構造

し，評価する。AHP における各要素に関する評価は，評価対象のサービスを一対一で比

較する。比較評価は，人間が感性に基づいて定性的に行うので，これをどう行うかに関

しても多くの研究がある。各要素の選考尺度も，5 段階で与える方法をはじめ，さまざ

まな方法がある。たとえば，Huynh ら（2014）らは，AHP における評価に対してあいま

いさを許容するファジイ意思決定を応用したサービス評価方法を提案している。 

AHP 階層分析法は，既にあるサービスや具体的なサービスのイメージがある場合，

それを比較することでサービスの評価が可能となる。すなわち，提供されたサービスに

対する価値評価は可能である。しかし，本研究で対象とするような共創によって望まし

いサービスを創造しようとする場合，どういうサービスが望ましいかを共に考えるよう

なケースであり，既存のサービスを１対１で比較することは難しい。また，インタネッ

ト環境で提供されるサービスとそれを望む顧客を結びつける場合にも，比較対象の数が

多すぎて AHP のような方法は有効とは言えない。 

本研究では，こうした AHP によるサービス評価方法に代わるサービス価値評価方法

を観光サービスの評価に応用する。 

問 題

C1 C2 C3

A1 A2 A3

レベル1
サービス
選択問題

レベル2
比較する属性

(要素)

レベル3
比較する

サービス対象
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2.6 省エネサービスビジネスの研究事例 

本研究では，提案したサービス評価方法を企業間のサービス共創に応用する事例とし

て，第 5 章で生産装備サービスを取り上げる。そして，生産装備サービスの応用の一つ

として重要なのが，省エネ機器導入による省エネサービスビジネスである。省エネサー

ビスビジネスは，ESCO（Energy Service Company）ビジネスとして，日本では角ら（2010）

の報告がある。こうしたサービス化の動きは，世界で広まりつつある。特に，中国にお

いては，省エネは，産業界で非常に重要な課題と認識されている。本章では，省エネサ

ービスビジネスの先行研究として，Beihang University（北京航空航天大学）の Wang, J.  

ら（2016）がまとめた製造業のサービス化に関する研究をレビューした。 

2.6.1 製造業のサービス化としての省エネルギーサービス EMC 

Wang, J.ら（2015）は，省エネサービスビジネスを，エネルギー管理契約 EMC（Energy 

Management Contract，略語で EMC），または，EPC（Energy Performance Contracting）と

呼んでいる。70 年代から，西側先進国の多くが，エネルギーの価格，エネルギー問題に

直面し始めた。そして，こうしたエネルギー問題は，エネルギー危機や環境問題など世

界規模での課題として取り上げられるようになってきた。エネルギー管理契約（EMC）

はこのような背景の下で生まれてきた。EMC では，運営資金と，活用する技術をうま

く統合して，ビジネスモデルを形成し，それが一つのビジネス分野を形成している。そ

して，最近の中国では，エネルギー問題や環境問題が重視されるようになり，特にビジ

ネス展開のスピードが速いと報告されている（Wang,2015）。本研究の第 5 章に述べる製

造業のサービス化事例の生産装備サービスビジネスも，製品と金融と省エネルギーを組

み合わせたサービスであり，Wang らの事例研究と方向性が一致するので，第 5 章の研

究の先行研究として調査した。 

Wang らの事例研究は，現在の機器の運用コストを削減し，省エネルギー効果と金融

を組み合わせるサービスである。具体的には，この省エネサービスは，将来想定される

省エネルギー効果による収益に基づいて，ユーザの機器のアップグレードを実行し，現

在の運用コストを低減し，省エネサービスへの投資の全費用を支払う。専門的な ESCO

事業者と省エネ機器によりビジネスを行うユーザの間に，エネルギー管理契約 EMC を

行い，サービスを実施する。ESCO 事業者である省エネルギーサービス会社は，ユーザ

の要望に応じて，エネルギー効率化のサービス案を提案する。その提案は，設計，資金

と機材の調達，モニタリング等稼働状況の見える化のための機器監視，などの様々なサ

ービスを組み合わせ，ユーザに提供するものである。こうしたビジネスの枠組みは，本

研究の第 5 章で述べる生産装備サービスのビジネスモデルと共通である。 

エネルギー管理契約 EMC は専門的な省エネルギーサービス会社（Energy Service 

Corporation,ESCO と呼び）とユーザの間で行われ，省エネルギーサービスを提供する場
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合，サービス会社はユーザの様々な状況を勘案してサービスを提供する。すなわち，省

エネ収益やリスクなどを共有する。そして，EMC の契約関係によって，提案した省エ

ネルギーサービスを実施する。 

2.6.2 EMC ビジネスの特徴 

省エネサービス会社は，ユーザとの省エネルギー契約によって，ユーザに固有的なエ

ネルギーシステムに改造してビジネスを進める。また，省エネのための投資資金不足な

どの問題があるユーザに対しては，ユーザの事情に応じたサービスとなるような工夫を

行い，省エネサービスを展開する。 

こうした EMC サービスビジネスの特徴は，伝統的な省エネ・廃棄物削減サービスに

比較して以下のような特徴がある。 

 

（1）ユーザが分担するリスクが低い 

エネルギー管理契約 EMC によって，省エネサービス会社は，省エネを実施する資金

を収集し，省エネ技術によって設備を改造するための種々のサポートを提供する。EMC

省エネルギー契約による収益予想を実現することができない場合は，省エネサービス会

社はそれに応じて損失を引き受ける。これから分かることは，EMC 契約によるエネル

ギー管理では，省エネサービス会社が契約の主要なリスクを引き受けていて，ユーザが

リスクの分担する割合がより小さくなる。 

 

（2）金融，IT などの様々な技術領域を統合する契約  

エネルギー管理契約 EMC では，省エネルギーサービス会社は，総合的な省エネサー

ビスをユーザに提供している。省エネサービスの技術支援や特殊な機器を提供するため

に，省エネルギーサービス企業は資金調達する能力を必要とし，ユーザへの省エネサー

ビスを設計すると同時に，省エネサービスにおける金融問題を解決するために資金を準

備しなければならない。サービスが導入されると，省エネサービス品質を上げるために，

省エネ設備の維持管理とメンテナンスを担当する。様々な技術やサービスを統合する能

力の高いエネルギーサービス会社が，サービスの設計，材料および機器，建設，運用な

どさまざまな面で有利である。こうしたエネルギーサービス会社は，省サービスの効率

を改善し，コストを削減し，省エネサービス産業の発展を促進するためのサービス提供

者である。 

 

（3）Win-Win のビジネスモデル 

EMC 省エネビジネスで，省エネルギーサービス会社，ユーザ，銀行，設備及び材料

供給会社，などの参加者は，省エネサービスによって省エネメリットを共有する。省エ

ネルギーサービス会社は，契約に基づいてユーザに省エネサービスを施工した後，省エ
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ネルギーサービスの提供を通じてユーザと利益を共有できる。さらに，銀行が省エネサ

ービス会社に融資し，機器供給会社が装置を提供して，それぞれの参加者が省エネサー

ビスを通して収益を得る。省エネサービスでは，このビジネスへの参加者間における相

互協力関係を形成することが，双方に有利なビジネスを展開できる。 

 

（4）省エネサービスによって省エネ効率を上げる 

EMC 省エネビジネスでは，省エネサービス会社は，常に新技術あるいは，新しい設

備を提供し，省エネの目的を実現できるように省エネサービスを実施する。一般的に，

省エネサービス会社は省エネに関する専門的な知識と経験があり，北京航空航天大学の

調査によれば，省エネサービス導入による省エネ効果は，通常 10%～40%程度であり，

最大で 50%以上のケースもある。EMC 契約の省エネサービスを行って，エネルギーの

利用効率を高めることができ，エネルギーの浪費を避け，コストを節約して，経済的な

効果を高めることができる。 

 

（5）省エネルギーの保証 

省エネルギーサービス会社とユーザとの間の契約で重要な要素が省エネルギー量で

ある。省エネルギー量は，契約で決められる。このため，ユーザは，省エネ投資のリス

クを回避でき，より安全で省エネを行える新しい機器を導入できる。省エネルギー量が

保証契約によって決められた基準に足りない場合，サービス会社は，省エネルギー量の

約束があるので，省エネルギー量を達成する義務がある。ユーザは省エネルギー量が契

約値に達しない場合，補償を与えてもらうことを ESCO 事業者に要求できる。 

 

2.6.3 EMC のビジネスモデルを構成する要素 

EMC のビジネスモデルは，主に以下の要素で構成される。 

 

（1）省エネのメリットを共有する 

省エネのための改造工事や設備の導入などはすべてサービス会社が引き受ける。そし

て，ユーザとサービス会社の双方が共に省エネルギー量を確認する。その結果に基づい

て，双方が契約に従って省エネによる収益を分割する。省エネサービス会社は，省エネ

サービスを実施すること，そのための技術とサービスを提供するほか，サービスを実施

するために金融の融資も受け持つ。省エネルギー量が大きい場合，リスクも少ない。こ

のモデルは，省エネルギー量が大きく，省エネサービス導入要望が高いユーザに適して

いる。このように，ユーザとサービス会社は，省エネのメリットを共有する。 
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（2）省エネを保証する 

省エネ効果によって，契約期間が負担するリスク，コストをカバーするために，サー

ビス会社とユーザ会社双方は省エネルギーを達成する量を契約する。省エネ効果が出な

い時に，サービス会社側がこれを補償する。省エネルギー効果があるなら，両方でシェ

アする。省エネ効果のメリットは共有される。 

 

（3）改造工事 

ユーザは改造工事をサービス会社に依頼し，これを監査する。省エネ効果を確保する

ために，省エネのための計画を設計し，省エネの装備を交換する。このための改造工事

をユーザの工場で施工する。サービス会社は，工事の前払金，工事中の進度の管理，工

事が竣工した時の費用の支払いを行う。改造工事は省エネの要望が非常に強くて，これ

を重視しているユーザ会社に適用する。 

 

（4）省エネルギーを管理する 

サービス会社は省エネ設備を提供するだけではなくて，省エネルギーを管理に関す

る。多くのユーザ会社にとって，自分自身でエネルギー管理を行うと，効率が低く，コ

ストが高い傾向がある。そこで，省エネサービスを提供する専門的なサービス会社を通

じて，省エネルギー効果の管理を行う。サービス会社が自身の経験と知識によって，ユ

ーザ会社のビジネス競争力を高めるために，省エネルギーの管理から得られる情報に基

づいて，意見や提言を提供し，ユーザのビジネスに役に立たせる。 

 

（5）共同投資 

サービス会社とユーザ会社は，双方が省エネ効果を期待し，省エネ設備などに対して，

共同投資する。投資比率に従って，双方が省エネによるメリットをシェアする。 

 

（6）買い取りを考慮する 

省エネ設備導入の最初の段階では，省エネ効果を出すために，サービス会社が導入設

備などに対して，全額投資を行う。そして 1 年間，運用して省エネ効果を確認する。1

年後以降に，ユーザ会社はサービス会社が設定した省エネの収益に達成するのを確認

し，サービス会社と契約した価格によって，1 回に限り，すべての設備を買い取ること

を認める。 
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2.6.4 EMC サービスのプロセス 

 

図 2.6 EMC サービス･プロセス  

EMC サービス･プロセスを図 2.6 に示す。各ステップは以下のような処理を行う。 

 

ステップ 1：実施する可能性分析 

すべての省エネサービスビジネスプロジェクトにおいて，サービスを実現する可能性

分析を正式なビジネス契約前に実施する。ここでは，ESCO ビジネスプロジェクトに基

づいて，企業内のエネルギー消費に関するデータの入手が必要である。そして，社内で

実現できる可能性の分析，リスク管理プロジェクト，プロジェクトの技術的，財政的な

側面からプロジェクトの実現可能性を予測する。さらに省エネサービスの課題を評価す

る。 

 

ステップ 2：契約交渉と締結 

省エネ対象の機器所有者とエネルギーサービス会社は，省エネのための契約手順に従

って作業し，サービス実施契約を交渉して，うまくいくとみなされると契約を締結する。 

6.省エネの収益の割合

5.サービスの評価：エネルギー節約，運営と測量する

4.サービスの設計

3.サービスのファイナンス

2.契約の交渉と締結する

1.実施する可能性を分析する
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ステップ 3：サービスに対するファイナンス 

省エネルギーサービス契約の特徴の一つは，ESCO ビジネスプロジェクトによって，

サービス会社には初期投資が必要とされる。融資や資金調達の方法はさまざまであり，

会社独自の資本，銀行やその他の金融機関から獲得した融資，国際金融機関から獲得し

た省エネ目的の特定ローンなど，様々なチャネルを活用する。 

 

ステップ 4：サービスの設計と実装 

契約した省エネルギーサービスは，省エネのための機器の仕入れ，機器の設置工事な

どの仕事が必要で，省エネサービス会社がこれらを実施する。また，省エネサービス会

社は，提供した省エネ機器のアフターサービス（メンテナンス，点検など）も計画し，

これを実施する。 

 

ステップ 5：サービスの評価 

導入された省エネのための機器は，一定時間の試運転後，正常な定常運転に入る。そ

して，実現された省エネルギー量を計測し，省エネルギー効果を評価する。 

 

ステップ 6：省エネ収益の割合 

計測された省エネルギー量に基づいて，ユーザとこの収益を共有し，省エネサービス

会社は契約によって利益を分割する。契約によって所有者から毎期間を受け取る省エネ

の収益を定めて，初期投資に必要なファイナンス費用の支払いなどを行い，プロジェク

トの契約が満期になるまで返済を継続する。 

 

以上が，省エネルギーサービスの処理フローである。省エネルギーサービスでは，ユ

ーザの要望や状況が異なるので，ユーザごとに交渉し，どのように双方の価値に結びつ

けるかが重要である。これは，サービス提供者とユーザとの価値共創プロセスを必要と

するが，これまでの ESCO ビジネスや省エネルギーサービスビジネスでは，この点を，

十分検討していない。 

本研究では，第 5 章において，省エネルギー，創エネルギーを対象にした生産装備サ

ービスにおいて，サービス提供者とユーザとのサービス価値共創プロセスを提案する。 
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2.7 まとめ 

本章では，本研究に関連したサービスの定義，サービス・ドミナント・ロジック，サ

ービス価値創造と共創，サービス価値評価法，製造業のサービス化としての省エネルギ

ーサービスに関する研究を先行研究としてレビューして，本研究との関連性などを説明

した。 

先行研究調査は，以下のように要約できる。 

(1) 最近のサービス価値共創に関して 

サービス・ドミナント・ロジックにおいて，サービス価値は，Value-in-Use という考

え方で捉えられ，顧客とサービス提供者との共創によってサービス価値創造を行うこと

ができる。 

顧客とサービス提供者のサービス価値共創として，知識創造モデルの SECI モデルを

基にした，KIKI モデルが提案され，ビジネス分野でも有効性が示されている。 

KIKI モデルは，共創のプロセスを示しているが，共創によってサービス価値が向上

することを定量的に評価できていない。 

(2) サービス価値評価法に関して 

具体的なサービスや製品がいくつかある場合，いくつかの要素で評価して，サービス

価値を比較する AHP が広く知られている。 

AHP は，比較するサービスが具体的にイメージできる場合には有効であるが，サー

ビス共創のように，最終的なサービスの姿や製品の姿がない時点での評価は難しい。 

(3) サービス価値共創の事例に関して 

製造業のサービス化において，顧客とサービス提供者が共創する事例がみられるよう

になった。 

 

その一つとして，ESCO のような省エネルギーサービス事業があるが，ビジネスのフ

ローやステップは示されているが，共創プロセスの進め方を具体化したモデルは見当た

らない。 

 

本研究では，サービス属性ベクトルの内積によるサービス価値評価という新しい方法

論を導入し，これをサービスマッチングやサービス価値共創プロセスへ応用して，上記

のような課題を解決することを目的とする。 
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第 3章 

サービス提供者と顧客の共創プロセスにおける

サービス属性を考慮したサービス価値評価法 

3.1 はじめに 

本章では，小坂ら(2012)によって提案されたサービス属性ベクトルの内積によるサー

ビス価値評価方法に関して考察を加え，このサービス価値評価方法の新たな応用を提案

する。 

 

サービス価値は，サービス提供者と顧客との共創によって生成されるとする SD ロジ

ックでは，サービスの価値を，提供するサービスと顧客の Value in Use との関係性で捉

える必要がある。本章では，まず，サービス場の概念に基づき，共創されるサービス価

値を，提供するサービスの属性ベクトルと利用者の求めるサービスの属性ベクトルの内

積で評価する方法（小坂,2012）について考察する。その考察に基づいて，有効な応用と

して，（1）サービス価値最大化を実現するサービスマッチング方法，（2）サービス価値

を最大化する企業間の価値共創プロセス方法を提案する。 

3.2 サービス属性ベクトルの内積によるサービス価値 

(1) 「サービス場」概念の提案の背景  

図 3.1 サービス場の概念 (小坂,2012) 

Service Ａ Service Ｂ Service Ｃ

High potential of Persona A

High potential of Persona B

High potential of Persona C

Service field

Cluster A

Cluster B

Cluster C

Persona A

Persona B Persona C
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図 3.1 に示されるように，サービスの価値は，提供されるサービスの内容が同じでも，

それを受ける人や時間，その場の状況によって大きく異なる。すなわち，サービス価値

は，利用者がそれを使用する文脈に依存して決まってくる。これは，サービス価値は，

提供者が提供するサービス価値提案とそれを利用する利用者の価値生成の状況との関

係性で決まってくるという考え方である。そこで，小坂らは，サービス価値が文脈の中

で形成されるという点を考慮したサービス価値評価を数学モデルで記述し，Value-in-use

に基づくサービス価値を定量的に評価しようと考えた。これが，物理学の場の概念に着

目した理由である。 

 

(2) 物理学における場の理論とサービス場のアナロジー 

小坂らは，物理学における場の理論とサービス場のアナロジーに関して以下のような

提案を行っている。 

電磁場においては，電磁気力の生成が電磁場と電荷の相互の関係性から生じる。いく

ら電荷が大きくても，電磁場が存在しなければ，力が生成されない。これと同じように，

提供されるサービス価値提案の質がいくら良いサービスであっても，そのサービスを必

要とするサービス場が存在しなければ，サービスは価値を持たない。サービスの価値は，

提供されるサービスそのものとサービスが提供される「サービス場」との関係性から形

成されるという「サービス価値創造モデル」が小坂らの研究の本質的なアイデアである。

この考え方に従えば，サービス場を分析し同定すれば，必要なサービス，顧客にとって

価値を生むサービスが何かを明らかにでき，顧客にとって価値あるサービスが提供でき

ることになる。 

そこで，電磁気学において電磁気力の生成が電磁場と電荷の相互の関係から生じると

いう“電磁場”のアナロジーを利用する。いくら電荷が大きくても，電磁場が存在しな

ければ，力が生成されない。これと同じように，いくら良いサービスであっても，その

サービスを必要とする「サービス場」が存在しなければ，サービスは価値を持たない。

サービスの価値は，サービスそのものとサービスが提供される「サービス場」との関係

性から形成されるという「サービス価値創造モデル」が小坂らの本質的なアイデアであ

る。ここで，電磁場を考える。電磁場の理論では，電磁気力 F は，(1)式で与えられる。 

 

F = q ・( E + v×B )       (1) 

 

F ：電磁気力, q：電荷，E：電場，B：磁場，v：速度である。電磁場においては, 電

荷 q が大きくても, 電磁場が存在しなければ電磁力は生じない。この関係をサービス

価値に拡張する。すなわち，サービス品質がいくら高くても，それが要求されていない

サービスの価値はない。この関係は， 
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(Service value) = (Service)・(Service field)   (2) 

 

で示される。ここでは，提供されるサービスの属性ベクトルとサービス場（利用者の要

求するサービス属性ベクトル）の内積を示すものとする。 ここで，“ · ” は，サービ

スと「サービス場」との関係性を示す。以上，電磁場の例のアナロジーで，サービス価

値の発生するメカニズムが，提供されるサービス場と提供されるサービスとの関係性で

示される。 

図 3.2 サービス場の同定によるサービス価値創造プロセス 

この考え方に従えば，図 3.2 に示すように，「サービス場」を分析し同定すれば，必要

なサービス，顧客にとって価値を生むサービスが何かを明らかにでき，顧客にとって価

値あるサービスが提供できることになる。 

 

(3) サービス属性ベクトルの内積によるサービス価値評価法 

(2)式から，サービス価値は，サービスとサービス場の関係性で示されることを定義し

た。ここで，提供するサービスのサービス属性ベクトル s= (s1, s2, s3, …………., sn)，サー

ビス場に対応する顧客のサービス要求に対するサービス属性ベクトル a= (a1,  a2,   a3, 

…………., an)を導入する。これらは，いずれもベクトルである。ここでは，この２つの

ベクトルの内積を，顧客のニーズとサービス提供者の提供されるサービスから生成され

るサービス価値 V と定義する。  

 

V = s ・a             (3) 

(3)式は， 

B = (People, Situation,

Time, Others)

F = S ＊ B

Service 

Strategy

Provided Service

｛S1,S2,・・・・Sr｝

Ethnography
Measurement of Service Field

Brain Science Questionnaire

Service Field

B = Service Field

F = Service Value
S = Service

Maximizing Service value model

F:
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(s・a)  = ｜s｜｜a｜cos (α)     (4) 

 

で計算できる。 

 

図 3.3 サービス属性ベクトルの内積 

｜s｜は提供されるサービスの品質,｜a｜は顧客のサービスを求める必要度合い，

cos(α)は 2 つのベクトルのなす角度 α の cos である。 

小坂らは，サービス属性ベクトルの内積でサービス価値を評価する妥当性について，

以下のように述べている。(3)式で，提供者のサービス価値提案(Value proposition) に関

するサービス属性ベクトル s と，利用者がそのサービスをどの程度要求しているのかを

示す利用者のサービス属性ベクトル a の 2 つのベクトルの内積でサービス価値を評価

するが，(4)式から，このサービス価値評価として妥当である 3 つの要因を反映している

ことがわかる。 

【要因 1】まず，第一は，cos(α)の最大化であり，これは 2 つのサービス方向を一致さ

せることである。すなわち，提供するサービス属性とユーザが要求するサービス属性に

関する方向性を一致させることであり，提供するサービスと求めるサービスが一致すれ

ば，サービス価値が大きくなるという，サービス価値に関して一般的に考えられている

ことと対応する。 

【要因 2】第 2 は，提供者のサービス価値提案 s の絶対値の最大化である。これは，提

供者側のサービス価値提案の値が大きく，サービスの品質をできるだけ高くすることに

対応する。提供者側の論理で考えるサービス価値の大きさである。 

S

a

r
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【要因 3】第 3 は，利用者のサービスに対する要求 a の絶対値の最大化である。すな

わち，利用者がそのサービスに対する要求度が高いほど，利用者にとってのサービス価

値は高くなるという，サービス価値に対する我々が持つ考えと一致する。 

以上，(4)式は，サービス価値に関して，我々が日常的に感じている上記の 3 つの要素

が含まれている。これが，提案するサービス価値評価の特徴である。また，(4)式は，図

3.4 に示すように，提供されるサービス属性ベクトル s を，顧客の要求するサービス属

性ベクトル a に直交射影した形になっている。 

図 3.4 サービス属性ベクトルの直行射影 

｜s｜cos (α) は，a 方向の s の成分である。もし， 

 

   ｜s｜cos (α) >｜a｜, i.e. （s・a）>｜a｜2       (5) 

 

が成立すれば，提供したサービスが顧客の要求を上回っている。もし， 

 

      ｜s｜cos (α) <｜a｜, i.e., （s・a）<｜a｜2        (6) 

 

であれば，提供したサービスは，顧客の要求を下回っている。このように，2 つのベ

クトルの内積を評価することで，提供するサービスが顧客の要求を上回っているのかど

うかも評価することができる。  

S

a
 

|S|      |a|

|S|
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3.3 サービス価値評価法の応用に関する考察 

(1) サービス属性ベクトルの内積によるサービス評価法の特徴 

Lusch and Vargo による著書“The service-dominant logic of marketing”(2014)の p.10 で，

“A service-centered dominant logic implies that value is defined by and co-created with the 

customer rather than embedded in output”と述べられているように，サービス価値が提供者

と利用者で共創されるという考え方である。そして，これは，提供者の価値提案(Value 

Proposition)を，利用者が“Value in Use”に基づいて評価するという共創関係にある。小坂

らが提案したサービス属性ベクトルによるサービス価値評価では，サービス提供者のサ

ービス属性ベクトルが提供者の価値提案に，サービス利用者のサービス属性ベクトルが

利用者の“Value in Use”に対応する。 

また，電磁場の例のアナロジーで，サービス価値の発生するメカニズムが，提供され

るサービス場と提供されるサービスとの関係性で示されることを述べたが，多くの教科

書で記述されるように，物理学の場では，場の微分が，時間と空間のパラメータで行わ

れる。同様に，サービス場も時間と空間のパラメータによって変動すると捉える。すな

わち，状況の時間的な変化や利用者が何を重視するかというサービス属性ベクトルの空

間パラメータの変化によって提供されるサービスのサービス価値が決まるというメカ

ニズムは，物理学の場の理論のアナロジーとして，捉えることができる。 

M2M (Machine to Machine) (Wu,2011)などの情報技術により，サービス対象の状況がリ

アルタイムに把握できるようになれば，時間の変化によって必要なサービスは何かとい

うことが把握できるので，提供されるサービスの価値の変化を時間変化と共に捉えるこ

とが可能になる。こうしたリアルタイムなサービス価値評価は，提供されるサービス価

値提案(Value Proposition)とそれを Value-in-Use で評価するという 2 つの関係性を示すモ

デルを利用すれば，2 つの要素がリアルタイムで計測できれば可能になる。従来の多属

性パラメータによる AHP (Analytic Hierarchy Process)を活用したサービスや製品の評

価(木下,2009)では，提供されたサービスや製品を多属性で評価して初めてサービス価値

を評価できるので，サービスに関する状況がダイナミックに変化するリアルタイムなサ

ービス価値評価は行えない。 

このように，サービス属性ベクトルの内積によるサービス価値評価は，種々のデータ

が活用できる現在において，様々な応用の可能性を持っているといえる。 

 

(2) サービス評価法の応用時の留意事項 

サービス属性ベクトルの内積によるサービス価値評価法を応用する場合，以下のよう

な点に留意して，応用する必要がある。 
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①｜s｜および｜a｜に対する制約 

(4)式によって，サービス価値を評価する場合，｜s｜および｜a｜が∞となると，計算

されるサービス価値は∞となり，意味を持たない。このため，｜s｜および｜a｜の値を

ある値以下に制約する必要がある。応用に当たっては，｜s｜および｜a｜の最大値を決

め，それらの値がそれ以下になるように制約する必要がある。これに関しては，応用上，

特に大きな問題にならない。なぜなら，サービス属性ベクトルの値を決めるときに，サ

ービス提供者や顧客にアンケートなどでデータを集める際に，｜s｜および｜a｜の最大

値を設定すればよい。 

 

②サービス属性ベクトルの要素の決定 

サービス属性ベクトルの要素の決定は，サービス評価方法を応用する場合に，重要な

課題である。ここでは，どういう要素を選べばよいか，どれだけの数の要素を選べばよ

いかという課題がある。どういう要素を選べばよいかに関しては，各要素が数学的に独

立な要素となるようなものを選ぶ必要がある。すなわち，各要素間の関連のないものを

選ぶことが，ベクトル空間上で内積計算ができる前提である。 

また，ベクトルの要素の数をどれだけ取ればよいかも課題となる。サービス属性ベク

トルの要素は，提供されるサービスの価値を評価するものであり，要素の数が増えるこ

とは，サービスの価値を評価する要素，すなわち，魅力を評価する要素が多いというこ

とである。新たな要素を追加することは，そのサービスの魅力度を評価する要素が増え

たと理解できる。 

サービス属性ベクトルの要素の決定には，上記の点を考慮する必要があるが，数学的

に厳密にこれらの要素とその数を決めることは難しい。実際に応用する場合には，サー

ビスの内容に応じたサービス価値評価のための要素を，実務上有効な要素となるように

実務者と相談しながら検討することになる。この点に関しては，今後，さらなる検討が

必要である。 

 

本研究では，以下に，上記のような特徴や制約を考慮し，サービス属性ベクトルの内

積によるサービス価値評価の有効性を示す 2 つの応用を提案する。一つはサービスマッ

チングへの応用であり，もう一つは共創プロセスへの応用である。第 4 章と第 5 章にお

いて，事例を用いて提案方法の有効性を評価する。 
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3.4 サービス価値を最大化するサービスマッチング方法 

サービスに関する現実の課題として，様々な顧客に対して，様々なサービスが提供さ

れ，どのような顧客に対して，どのようなサービスが有効であるかを評価する必要性が

出てくる。提案した内積によるサービス価値評価方法を利用すれば，以下のような方法

で簡単に評価を行うことが可能である。ここで，サービス属性ベクトルに関して，n-th

提供者のサービス属性ベクトル sn (s1n, s2n,  s3n, …………， skn), j-th 顧客のサービス要求

属性ベクトル am (a1m,  a2m,   a3m, …………, akm)とする。sn と amで計算されるサービス価

値 Vnmを 

 

Vnm = (sn・am)              (7) 

 

とする。 ここで，縦軸に提供されるサービス属性ベクトル，横軸に顧客の要求サー

ビス属性ベクトルをとって，Vnmをマトリックスとして示すと図 3.5 のようになる。 

 

 

 

図 3.5 サービス価値マトリックス 

また，図 3.5 のマトリックスの数値は，図 3.6 のような図で示される。この図は，提

供される多くのサービスと多くの利用者のサービス価値の関係を表している。 
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図 3.6 サービス価値マトリックスの値 

このマトリックスで，最大の Vnm が提供されるサービスとサービスを要求する顧客

とのベストマッチングを示す。このように，サービス属性ベクトルの内積を評価するこ

とで，多くのサービスと顧客ニーズの関係を考慮したサービス価値が評価できる。 

 

3.5 企業間共創プロセスへの応用 

3.5.1 企業間共創プロセス 

Ａ企業とＢ企業の企業間共創活動は，図 3.7 のように表すことができる。双方は共創

活動を通して，共創活動の目的を達成するために，お互いに必要な知識創造を繰り返す。

このような共創活動では，お互いに相手にとって必要になる情報や支援行為を提供す

る。これは，相互に必要な情報を提供し，技術支援を行うサービスとみなすことができ

る。 
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図 3.7 共創モデル(小坂,2012) 

B to B (Business-to-Business)企業間の共創は，企業 A と企業 B が行う共創活動のこと

であり，図 3.7 で示すようにモデル化できる（小坂,2012）。双方は共創活動を通して，

共創活動の目的を達成する。例えば，企業間の商品の売買やサービスの提供，企業と金

融機関との取引などがこれに含まれる。B to B の共創活動の主体は，企業と企業であり，

サービス提供者としての企業と顧客としての企業が共創を行う場合が多い。Vargo & 

Lusch（2004）の提案した,サービス・ドミナント・ロジック（service-dominant logic）で

は，「顧客は常に共同生産者である」また「価値は生産され販売されるものという考え

方から，顧客とその他の価値創造を行うパートナーと共同で創造するものである」とい

う主張より，価値共創という考え方が提案された。この価値共創という概念の提案によ

り，価値に対する関心が高まってきたといえる。 

3.5.2 サービス価値共創プロセス KIKI モデルの概要と課題 

図 3.7 に示すように，企業向け事業が主体の企業, すなわち（B to B）企業の共創に対

して，サービス価値共創プロセスを通して共創されるサービス価値を最大化することが

本研究の目的である。これに対して，(Zhang,2012) は，お互いが共創の目的達成のため

に必要となるサービスは何か（サービスのコンテクスト）を「サービス場」として表し，

「サービス場」を同定することで，相手が必要とするサービスを確認し，サービスを提

供する，という共創プロセスを提案した，これは，KIKI モデル（Knowledge sharing related 

to service system, Identification of service field, Knowledge creation for new service idea, 

Implementation of service idea）として図 3.8 に示すようなプロセスモデルである。具体的

には，KIKI モデルは，以下の 4 つのステップで構成される。 

 

Collaborator A
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Common Objectives

Collaborator B
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ステップ 1:K1(Knowledge sharing related to service system)： 

双方の共創者が，共創の目的や環境条件を認識し，「サービス場」同定に必要なデー

タや情報を共有する。 

ステップ 2:I1(Identification of service field)： 

「サービス場」を同定する。どういうサービスが求められているか？必要度の高いサ

ービスは何か？（サービスを必要とする文脈，コンテクスト）を評価する。 

ステップ 3:K2(Knowledge creation for new service idea)： 

ステップ 2 で示された，必要とされるサービスをいかにして提供するかを検討する。

これは，新たなアイデアの創造にあたる部分である。考案した新しいサービスアイデア

は，ステップ 2 で同定されたサービスを必要とする文脈やコンテクストによって評価す

る。 

ステップ 4:I2(Implementation of service idea)： 

ステップ 3 で考案したサービスアイデアを顧客に提供する。提供されたサービスアイ

デアが相手側の企業内部に取り込まれる。これにより，共創活動の目的を達成できる。 

 

図 3.8 サービス価値共創のための KIKI モデル 

 

 

 

 

K1:Knowledge sharing related to 
Collaboration:
Definition of service and service field , Sharing 
the objective of service and its environment 

I1: Identification of service field: 
Collecting and analyzing data related to service 
and finding needs for service action

I2: Implementation of new service 
idea:
Realizing service idea in customers ` company

K2: Knowledge creation for new 
service idea:
Creating new service idea
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3.5.3 サービス価値評価法導入による KIKI モデルの改良 

KIKI モデル(Zhang,2011-2012)は，企業間共創プロセスをどのようなステップで進めれ

ばいいかを示したものであり，共創プロセスのガイドラインとしては，有効である

(Zhang,2012),(Nishioka,2013)。しかしながら，各ステップにおいて，具体的に何をどのよ

うに検討するのか？共創プロセスによって，サービス価値がどのように向上するのか？

そもそも共創が可能な相手なのか，等を考える手段を提供していない。このために，KIKI

モデルの各ステップで，必要な検討項目が明確にできず，合意形成を効率的に行うこと

ができなかった。また，共創の可否の判断を早く行なうことができないため，無駄な検

討によって経営資源を浪費するという課題もあった。 

本研究では，3.5.2 節で述べた KIKI モデルの課題解決の具体的な検討手段として，サ

ービス属性ベクトルに着目した。そして，共創プロセスにおいてサービス価値がどのよ

うに向上するかを考える手段として，サービス属性ベクトルの内積を評価することを考

えた。さらに，共創が可能な相手かどうかを判断する方法として，サービス属性ベクト

ルの内積の値が小さければ，共創の対象としないようにした。 

KIKI モデルの各ステップに対して，共創されるサービスのサービス価値を評価でき

れば，各ステップで，サービス価値を最大にするように，検討を行えばよいことになる。

すなわち，KIKI モデルの各ステップでサービス価値を評価し，サービス価値を最大化

する共創プロセスモデルを構築する。以下に，提案する共創プロセスを具体的に記述す

る。 

サービス価値を最大化する共創プロセスを考える。ここでは，提供するサービスの属

性ベクトルを s，利用者が求めるサービス属性ベクトルを a とし，双方の共創活動を通

じて価値共創の目的である u を得ることを共創プロセスとする。これは，図 3.9 に示す

ように，双方のサービス属性ベクトルを一致させ，内積によるサービス価値を最大化す

ることに他ならない。この考え方に立てば，共創プロセスは，当初，食い違っているそ

れぞれのサービス属性ベクトルを，双方の共創活動によって一致させるプロセスである

と捉えることができる。 

ここで，内積によるサービス価値と共創プロセスの関係を考えよう。図 3.9 に示すよ

うに，共創プロセスとは，サービス提供者と利用者が，双方が一致するサービス属性ベ

クトルをもつサービス u を見出すことである。このためには，共創活動において，利用

者は当初のニーズを調整し，サービス提供者は，当初の想定したサービスを，共創によ

り利用者ニーズに合わせるように工夫する必要がある。すなわち，当初の 2 つのサービ

ス属性ベクトル a，s を双方が調整し，サービス属性ベクトル一致させるサービス u を

求める活動を共創プロセスと考えることができる。 
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図 3.9 サービス価値創造の考え方 

通常，利用者のニーズ調整やサービス提供者の提供するサービスの工夫には，限度が

ある。図 3.9 に示すように，共創によって最終的に求められたサービス属性ベクトルは，

双方の調整の限度内である必要がある。つまり，双方のサービス属性ベクトルが，違う

方向を示し，また，その属性ベクトルの調整可能な領域に重なるサービス属性ベクトル

が見いだせない。図 3.10 の場合，双方の共創活動は，難しいと判断することができる。

このような考え方を考慮したサービス価値共創プロセスが求められる。 

 

 

図 3.10 価値共創ができないケース 

S:Proposed service

a:User`s requirement

U:Co-created service

Co-creation process

Co-creation process

Acceptable change

Acceptable change

S:Proposed service

a:User`s requirement

U:Co-created service
Acceptable change

Acceptable change
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3.5.4 サービス価値を考慮した共創プロセスモデル  

サービス価値創造プロセスとして，図 3.8 に示す KIKI モデル(Zhang,2012)を提案して

いるが，これは共創プロセスの概念モデルであった。3.5.2 節のような考え方に立つと，

双方が求めるサービス属性ベクトルの特性を考慮し，共創が可能かどうかを判断し，難

しい場合には共創を断念することが必要である。また，共創が可能と判断された場合，

サービス価値の最大化，言いかえれば，双方のサービス属性ベクトルを一致させるため

にどういう点を調整すればよいか，そのためにどういうアイデアを出せばよいかを考え

ることになる。そこで，本論文では，このように双方のサービス属性ベクトルを評価し

ながら，図 3.8 に示す KIKI モデルを，図 3.11 の各プロセス(K1,I1,K2,I2)において，以下

の様な手順で進めることを提案する。 

 

図 3.11 サービス属性ベクトルの特性による KIKI モデル 

【ステップ 1】K1:Knowledge sharing related to service system: 

共創に関する情報を収集し，サービス属性ベクトル情報 a，s を明らかにする。また，

双方の調整可能な幅 ∆a，∆s に関する情報を収集する。 

 

【ステップ 2】I1:Identification of service field:  

a，s の類似度，調整可能な幅等の情報から，共創の可能性を評価する。共創が可能で

あれば，サービス属性ベクトルのどの要素に関する調整が必要かに関する特定も行う。

これは，図 3.9 のように双方が調整可能な範囲であるか，図 3.10 のように調整が難しい

かを判断するプロセスである。また，サービス属性ベクトルのどの要素で調整が必要か

を明らかにする。 

K1:Knowledge sharing related to 
Collaboration:
Definition of service attribute Vectors a, s 
Sharing the objective of service and its 
environment

I1: Identification of service field: 
Checking the similarity of service attribute vectors 
a, s 
Finding the opportunity of co-creation

I2: Implementation of service idea:
Realizing service idea in customers` company

Spirally development

K2: Knowledge creation for new 
service idea:
Creating new service idea for reducing the gap of 
service attribute vectors a, s 
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【ステップ 3】K2:Knowledge creation for new service: 

a，s の差分の克服を行うアイデアを出す。このステップは，ステップ 2 で明らかにし

た調整が必要な要素に関して，双方が一致できるサービスアイデアを出し，サービス属

性ベクトル一致させるサービス u を見つけることに他ならない。 

 

【ステップ 4】I2:Implementation of new service: 

ステップ 3 で考えたアイデアの実装を行う。 

 

内積によるサービス価値を最大化する共創プロセスを考慮した KIKI モデルでは，双

方が要求するサービスに関する情報を集め，a，s を明らかにして，共創活動の可否を明

確化し，必要な検討対象を明らかにして，双方が一致できるサービスを見出すことにな

る。これは，提供者と利用者の提供するサービスに関する合意形成とみなすことができ

る。サービス属性ベクトルを一致させることで，内積で計算されるサービス価値を最大

化していることになる。 

 

第 5 章では，実例を用いて，提案方法を評価する。 
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第 4章 

サービス属性ベクトルによるサービスマッチン

グ方法の応用 

4.1 はじめに 

本章では，3章で提案したサービス属性ベクトルの内積によるサービスマッチングを，

2 つの事例に応用して，有効性を確認する。一つは，理財商品の価値評価によるサービ

スマッチングであり，もう一つは，観光サービスにおけるサービスマッチングである。

提案したサービスマッチング方法は，対象とするサービスをユーザが認識しなくても，

双方のサービス属性ベクトルが決まれば，サービス価値を評価でき，サービス価値を最

大化するサービス提供者とユーザを決めることができる点にある。 

最初の事例である中国における理財商品の評価に関しては，サービス提供側のサービ

ス属性ベクトルの値の決定に対して，銀行に勤める 11 名の理財商品のマネージャ（理

財商品の事業担当者）のアンケート調査によって，提供する理財商品のサービス属性ベ

クトルの値を決定した。これに対して，ユーザ側のサービス属性ベクトルは，サービス

属性の各要素に対する選好度を，ユーザに対してアンケート調査を行い，その平均値を

求めて決定した。これら 2 つのサービス属性ベクトルを用いて，理財商品のサービス価

値を評価し，サービス提供者とユーザのサービスマッチングを評価した。 

2 つ目の事例である観光サービスのサービスマッチング評価では，金沢，仙台，京都

の比較を取り上げた。ここでは，サービス提供側のサービス属性ベクトルの値の決定に

対しては，サービス価値評価従事者の 3 名が現地でのサービス体験を行い，また種々の

情報に基づいて主観的に評価を行った。これに対して，ユーザ側のサービス属性ベクト

ルは，各サービス属性の要素に対する選好度をアンケート調査でデータを集め，その平

均値を求めて決定した。その 2 つのサービス属性ベクトルで，観光地のサービス価値を

評価し，各顧客層におけるサービスマッチング評価を行った。 

AHP をはじめとするこれまでのサービス価値評価方法は，サービス提供者から提案

されたサービスや製品に対して，様々な評価パラメータでそれを評価する。しかし，提

案したサービス価値評価方法は，具体的なサービスや製品をユーザに示すことなく，そ

れぞれのサービス属性を表すサービス属性ベクトルの値を決めるだけで，サービス価値

が評価できる。多くのサービス対象があり，多くのユーザがこれをどう評価しているの

かを検討するような場合，提案方法が有効である。 
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4.2 金融サービスのサービスマッチングへの応用 

4.2.1 背景と問題意識  

理財商品とは，主に中華人民共和国において，銀行や金融機関などで取引される高利

回りの資産運用を目的とした金融商品である。金融機関は，理財商品に対する潜在的な

顧客のニーズや要望などを分析して，理財商品を開発，設計し，投資および資金管理を

計画する。顧客は，金融商品を購入することによって投資収益を得る。理財商品の投資

期間は，銀行と顧客が合意された契約に従い，双方のリスク負担と投資収益を得るとい

う投資信託である。英米格付け会社フィッチ・レーティングス(Fitch Ratings Ltd.)は 2017

年 1 月，中国の理財商品の規模を約 13 兆元とする推計値を発表した。 

先行研究によれば，理財商品は，個人の顧客を販売対象にして，政府の承認した銀行

で行う短期の投資信託のような集団投資スキームの商品である。商業銀行やフォーマル

な金融機関によって設計され，金融市場において販売される。理財商品を購入する顧客

は，理財商品の契約書に従って，好ましい理財商品を購入し，投資収益を得るという特

性がある。 

ICBC（中国工商銀行）は中国建設銀行，中国銀行，中国農業銀行とともに中国四大商

業銀行のトップとして，2016 年フィナンシャル・タイムズ・グローバル 500 の第 15 位

の銀行である。総資産は 3420256.9 百万ドル（2016 年），および営業収益は 167227.2 百

万ドル（2016 年）（Fortune Magazine）で世界最大の銀行である。2008 年 3 月 27 日に，

ICBC（中国工商銀行）プライベート・バンキング部門は，上海に設立された。個人銀行

（プライベート・バンキング）のフランチャイズは，業務のライセンスを取得して中国

銀行業監督管理委員会によって承認された中国で最初の国内機関となった。数年後，400

以上の国内および海外の主要な都市でプライベートサービスを設立した。具体的には，

主要な国内の都市と香港，マカオ，ヨーロッパ，シンガポール，カナダ，アルゼンチン，

米国，オーストラリアなどの 21 ケ国と地域に，プライベートバンキングサービスを中

心にするプライベート・バンキングを設立した。このプライベートバンキングサービス

が，近年，ICBC 主要的な金融業務になってきた。ICBC のプライベートバンキングサー

ビスは，外部の優良品質の資源（理財商品など）を統合して，市場に対して金融商品を

提供するサービス・プラットフォームを構築し，個人資産の管理，個人投資を含む財務

管理など様々な金融サービスを提供する。この金融サービスでは，顧客が求める様々な

サービス要求特性に応じて，顧客の望まれた金融サービスを提供する。 

本節では，サービス属性ベクトルの評価方法を用いて，ICBC（中国工商銀行）の理財

商品に対する各ユーザ層のサービス価値評価を行い，理財商品のサービスマッチング度

を評価し，提案方法の有効性を検証する。 
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4.2.2 理財産品（金融商品）購入の流れ 

ICBC（中国工商銀行）を調査すると，理財産品（金融商品）を購入するステップは以

下のようになっている。 

 

 STEP 1: リスクテスト 

銀行の理財商品マネージャ（銀行員）は，顧客に対してリスクテストアンケートを行

う。顧客は，自分の金融資産や投資志向に応じて回答する。そして，各顧客のリスク志

向を評価する。 

 STEP 2: 顧客と理財商品マネージャの双方が金融商品に対して相談。 

リスク評価を完了し，その結果に基づいて，顧客と理財商品マネージャ双方が顧客の

望むリスクレベルの金融商品を議論する。リスク評価結果と理財商品マネージャの提供

した意見を基づいて，顧客は金融商品を選択する。（一般的に，銀行内部にリスクを評

価するシステムがあり，一般的に，非常に低い，低い，中等，高，非常に高いというリ

スクレベルを示す。銀行内部では，1 から 6 のリスクレベルを星の数量で表示する。） 

リスクと収益の一般的な関係を図 4.1 に示す。金融商品によって，リスクと収益が異

なる。一般に，リスクが高い金融商品は，投資収益が高い可能性が大きい。すなわち，

リスクが低い商品より，投資が成功した場合，収益が高い。銀行側は，客観的な分析に

基づいて，投資に関する専門的な意見を述べ，顧客の要望と実情を考えて，できるだけ，

大きなリスクを回避し，大きな利益が得られるようなアドバイスを行う。理財商品は，

図 4.1 を示す第二層の有価証券を利用した金融商品である。他の金融商品より，収益性

とリスクが相対的に安定であると考えられている。 

 

図 4.1  金融商品の収益とリスクの関係分析 
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 STEP 3: 金融商品の細かな説明を行う 

理財商品マネージャは，金融商品の説明，特にリスクの部分に対する説明を行う義務

がある。CBRC( China Banking Regulatory Commission)のリスク説明規定によると，理財

商品の説明において，リスクに対する説明を必ず行うという規定がある。これは，投資

の危険性を明らかにする目的がある。次に，元本を保証するかどうかに関する契約内容

を確認し，契約が完了した後の手続きに関しても説明する。 

理財商品に関する説明は，理財商品の名称，コード，商品のリスク評価，商品の投資

期間，投資利益および商品の種類などが含まれる。日付，期日，支払期日，金額，金融

商品に関連する費用，所得の支払い頻度，開始購入流れ，計算方法，金融商品の契約期

終了の指示と更新（金融商品への投資期間を延長）などの内容が含まれている。 

 STEP 4: 理財産品（金融商品）を選択する。 

理財商品は，各銀行によってさまざまな商品がある。本研究では ICBC（中国工商銀

行）の 11 名の理財商品マネージャに対するインタビュー調査を行い，各理財商品の特

性を 3 種類に分類してまとめた。その結果を表 4.1 に示す。 

表 4.1 金融商品の比較分析 

 収益率 リスク 流動性 購入金額 信頼性 
追加サービス

料金 

A 

銀行預金金利

より高い，他

の理財商品よ

り低い。 

リスクの回避を

できる。初期投

資金額を確保で

きる。 

投資期間が長く，

資金の流動性がよ

くない。 

ある程度要求

がある。 

銀行，理財商

品などによっ

て違う。 

普通より手続

き料がある。 

B 

初期投資を確

保できる理財

商品より高

い。 

リスクが高い。 

初期投資金額を

確保できない。 

投資期間が短い，

資金の流動性が良

い。 

ある程度要求

がある。A,C

より少ない。 

銀行，理財商

品などによっ

て違う。 

普通より手続

き料がある。 

C 普通 

銀行契約範囲以

内ある程度でき

る。 

普通（途中で止め

る可能性がある） 

顧客の要望に

よって，違

う。A より少

ないけど，B 

より多い。 

銀行，理財商

品などによっ

て違う。 

普通 

 

 STEP 5: 理財商品を購入する 

銀行の理財商品のマネージャのサポートを受けて，購入手続きを完了する。 
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4.2.3 サービス属性ベクトルを適用した理財商品のサービスマッチング評価 

サービス価値は，提供されるサービスの内容が同じとしても，サービスを受ける人に

よって違う。だから，顧客は何をもとめているかという顧客ニーズを把握することがサ

ービス価値共創にとって非常に重要である。本研究において，銀行の理財商品マネージ

ャはサービス提供者として定義し，理財商品を購入する投資家を，サービスを受け者あ

るいはユーザ（顧客）として定義する。 

そして，3 章で導出した，2 つのサービス属性ベクトルの内積によるサービス価値評

価方法を利用して，個人銀行の理財産品におけるサービスマッチング度の評価を行う。

図 4.2 に示すように，理財商品のサービス価値を，理財商品のサービス属性ベクトルと

顧客の求めるサービス属性ベクトルの内積でサービス価値を計算する。 

 

図 4.2 金融サービスにおける価値評価 

サービス価値を 2 つのサービス属性ベクトルの内積で計算するという考え方に従え

ば，理財商品を対象にした金融サービスのサービスマッチング度の評価は以下のステッ

プにしたがって計算すればよいことになる。 

Step1: 理財商品のもつ金融商品ポテンシャルによりサービス属性ベクトル s を定義

する。 s:サービス属性ベクトル s =(s1, s2,  s3, ……, sn )の要素は，たとえば，収益，リ

スク，投資期間と流動性，購入金額と信頼度など，対象とする顧客が関心度を持ちそう

な項目を選択する。 

Step2: サービス属性ベクトル s の要素の値 s1, s2, s3, ………  snを銀行の理財商品マ

ネージャに対して調査し，それらの値を設定する。 
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Step3: 顧客である投資家に対するサービス属性ベクトル a に関して，Step1 で設定

した要素の値を設定する。たとえば，Web アンケート調査を行って，a1, a2, a3,……… an 

に関するデータを収集し，それに基づいて，顧客のサービス属性ベクトルを決定する。 

Step4: 2 つのサービス属性ベクトルの内積を計算することで，該当の顧客に対する

金融商品のサービス価値を評価し，各サービスの顧客に対するサービスマッチング度を

評価する。 

 

上記の金融理財商品のサービス価値評価の方法では，顧客は対象とする理財商品を想

定せずに，理財商品の魅力度を評価するパラメータの値のみを設定する。いったん，顧

客の魅力度に関するパラメータの値を入手できれば，銀行の理財商品マネージャの提案

する理財商品のサービス属性ベクトルを利用して，対象顧客に対する該当理財商品の理

財商品のサービス価値を評価し，理財商品のサービスマッチング度を評価できる。 

 

各処理ステップの具体的な内容を以下に示す。 

 

（1）Step1：サービス属性ベクトルのパラメータの決定 

理財商品の購買に影響を与える要素は，大きく 6 項目ある。収益率（Rate of return）

という要素は，理財商品を購買する最も基本的な動機であり，関心度が高い要素である。

リスク（Risk）という項目は，投資におけるリスクであり，顧客と銀行理財商品マネー

ジャが相談して有効的なリスク回避に合意する。リスクと収益はお互いに相反する関係

である。収益の高い理財商品を購入した場合，リスクが高くなる可能性がある。逆に，

収益の低い理財商品を購入した場合，リスクが低くなる可能性がある。近年，銀行の理

財商品に対するマーケティング方針として，元本を確保する理財商品の概念が提案され

た。その理財商品の特徴は，利益が増加する場合，これを顧客と銀行が共有する，損す

る場合，銀行側がこれを負担する。その代わり，銀行は，顧客が理財商品を購入する前

に，投資金額や投資期間などに，ある程度の条件を付ける。例えば，投資期間がほかの

理財商品より長い，あるいは初期投資の金額を一定以上にする，などである。ここで取

り上げる A 類理財商品にはこの特徴がある。 

流動性（Liquidity）という項目は，金融サービスの契約期間である。あるいは，顧客

が投資をする理財商品を購入して保有する期間である。顧客は理財商品を購入する時，

銀行と契約を行う。銀行は，金融サービスの提供者として，理財商品の種類によって，

契約時間を決めている。A 類と C 類理財商品では，銀行は顧客のリスクをある程度分担

するので，サービスを行う期間，すなわち，理財商品を顧客が保有する期間は銀行から

の条件という形で顧客に要求する。 

購入金額（The purchase of amount）という項目は，流動性の特徴と一致する。リスク

との関係があり，リスクの高い理財商品が購入される場合，購入金額も一定額を銀行か
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ら要求される。すなわち，リスクの高い理財商品なら，購入金額を高く，流動性に関し

ては長期間保有という条件が付けられる。 

銀行はサービス会社という役割であり，銀行理財商品のマネージャたちが銀行の利益

を代表し，サービスを提供する。信頼性（Reliability）という項目は，顧客が理財商品を

選択購入する時，銀行に対する信頼感があり，理財商品のブランドに対する信頼感があ

り，銀行理財商品マネージャに対する信頼感がある，という総合的な信頼感に対する評

価項目である。 

追加サービス料金（Additional charges）の項目は，銀行側が理財商品の購入金額によ

って要求するサービス料金である。理財商品の種類によって異なるが，インタビュー調

査によって，追加サービス料金の項目に対しては，ユーザの感度は高くないことが確認

された。 

これらの 6 つのパラメータをサービス属性ベクトルの要素として設定した。 

 

（2）Step2：提供側の理財商品のサービス属性ベクトルのパラメータの決定 

理財商品のサービス属性ベクトルの要素のパラメータ値は，理財商品を提供する銀行

が提案するサービス属性の値である。例えば，信頼性の項目では，銀行の財務管理能力

と信頼性のレベルを評価することによって，それらを決定すべきである。しかし，理財

商品のサービス属性ベクトルの値は，客観的な基準に基づいて決定するのは難しい。そ

こで，ここでは，簡単のために，銀行理財商品マネージャによるインタビューを実施し，

それに基づいて各項目のパラメータの評価を行った。 

具体的には，銀行理財商品を担当する銀行理財商品マネージャ 11 名を訪問し，面談

とアンケートを通して，サービス属性ベクトルに関して，s1：収益率，s 2：リスク，s 3：

流動性，s 4：購入金額，s 5：信頼性，s 6：追加サービス料金，の値を入手し，その平均

値を計算した。さらに，それぞれの理財商品の魅力度を統一して評価するために，サー

ビス属性ベクトルを正規化（ベクトルの絶対値を１と設定）して，パラメータの値を計

算した。そのパラメータの値の計算過程を付録 1 に示す。その結果を表 4.2 に示す。 

表 4.2 サービス提供者の属性ベクトル 

 S1: 

Rate of return 

S2: 

Risk 

S3: 

Liquidity 

S4: 

The purchase amount 

S5: 

Reliability 

S6: 

Additional charges 

A 0.1836 0.5938 0.4163 0.3551 0.5571 0.0612 

B 0.5095 0.1171 0.5329 0.4626 0.4744 0.0585 

C 0.4541 0.4354 0.4541 0.4852 0.3981 0.0622 
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（3）Step3：顧客サービス属性ベクトルのパラメータの決定 

Step3 では，顧客に対してアンケートを実施し，それに基づいて顧客のサービス属性

ベクトルの値を決定する。まず，アンケート調査対象を分析し，その後，アンケート調

査結果から，顧客のサービス属性ベクトルを決定した。 

 

 調査対象の特徴分析 

アンケートに答えた 69 人を分析すると，30 代〜40 代の 21 人，40 代〜50 代 23 人，

50 代〜60 代 19 人，60 代以上の約 2 人，20 代の 4 人で構成されていた。顧客は，年齢

に応じて異なった特性を持つ。したがって，顧客の要望は，年齢層，性別，毎月の収入

や家族の数によって，違う属性を持つ。 

アンケートの調査対象によって，年齢，性別，収入などグループを分けて分析すると，

以下の特徴が発見できた。 

 

【年齢】 

 

 

図 4.3 調査対象にとって年齢層分析 

年齢が 30 代から 60 代の人の中に，理財する意識が充実していて，理財の要望が強い

と判断した。特に 40 代から 50 代の顧客たちが理財や投資ということを考えている。就

職後，何年か経ち，30 代以下の顧客より経済的な収入があり，豊かなグループである。

しかし，40 代から 50 代の顧客は 50 代から 60 代の顧客を比べれば，家族を養う家計費

用と子ともの教育費用に使うお金が多いことが認識された。 
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【性別】  

調査によって，女性は銀行に赴いて理財商品を質問する人が男性より多い。理財商品

に対する注目度が男性より高いと認識した。web 調査と組み合わせて，69 人の中に，女

性が 45 人，男性が 24 人であった。理財商品の関心度と活用度に関して，女性が男性よ

り強い意識を示した。年齢とあわせて総合的に考えると，40 代から 50 代の女性たちは

潜在的な顧客であるいうことが，銀行や理財商品マネージャに対する有効な情報とな

る。 

 

図 4.4  調査対象によって性別分析 

【収入】 

月 2000yuan~4000yuan は中国の平均収入のレベルであって，この収入レベルの社会人

は理財商品を購入する要因は，大部分の人が理財商品によって収益を増やすと生活改善

するということであった。理財と投資の収益を得るという要望が，高収入層の人より強

いことが確認された。一部分の人は収益が大きな，資金流動性の高い理財商品を購入す

る要望がある。しかし，その伴ってリスクが高くなる可能性がある。一部分の人は，リ

スクを回避するために，長期投資として，元本を確保できるという種類の理財商品を選

択購入する。 
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図 4.5  調査対象によって収入分析 

【家族人数】  

中国の一人子政策によって，家族 3 人暮らしをしている例が一番多い。この家族の中

に，特に 30 代後半から 50 代までの調査対象には，子供の教育経費を貯めるために，リ

スクの低い，収益が高い理財商品を購入する人が多い。家族 2 人暮らしている収入の高

い例では，リスクの高い，収益が高い理財商品を購入するケースが多いと考えられてい

る。 

図 4.6 調査対象によって家族人数分析 
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【理財商品を購入する時に，一番気になることは何か？】 

違う家庭背景，社会背景と理財投資概念を持つ顧客では，理財商品に対する要望や目

的もそれぞれであり，サービス属性ベクトルの各要素に対する重視度も違う。しかし，

理財商品を購入する顧客たちの共通点は収益を重視することであった。理財商品を購入

する時に，銀行やマネージャに対する信頼感を持つことが重要で，信頼度の役割が理財

商品購入に影響があることが調査に通して確認された。 

図 4.7 調査対象によって関心度分析 

この図から見ると，信頼感という要因が理財商品を購入するとき，決定的な主導要因

であるかもしれないと考えられる。もちろん，顧客が理財商品を購入するときに，一番

重要な要因は収益である。しかし，理財商品の特徴が定期的な銀行貯金業務と比べれば，

購入するリスクが大きい。その時に，銀行の代理である理財商品マネージャに対する信

頼感，特に，投資，理財など，専門的な能力を顧客が認めることや，熱心な指導によっ

て生じる信頼感が，顧客が理財商品を購入するかどうかの鍵である。 

 

【購入した理財商品に対する満足かどうか？】 

調査対象分析によって，91%の顧客は自分が購入した理財商品を満足であった。それ

は，最初，理財商品を購入するとき賢明な選択したという意識にも関係があると思われ

る。そうした中で，銀行の理財商品のマネージャたちが果たすポジティブな役割にも関

係があると考えられている。このように，理財商品のマネージャと顧客との間のサービ

ス価値共創が重要であると思われるし，どのようにサービス価値を高めるかもこれから

の課題であると考えられている。 
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図 4.8 調査対象によって満足度分析 

以上，調査対象の顧客の特性をデータに基づいて分析した。これらの調査対象の顧客

の特徴は，以下のサービス属性ベクトルの評価分析にも，役に立つと思われる。 

 

 顧客サービス属性ベクトルの決定 

顧客サービス属性ベクトルの決定は，顧客に対する Web アンケートと現地アンケー

トを組み合わせて実施した。Step3 では，顧客のサービス属性ベクトルを決定するため

にアンケートを作り，69 人が回答した。顧客に関するサービスニーズ調査の内容とデ

ータは付録 2 に示される。 

レベル 1 からレベル 5 まで 5 段階で，以下のサービス属性ベクトルの 6 要素の重要度

に対して調査し，評価した。具体的には，ɑ1：収益率，ɑ2：リスク，ɑ3：流動性，ɑ4：購

入金額，ɑ5：信頼性，ɑ6：追加サービス料金，である。これらのアンケートは，顧客の

視点から，自分たちの求めるサービスに対する重要度を評価することである。また，「あ

なたは理財商品を購入するときに，最もケアする項目は何か？」などの自由回答質問も

ある。異なる理財商品を選ぶ時，顧客の好みについて調査した。これらの Web アンケ

ートによって， ɑ1から ɑ6のデータを収集した。そして，これらの収集されたデータに

基づいて，顧客の要望するサービス属性ベクトルを決定した。 

Web アンケート調査に従って，a1， a2， a3，……a6 に関するデータを収集し，それ

に基づいて，顧客の 69 個のサービス属性ベクトルを決定した。A グループ年齢別，B グ

ループ収入別のサービス属性ベクトルの平均値を正規し，表 4.3 と表 4.4 に示す。 
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表 4.3 年齢によって顧客のサービス属性ベクトル(A Group) 

Age 
a1 a2 a3 a4 a5 a6 

収益率  リスク 流動性 購入金額 信頼性 追加サービス料金 

20~30s 0.4015 0.4015 0.4015 0.3681 0.4684 0.4015 

30~40s 0.4285 0.4634 0.3737 0.3687 0.4086 0.3984 

40~50s 0.4407 0.4454 0.3798 0.3563 0.4501 0.3657 

50~60s 0.4209 0.433 0.3728 0.3668 0.457 0.3909 

 

表 4.4 収入によって顧客のサービス属性ベクトル(B Group) 

Income 

a1 a2 a3 a4 a5 a6 

収益率  リスク 流動性 購入金額 信頼性 追加サービス

料金 

0~2000yuan 0.4269 0.4514 0.3807 0.3644 0.4351 0.3834 

2000~4000yuan 0.4374 0.4374 0.3709 0.3599 0.4374 0.3986 

4000~6000yuan 0.4586 0.4586 0.4166 0.3333 0.4586 0.2916 

6000~8000yuan 0.372 0.4251 0.4251 0.4251 0.4251 0.372 

8000~10000yuan 0.4466 0.4466 0.2977 0.2977 0.5582 0.3349 

 

これらの数値は，アンケートから得られたサービス属性ベクトルのパラメータの値を

各年齢，収入層で平均化した後，正規化した値である。Ａグループは，対象者を各年齢

層で分類した。40～60 代は収益率，リスク，信頼性に対する要求度が高い。一方，サー

ビス追加料金項目に対する要求は高くない。一方，B グループは，A グループに比較す

ると，購入金額の要求度，特に，収入 6000～8000yuan において，要求度が高くなる。

分析したデータから見ると，リスクは 30～40 代，50~60 代は信頼度，20～30 代は信頼

性に対する要求がほかの項目より高い。収入別は 2000yuan 以下の人はリスクを一番重

視している。2000～4000yuan は収益率，リスクと信頼性の項目が高く，8000～10000yuan

は信頼感に対する関心度が強い。これらの結果から，リスクの回避と信頼性が収益より

重視されたということが認識された。 
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（4）Step4：理財商品のサービス価値評価 

Step2 で得られた理財商品(銀行理財商品マネージャ)のサービス属性ベクトルと Step3

で得られた A,B,C グループのサービス属性ベクトルの内積を計算すること(8)で，各理

財商品に対するそれぞれのグループの金融サービス価値を表 4.5 と表 4.6 に示す。 

 

SV = S ∙ a =s1∙ a1+s2∙ a2+•••+ s5∙ a5+ s6∙ a6    (8) 

 

表 4.5 は，表 4.2 と表 4.3 を各に対応して，計算すると，表示できる。表 4.6 は，表 4.2

と表 4.4 を各に対応して，計算する後正規化すると，表示できる。 

表 4.5 年齢によってサービス価値 

 

表 4.6 収入によってサービス価値 

SV 
0～2000 

yuan 

2000~4000 

yuan 

4000~6000 

yuan 

6000~8000 

yuan 

8000～10000 

yuan 

A 0.9002 0.8903 0.9216 0.9082 0.9083 

B 0.8706 0.8690 0.8982 0.8859 0.8606 

C 0.9371 0.9310 0.9595 0.9457 0.9199 

 

理財商品のサービス価値評価の結果によれば, 各年齢層の顧客，20 代から 60 代の顧

客が C 類理財商品のサービス価値の魅力度を感じられる。その顧客たちは，リスクの回

避と信頼性の強い要望を求めており，収益と投資金額の流動性もある程度重視する。こ

うしたニーズをみたす C 類理財商品，すなわち，リスクはある程度を回避できる，収益

度は中等，投資金額は多くない理財商品が推薦の対象となる。 

同様に，収入別では 0～10000yuan の顧客が C 類理財商品の魅力度を一番高く感じら

れている。その顧客たちは，収益，リスクの回避と信頼性の強い要望を求めており，こ

うしたニーズをみたすリスクは低い，収益度は中等，初期投資金額は A 類より多くな

い C 類理財商品が推薦対象である。 

SV 20~30s 30~40s 40~50s 50~60s 

A 0.8955 0.8923 0.9032 0.8984 

B 0.8815 0.8594 0.8788 0.8732 

C 0.9295 0.9324 0.9413 0.9332 
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以上の各年齢層別，各収入別のサービス属性ベクトル評価をまとめる。サービス属性

ベクトルの 6 つの要素である，収益率，リスク，流動性，購入金額，信頼性と追加サー

ビス料金，において中間的な特性を持つ C 類理財商品のサービス価値が一番高いと考

えられる。その理由は，C 類理財商品の各項目を見ると，収益は中間で，A 類より高い，

B 類より低い。リスクは B 類より低い。投資契約期間内に損をする場合に，ある程度の

元本が銀行との契約範囲以内で確保できる。流動性という項目に関しては，銀行側が顧

客の要望を応じて，ある程度の契約期間を設定しそれが終了すると，途中で契約を止め

る可能性も残される。同類の理財商品や他の金融商品を比較する，中間的な特徴があり，

これが顧客に選好される。 

C 類理財商品は，顧客のニーズや要望を応じて，変動する範囲が他の理財商品より広

いので，顧客ニーズに合わせやすく，他の金融商品と比較する時に優位になる原因にな

ると考えられている。 

以上のように，金融商品サービスにおいても，対象の顧客の特性を反映したサービス

価値の定量的な評価が可能になる。また，この評価においては，対象とする顧客は，具

体的な理財商品に関する情報を必要としない。提供されるサービスの属性とそれを求め

るユーザの要求との関係性でサービス価値を評価している。 

 

4.2.4 理財商品のサービスマッチングに関する考察 

理財商品サービスでは，顧客が求める様々なサービス要求特性に応じて，顧客がサー

ビスを提供する。サービス属性を，s1：収益率，s 2：リスク，s 3：流動性，s 4：購入金額，

s 5：信頼性，s 6：追加サービス料金とする。顧客の求めるサービス属性ベクトルの要素

と理財商品が提供するサービス属性ベクトルのうち，a1,a2,a4が一致したとしよう。しか

し，a3, a5に関して，双方に食い違いあったとする。この場合，サービスの内容と費用に

関して，双方が歩み寄ることができれば，最終的に，提供するサービスと顧客が求める

サービス属性が一致する。このように，サービスの方向性としては受け入れられるが，

サービス属性ベクトルの要素の中のいくつかで不一致がみられるときにその点を調整

して双方が納得のいくサービスを形成することが一般的に行われているが，そうした行

為を本提案の考え方から説明できる。 

ここで評価した理財商品のサービスマッチングの結果が妥当かどうかを，実際のビジ

ネスの状況を調べることにより確認した。このために，事後調査によって，2015 年 10

月から 2016 年 10 月の一年間の中国工商銀行の理財商品の販売する状況に対して，100

名の顧客販売データをランダム抽出した。詳細データに関しては，付録 3 に示す。付録

3 のデータをまとめると表 4.7 のようになる。 
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表 4.7 理财商品の販売状況 

年齢 資産 A 類理財商品購買金額 B 類理財商品購買金額 C 類理財商品購買金額 

20～30 25.0000 0 0 11.5000 

30～40 45.9286 7.9786 0 21.9071 

40～50 88.0278 22.2764 0.1181 45.7500 

50～60 91.4324 14.4676 0.7459 48.3973 

60～70 65.0000 10.7778 0 30.8333 

 

収入 資産 A 類理財商品購買金額 B 類理財商品購買金額 C 類理財商品購買金額 

10 万以下 14.3333 1.0000 0.2667 8.5667 

10～20 43.2623 5.3229 0 21.7869 

20～30 106.3043 21.1848 0.9674 54.5869 

30～40 170.0000 37.0000 2.0000 109.5000 

50～100 460.0000 84.1429 0 150.4286 

 

表 4.7 に示す 2016 年度の個人理财商品の購買状況から見ると，C 類理財商品の購買

金額が個人総資産の購買率が高いと認識された。C 類理財商品購買金額比率が個人総資

産の 50%以上を占めるケースが多い。一種類の理財商品を選考するとしたら，C 類理商

品を選考する顧客が多い。実際の銀行の販売状況からみると，ここで評価したサービス

マッチングの結果と一致する。すなわち，サービスマッチング評価では，C 類の選考し

た顧客人数と金額が同類商品より多いという結果が得られた。サービス価値をサービス

属性ベクトルで計算し，サービスマッチングを評価する結果と実際のビジネスの結果が

一致にしており，提案したサービスマッチング方法が有効であると検証できた。 
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4.3 観光サービスのサービスマッチングへの応用 

4.3.1 背景と問題意識 

2015 年 3 月に北陸新幹線が開業され，金沢および周辺地域にとって，首都圏からの

観光客の増加が期待できる。首都圏から 2.5 時間以内の観光地として，京都，仙台があ

る。いずれの都市も歴史文化の町として，訪れる観光客も多い。一方，金沢は加賀 100

万石の歴史文化の町として知られており，周辺には，辰口温泉，九谷焼，白山神社，古

墳群，いしかわ動物園，里山などの観光資源がある。金沢を広域で考えると，能登の自

然，有名な温泉旅館の加賀屋のある和倉温泉，あるいは，加賀温泉など，歴史文化では

ない観光資源に恵まれている。こうした観光資源を持つ金沢が，種々の観光客層に対し

て，他の同じような観光地と比較してどの程度のサービス価値を提供できるのかを計算

し，観光サービスにおけるサービスマッチング度を評価する。 

 

4.3.2 観光地と観光客に対するサービス価値評価とサービスマッチング 

3 章で導出した，2 つのサービス属性ベクトルの内積によるサービス価値の計算方法

を利用して，観光におけるサービス価値評価を行う。図 4.9 に示すように，観光サー

ビス価値提案のサービス属性ベクトルと観光客の求めるサービス属性ベクトルの内積

でサービス価値を計算する。

 

図 4.9  観光における価値共創 
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ここで，サービス提供者は，観光地であり，サービス属性ベクトルは，観光地のもつ

観光ポテンシャルとする。たとえば，歴史文化，癒し（温泉），食・グルメ，自然（海，

山，里山），若者のモダン文化，テーマパーク，などの魅力ある観光資源で，これらが

提供者によるサービス価値提案(Value Proposition)として，サービス属性パラメータの値

を決める。一方，顧客のサービス属性ベクトルは，観光地が提供するサービス属性ベク

トルに対応して，属性ベクトルの要素に対しての要求度合いをパラメータの値とする。 

サービス価値を 2 つのサービス属性ベクトルの内積で計算するという考え方に従え

ば，観光地のサービス価値評価は以下のステップにしたがって計算すればよいことにな

る。 

Step1: 観光地のもつ観光ポテンシャルによりサービス属性ベクトル s を定義する。 

s:サービス属性ベクトル s =(s1, s2,  s3, ……, sn )の要素は，たとえば，歴史・文化，食事，

いやし，自然，若者文化，学都，など，対象とする観光客が興味を持ちそうなものを選

択する。 

Step2: サービス属性ベクトルの要素の値 s1, s2, s3, ………  sn を評価対象の観光地に

対して設定する。 

Step3: 観光客に対するサービス属性ベクトルに関して，Step1 で設定した要素の値

を設定する。たとえば，Web アンケート調査を行って，a1, a2,  a3,  ………   an に関するデー

タを収集し，それに基づいて，観光客のサービス属性ベクトル を決定する。 

Step4: 2 つのサービス属性ベクトルの内積を計算することで，該当の観光客に対す

る観光地のサービス価値を評価する。 

 

上記の観光のサービス価値評価の方法は，従来の観光地の魅力度評価とは，利用する

情報や方法が異なる。従来の多くの方法（大井,2013）（室谷,1998）は，魅力度を評価す

るパラメータを設定し，対象の観光地に対して評価するパラメータの値をアンケートで

取得し，これをサービス価値評価モデルで，観光地の総合魅力度を算出する。これは，

一般的な従来型のサービス価値評価の方法である。一方，提案手法は，観光客は対象と

する観光地を想定せずに，魅力度を評価するパラメータの値のみを取得する。いったん，

観光客の魅力度に関するパラメータの値を入手できれば，観光地の価値提案のサービス

属性ベクトルを利用して，対象観光客に対する該当観光地のサービス価値を評価でき

る。 

以下に，上記の処理ステップの具体的な内容に関して述べる。 

 

（1）Step1：サービス属性ベクトルのパラメータの決定  

本研究では，京都，仙台，金沢という 3 つの都市を比較するということで，大井(2013)

や小長谷ら(2011)の研究をはじめとする文献の多くで使われている，自然，歴史・文化，

食事・グルメ，癒し（含む温泉，静かさ）の 4 つに加え，いずれの都市も大学町で若者
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に人気があるだろうという仮定で，若者文化を入れ，都市の観光のしやすさを考慮して

交通の便を入れた，6 つのパラメータで魅力度を評価することにした。すなわち，各都

市の持つ観光のポテンシャルを表すサービス属性ベクトルを，s1：いやし（温泉），s2：

歴史，文化，街並み，s3：食，グルメ， s4：自然，s5：モダン，若者文化，s6：交通の便

の 6 つの要素で構成することにした。 

 

（2）Step2：観光地のサービス属性ベクトルのパラメータの決定 

観光地のサービス価値提案であるサービス属性ベクトルの値は，観光サービスの質に

関する絶対的な定義がないので，客観的な基準に基づいて決定するのは難しい課題であ

る。そこで，ここでは，簡単のために以下のような方法で，各観光地のパラメータの評

価を行った。 

 

【文献や Web による事前調査】 

まず，各都市のツアーガイド等雑誌を購入し，歴史文化について，あるレベル以上の

史跡，神社仏閣の数などを調べた。伝統工芸に関しては，Web により全国的に著名な伝

統工芸品の種類や出荷量を調べた。食，グルメに関しては，Web により 3 つの都市の日

本酒の評価，各都市の食，グルメのポテンシャルの情報収集を行った。 

① 歴史，文化，街並み 

京都：日本の古都であり，平安時代から現在までの史跡，街並みが，京都全体に点在

する．東山（清水寺，三十三間堂，円山公園，永観堂，知恩院，銀閣寺など），嵐山（渡

月橋，嵯峨野，大覚寺，念仏寺ほか），竜安寺，金閣寺，大原三千院，貴船，比叡山，祇

園など町全体が歴史文化であふれている。 

仙台：伊達 60 万石に関連する歴史資源（仙台城，松島周辺など）があるが，その数

や規模で京都，金沢に比較すると劣る。しかし，博物館では仙台周辺の国分寺を含めた

広域で仙台をＰＲしている。 

金沢：加賀 100 万石に関連して，金沢城，兼六園，昔を残す東の茶屋街など，京都に

比較して同レベルの質を持つ資源もあるが，その数や規模は比較にならない。広域金沢

で歴史を捉えると，能美市の遺跡群，白山市の白山神社，一向一揆など，江戸時代前か

らの歴史も PR できる。 

 

② 伝統工芸 

京都：西陣織，清水焼，京人形他 

仙台：こけし 

金沢：加賀友禅，金泊，九谷焼（能美市，加賀市） 
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③ グルメ，酒 

京都：京料理，懐石料理（食材よりは和食の形式） 

   伏見の日本酒（月桂冠他）：出荷量は多いが， 

高級日本酒としての WEB での評価はよくない。 

仙台：東北の新鮮な海産物，牛タン 

   東北の日本酒（浦霞，一の蔵ほか） 

金沢：加賀料理（日本海の魚，加賀野菜），水，コメ天狗舞，菊姫，手取川（白 

山市など金沢周辺）出荷量は京都に及ばないが，WEB での評価は高い。 

 

④ いやし（温泉） 

京都：鞍馬温泉などあるが，全国的にみて京都と温泉は結び付かない。 

仙台：周辺に秋保温泉，松島温泉，などがあり，仙台観光の一部として，交通手段も

整っている。 

金沢：金沢周辺には，湯涌温泉，辰口温泉があるが，むしろ，少し距離はあるが，加

賀温泉，和倉温泉が有名である。ただし，交通手段が十分ではなく，仙台市におけるい

やしとしての温泉という一体感はない。 

 

⑤ 自然 （海，山，川，里山） 

京都：京都は周辺が山，町中を加茂川や桂川が流れている。街並みと一体化した自然

であり，手つかずの海，山，川といった観光資源ではない。 

仙台：日本三景の松島は有名。東北の山，三陸海岸などは，仙台とは距離がある。 

金沢：白山，手取川（川釣り），周辺の里山，など金沢市内から少し足を延ばせば，

首都圏の人が欲するであろう自然があちこちに点在するが，金沢と連携した観光資源化

がなされていない。 

 

⑥ モダン文化，若者文化 

京都：京都大学，同志社大学を中心に昔から学生の町と言われ，古い伝統と同時に若

い人たちが町の活性化に寄与し，それが魅力を高めている。 

仙台：京都同様に，青葉山に東北大学が位置し，仙台の街の活性化に貢献している。 

金沢：人口あたりの大学生数は多いが，金沢大学，JAIST などの有力大学の立地が，

金沢市中心から離れた山側にあり，京都，仙台に比較すると，町の活性度への学生の貢

献は低い。 

 

【評価者３名による現地調査と観光地の評価】 

また，各要素に関しては，交通や町の様子，自然，歴史文化などを実体験して評価す

る必要があると考え，本研究を実施した 3 名（教員 1，学生 2）が，該当都市を 2013 年
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8 月に 2 泊 3 日で主要観光スポットを訪問し，パラメータの項目を，0 から 10 までのレ

ベルで評価した。特に，交通，町のモダンさや若者文化については，実体験による評価

である。こうした情報や体験に基づき，この研究に関与した 3 名の関与者の議論によっ

て，3 つの都市の要素を以下のように決定した。 

 

S =（s1, s2, s3, ……, s6 ） 

京都 = （0, 10, 5, 6, 10,10） 

仙台 = （6, 2, 7, 7, 5,6） 

金沢 = （9, 4, 9, 9, 2,3） 

 

ここで，京都のサービス属性ベクトルの絶対値は，19.00, 金沢の絶対値は，16.49, 仙

台の絶対値は，14.11 であり，各観光地の総合的な魅力度に対応する。本研究における

観光地のサービス属性ベクトルの値の決定は，このように主観的なものとなっている。

この部分をどう精度よく決定するかに関しては，今後の課題である。 

 

（3）Step3：観光客のサービス属性ベクトルの決定    

観光客のサービス属性ベクトルの決定に関しては，各客層に対する Web アンケート

を実施した。ここでは，調査対象を，東京在住の A グループ：JAIST 東京の学生（社会

人学生）と企業研究所従業員（30 代は 31 名，40 代は 38 名，50 代以上は 11 名, 合計 80

名）,  石川在住の B グループ：JAIST 石川の学生（20 代は 81 名，30 代は 4 名，40 代

は 5 名，50 代以上は 2 名, 合計 92 名）で，総数は 172 人である。 

アンケートの質問は，サービス属性ベクトルのパラメータ a1～a6を，1，2，3，4 段階

で評価するものである。a1はいやし（温泉等），a2は歴史・文化，a3はグルメ（食事），

a4 は自然（海，山），a5 は若者文化を設定した。これらは，対象者のサービス属性ベク

トルのパラメータを評価するもので，該当の都市に関する評価ではない。また，これと

同時に「京都，仙台，金沢，どこを一番訪れたいか？」を最後の質問として設定した。

ただし，都市の選好の調査では，石川の学生は留学生が多いことから，京都や仙台を知

らない学生も多く，この設問に答えにくいことも考慮して，必須の回答項目とはしなか

った。都市の選好調査で得られた回答数は A グループ（東京在住）が 80 人中 71 人，B

グループ（石川学生）が 92 名中, 65 名で，合計 136 名からの回答があった。 

Web アンケート調査を行って，a1， a2， a3，……a6に関するデータを収集し，それに

基づいて，観光客の 172 個のサービス属性ベクトルを決定した。A グループ，B グルー

プの年齢別のサービス属性ベクトルの平均値を，表 4.8, 表 4.9 に示す。 
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表 4.8  A グループのサービス属性ベクトルの平均値 

 a1 a2 a3 a4 a5 a6 

Healing 

(Onsen) 

History 

Culture 

Gourmet Nature Youth 

Culture 

Transportation 

30s 3.42 3.13 3.48 2.74 1.32 2.94 

40s 3.45 3.00 3.45 3.04 1.29 3.05 

50s~60s 3.55 3.36 3.27 2.73 1.45 2.55 

表 4.9  B グループのサービス属性ベクトルの平均値 

 a1 a2 a3 a4 a5 a6 

Healing 

(Onsen) 

History 

Culture 

Gourmet Nature Youth 

Culture 

Transportation 

20s 2.94 2.86 3.16 2.68 2.02 3.06 

30s 3.50 3.25 2.75 2.50 1.75 3.25 

40s 2.60 2.60 2.40 3.00 1.60 2.80 

50s~60s 3.50 3.00 2.50 2.50 1.50 2.50 

 

これらの数値は，アンケートで得られたサービス属性ベクトルのパラメータの値を各

年齢層で平均化したものである。Ａグループは，対象者が東京の企業に在籍し，各年齢

層で，いやし，グルメ，歴史・文化に対する要求度が高い。一方，若者の文化に対する

要求は高くない。一方，B グループは，Ａグループに比較すると，学生で若い人が多く，

いやしやグルメに対する要求度は，Ａグループに比較して低く，若者の文化や交通の利

便性に関するニーズが高い。それぞれのグループで観光サービスに対する要求度に大き

な違いがみられた。 

 

（4）Step4：観光地のサービス価値評価 

Step2 で得られた観光地（京都，仙台，金沢）のサービス属性ベクトルと Step3 で得ら

れたＡグループおよびＢグループの観光客のサービス属性ベクトルの内積を計算する

ことで，各観光地に対するそれぞれのグループの観光サービス価値を表 4.10 と表 4.11

に示す。 
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表 4.10 A グループの観光地のサービス価値 

 30s 40s 50s 

Kyoto 107.74 108.89 106.36 

Sendai 94.58 96.85 92.54 

Kanazawa 110.77 113.14 109.91 

表 4.11 B グループの観光地のサービス価値 

 20s 30s 40s 50s-60s 

Kyoto 111.38 111.25 100.00 97.50 

Sendai 92.73 92.50 83.40 84.50 

Kanazawa 103.69 105.00 94.00 99.00 

 

観光サービスのサービスマッチングという視点では，得られた結果に対して，以下の

ような考察ができる。表 4.10 と表 4.11 は，観光客のグループ特性に対応した観光地の

持つサービス価値を示している。東京で企業に所属する 30 代以上の観光客は，癒しや

グルメ，歴史文化を求めており，こうしたニーズをみたす金沢の観光資源が高いサービ

ス価値を示している。これは，提供されるサービス属性ベクトルの絶対値が，金沢より

京都のほうが大きいにも関わらず，A グループは，金沢のほうが，サービス価値が高い

という結果からもうなずける。一方，若者文化や交通の利便性を求める石川の学生は，

歴史文化とともに，都市自体が学生の町としての活気を持つ京都のサービス価値が高く

なる。このように，対象の顧客の特性を反映したサービス価値の定量的な評価が可能に

なる。また，この評価においては，対象とする観光客は，具体的な都市に関する情報を

必要としない。提供されるサービスの属性とそれを求める観光客の要求との関係性でサ

ービス価値を評価している。これらのサービス価値評価の結果から，どの顧客層がどの

観光地に対して高い価値をもつかのサービスマッチング度を評価できる。 

観光都市の魅力度評価に関する評価例（日経グローカル,2004）では，1 位京都（総合

魅力度 8.0），6 位金沢（総合魅力度 7.6），25 位仙台（総合魅力度 6.7）という結果も報

告されているが，各顧客層の持つサービス属性に対する評価は行われていない。 
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4.3.3 各都市のサービス価値の大きさと選好された都市の関係性の考察 

ここでは，観光サービス価値の大きさとユーザが選好した都市との関係性に関して考

察する。このアンケートでは，ユーザのサービス属性ベクトルの情報と同時に，ユーザ

がどの都市を選好するかの調査も行った。アンケートの質問において，「京都，仙台，

金沢の都市の中で，一番気に入った都市がどこですか？」によって，選好された都市の

情報を得た。ただし，得られた回答は，A グループ（東京在住）が 80 人中 71 人，B グ

ループ（石川学生）が 92 名中,65 名である。ここでは，グループ A の回答と計算された

サービス価値の関係を例にとって，東京から見た観光地の評価の議論を行う。 

A グループでは，71 名中，京都を選好した人が 54 名，金沢を選好した人が 12 名，仙

台を選好した人が 5 名であった。このうち，選好された数の多い京都と，本提案のサー

ビス評価による計算で評価の高い金沢を，仙台を選好した 5 名を除き，66 名のデータ

で比較したのが，表 4.12 である。表 4.12 では，表において，横の項目は選好された都

市を示す。また，縦の項目は，内積によって計算されたサービス価値が最大となった都

市を示す。この表から，観光客は自分が選好する都市と自分のサービス属性ベクトルに

基づいて計算した観光サービス価値の一番高い都市との一致度を分析し，潜在的に持っ

ている観光へのニーズと選好が一致するかどうかを調べることができる。 

表 4.12 京都と金沢の比較 

Age  Kyoto Kanazawa 

30s 
Kyoto 10 1 

Kanazawa 8 5 

40s 
Kyoto 11 1 

Kanazawa 17 4 

50s-60s 
Kyoto 3 0 

Kanazawa 5 1 

 

ここで，選好一致率（選好した都市とサービス価値の高い都市が一致）は京都 24/54

（44.44%），金沢 10/12 (83.33%)全体 34/66（51.51%）であった。表 4.5 から見ると，例え

ば，京都を選好する 30 代の 18 人の中で，実際，京都のサービス価値が一番高いのは 10

人（55.55％）を占めている。金沢は 8 人（44.44％）を占めている。反対側に，金沢を

選好する 30 代の 6 人の中で，実際，京都のサービス価値が一番高いは 1 人（16.67％）

である。金沢は 5 人（83.33％）を占めている。 

対象の母数は少ないが，以上のアンケート分析結果からみると，都市の持つ印象で金

沢を選好する人は京都より少ない。しかし，観光客のニーズに基づきサービス観光価値
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を評価し比較すると，京都を選好した観光客でも，金沢のサービス観光価値が高いケー

スが多くある。これは，対象の顧客層で，いやしやグルメ，歴史文化に対する要求が高

いためである。こうした点に着目して，首都圏の顧客に対して金沢の魅力を宣伝するこ

とが必要である。特に，2015 年に北陸新幹線が開業し，このような傾向を考慮すれば，

金沢および周辺地域にとって，いやしやグルメを求める首都圏からの観光客の増加が期

待され，事実，多くの観光客が金沢に訪れている。 

また，観光地と観光客のサービス価値共創という点に関して，以下のような考察がで

きる。観光サービスでは，顧客が求める様々なサービス要求特性に応じて，旅行業者が

サービスを提供する。例として，サービス属性を，古都（歴史文化）a1，いやし（温泉）

a2，グルメ（食事，酒）a3，モダン文化 a4，旅行費用 a5としよう。顧客の求めるサービ

ス属性ベクトルの要素と旅行業者が提供する属性ベクトルのうち，a1,a2,a4 が一致した

としよう。しかし，a3, a5に関して，双方に食い違いあったとする。この場合，食事の内

容と旅行費用に関して，双方が歩み寄ることができれば，最終的に，提供するサービス

と顧客が求めるサービス属性が一致する。 

このように，サービスの方向性としては受け入れられるが，サービス属性ベクトルの

要素の中のいくつかで不一致がみられるときにその点を調整して双方が納得のいくサ

ービスを形成することが一般的に行われているが，そうした行為を本提案の考え方から

説明できる。 
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第 5 章 生産装備サービスによる提案した共創

プロセス方法の評価 

5.1 はじめに 

本章では，第 3 章で提案した 2 つの方法のうち，サービス価値を評価する共創プロセ

スの有効性を事例研究によって評価する。対象事例は，第 2 章の先行研究レビューでも

取り上げた省エネサービスビジネス，創エネサービスビジネスを対象にした。これらの

サービスビジネスは，省エネや創エネを必要とする顧客の状況によって提供するサービ

スの有効性が異なるので，顧客のニーズとサービス提供側のシーズをうまく統合するた

めの共創プロセスが必要になる。 

こうした共創プロセスに着目して，これをサービスビジネス化しようと薮谷隆氏が

「共創ジャパン」を創立し，生産装備サービスに関する多くのビジネス事例を扱ってい

る。本研究では，薮谷氏とのインタビューによって，彼の経験から生産装備サービスに

関する種々の情報とデータを入手した。そして，入手した既存のビジネスのデータを，

提案したモデルに当てはめることで有効性を確認した。 

実際のビジネスでは，共創に至らないものや共創を成功させるためにどの部分を重点

的に検討すべきかなど，いろいろな点が，共創を行う人の勘と経験に任されている。本

研究で提案した共創プロセスの方法に従えば，共創を行うべきでない対象を明確にでき

るとともに，共創を成功させるために何を重点的に検討すべきかを明確に示すことがで

きる。 

本章では，まず，生産装備サービスの概念を示し，共創の必要性と課題について述べ

る。次に，具体的な事例データを提案モデルに当てはめることによって，提案モデルが

共創における課題を解決できることを示す。生産装備サービス事例を選択する理由は，

実際の B to B ビジネスの事例の中で，共創による合意形成が行われ，具体的なデータも

活用できる事例であり，提案した方法の有効性を検証できると考えたからである。 

本章では，生産装備サービスの事例を用いて，共創活動の可否をどのように明確化し，

必要な検討対象をどのように明らかにするか？双方が一致できるサービスを見出すこ

とか可能がどうか？提供者と利用者の提供するサービスに関する合意形成をサービス

属性ベクトルの内積を最大化することで達成できるか？，に関する検討を行う。 
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5.2 事例研究の対象とする生産装備サービス 

5.2.1 生産装備サービスの概念 

「生産装備サービス」とは，顧客が必要な生産設備を導入する場合，生産設備と同時

にそれに付随するサービスを同時に提供するものとして，従来の生産設備への投資，リ

ース，レンタルに次ぐ新たな手段として登場した。たとえば，インバータを利用した省

エネサービスやタービンを利用した創エネサービス等がある。生産装備サービスは，2

種類のサービスが含まれており，機材利用サービス（A）とそれに付随するソフトサー

ビス（B）である。インバータによる省エネサービスでは，インバータを利用する機材

利用サービス，それを利用した省エネ，CO2削減，監視サービス等がソフトサービスと

みなされる。そして，利用者の総合価値は，機材利用サービス（A）とソフトサービス

（B）の総合で評価できる。 

生産装備サービスは，導入する機材とそれが生み出す価値によって，機器導入時の意

思決定要因の重要度が異なる。インバータを導入する省エネ生産装備サービスでは，省

エネによる利益創造が主な目的であり，利益の大きさとそれに伴うリスク対応が意思決

定における大きな要素である。トランスを導入する省エネ生産装備サービスでは，利益

は小さいがリスクも小さいので，オフバランスや初期投資なしへのニーズ，ソフトサー

ビスによる価値が大きな意思決定要因である。タービンを導入する創エネ生産装備サー

ビスでは，機器の価格が大きいので金利を含めた総合的な利益が意思決定要因となる。

こうした点を考慮して，共創プロセスを進める必要がある。 

 

図 5.1 生産設備サービスの流れ 
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サービス会社はサービス提供者として，事業主体である顧客に生産設備に関する装備

とサービス提供する，顧客は，生産設備導入の意思決定をするにあたって，従来の投資，

リース，レンタルに次ぐ新たな手段としての「生産装備サービス」を定義する。生産装

備サービスとは，機材利用サービスとソフトサービの 2 つのサービスので，構成され，

お互いに価値を共創する。 

顧客の総合価値は，機材利用サービス（A）＋ソフトサービス（B）で構成される。機

材利用サービス（A）は，初期投資，金利，そのほかで，ある程度，数値的に決まる。

ソフトサービス（B）は，顧客や対象の生産装備サービスによって，重要性が異なる。

2つのサービスを合わせたトータルの価値を，顧客と共通認識を持つことが重要である。

顧客は，これら 2 つのサービスのトータルで発注を決めているはずである。 

このような生産装備サービスの特性を考えると，機材利用サービス（A）が顧客にと

って価値があるかどうかは，初期投資の有無，金利，オフバランスに対する必要性，等

によって決まる。ソフトサービス（B）は，省エネ，CO2 削減の必要性，モニタリング

による稼働状況の見える化など，企業それぞれのニーズに基づいて決まる。サービス提

供者が提供するサービスと顧客の要求するサービスニーズを合致させるべく，サービス

導入時に双方が一致できるサービス仕様を共創する。 

生産装備サービスは，導入する機材とそれが生み出す価値によって，機器導入時の意

思決定要因の重要度が異なる。意思決定要因の一つは機材利用サービスに関するもの

で，製品ハードウェアに関するもの，もう一つはソフトサービス（新たな価値創出）に

関するもので，従来の売買モデルでは，創出しにくい価値部分を顧客と共創することに

より，顧客とサービス提供者が創出した利益を享受できる。本章では，以下 3 例を対象

とする。例 1 は，インバータによる省エネルギーの生産装備サービス，例 2 は，タービ

ンによる創エネルギーの生産装備サービス，例 3 は電力監視装置による省エネルギー見

える化設備サービスという事例を通して，分析する。 

表 5.1 生産装備サービスによる 3 つの事例分析 

サービス名 サービス（価値） 

内容 

主利用機材 新たな価値部分 

（利用機材 or ソフト） 

A 省エネ＆省エネ見える化 インバータ 
省エネ見える化特許 

（電力監視装置＆専用ｿﾌﾄ） 

B 
創エネ，創エネ利益 

見える化＆ｼｴｱﾘﾝｸﾞ 
タービン発電機 

創エネ利益ｼｴｱﾘﾝｸﾞ化特許 

（状態監視・予知保全ｿﾌﾄ） 

C 省エネ＆省エネ見える化 トランス 
省エネ見える化特許 

（電力監視装置＆専用ｿﾌﾄ） 
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この生産装備サービスの代表例が，インバータ，タービン，トランスである。本章で

はこの三つの事例を応用して，その検討過程で得られたいくつかの知見を紹介し，新た

な生産装備サービスとして価値共創する可能性に対する考察を加える。 

5.2.2 生産装備サービスの具体事例 

（1）インバータによる省エネサービス 

省エネサービスとは，顧客さまの省エネルギー化に必要なサービスを引き受けて，コ

ストを削減し，環境を守ることにも貢献できるサービスである。この例では，インバー

タという既存技術を使った高圧モータの省エネを，顧客のイニシャルコストを不要で実

現する。得られた省エネルギーを原資として，インバータ等の省エネ設備の初期投資費

用，メンテナンスや省エネ効果を計測するサービス費用，顧客の受け取る利益として分

配する。初期投資費用に関してはファイナンス会社が融資する。そして，省エネによっ

て，得られた利益から初期投資費用とそれにかかる金利を返済していく。 

図 5.2 インバータによるによる省エネサービスビジネススキーム 

多エネルギー消費型セクタに共通していえることは，その生産においてファンやポン

プなどを駆動するモータが多く利用されていることである。そして，モータのインバー

タ化による省エネはよく知られている。図 5.3 に示すように，インバータ適用前の消費

電力曲線 a に比べ，インバータを導入した消費電力曲線 b では，モータ回転数が少ない

場合，消費電力がべき級数的に減少する。そこで，モータ回転速度に対応した消費電力

b を時々刻々計測し，事前にモデル式で与えるインバータ適用前の電力曲線から a を求

め，省エネルギー量：c = a – b を計測し，これを積分することでトータルの省エネルギ
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ー量を算出できる。インバータ適用前の消費電力曲線 a のモデル化は，サービス事業者

が実施する事前の省エネ診断をもとに，顧客企業との合意のもとでモデルを設定する。 

 

 

図 5.3 インバータを使用するエネルギーの節約と原理(小坂,2009) 

 

 

図 5.4 省エネ効果と利益シェア(小坂,2009) 
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図 5.5 省エネサービス事業の構造(小坂,2009) 

また，この省エネルギーサービスビジネスは，CO2削減サービスにも拡張できる。温

暖化防止や気候安定化のために，温室効果ガス(GHG: Greenhouse Gas) 排出を大幅に削

減した“低炭素社会”の実現が望まれている社会的な要請からは，CO2排出量削減をで

きるだけ進めることが必要で，このためには，省エネルギーや CO2排出量削減すること

が重要である。このために，顧客，サービス事業者ともにメリットがある新たなビジネ

スモデルが必要であった。すなわち，これまでの投資回収の基準では，投資対象となら

ないようなインバータを対象とする図 5.4 のようなビジネスモデルである。 

ここでの基本的な考え方は，損失がでないのであれば，何もしないよりは，省エネル

ギーや CO2 排出量削減に貢献したほうがよいという立場である。本サービス事業の最

大の特徴は，インバータ導入の初期投資をファイナンス会社が受け持つことで，顧客企

業には初期投資がいらない点である。また，一定の省エネ額が得られると，初期投資費

用やサービス料を差し引いて利益が生じる点である。CO2排出量削減への投資と考える

と，一般の生産設備投資に比較して回収期間が長くても顧客として損失がないのであれ

ば，何もしないよりはサービスを導入したほうが CO2 排出量削減の機会を失わない点

で良いといえる。そこで，生産設備への投資の考え方を，省エネルギー・CO2排出量削

減の機会を捉える投資という考え方に変更できる。 
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一般に ESCO 事業を含むエネルギーサービス事業では，上述の原理で得られた省エネ

ルギーによる原資を，想定回収年数分だけ合計する。これを総原資として，インバータ

等の省エネ設備の初期投資費用，メンテナンスや省エネ効果を計測する運用サービス費

用，顧客の受け取る利益として分配する。初期投資費用に関してはファイナンス会社が

融資をし，省エネによって得られた利益から初期投資費用とそれにかかる金利を返済し

ていく。 

図 5.6 ESCO ビジネスモデル(小坂,2009) 

具体的には，図 5.5 と図 5.6 のようなビジネスモデルに従って，サービス事業を展開

する。インバータ導入とともに省エネ計測ツールを設置し，月々の省エネルギー額（省

エネルギー量＊電力単価）を算出し，この情報を共有して，顧客がサービス事業者に初

期のサービス契約に基づいて，サービス料や初期投資費用とその金利を支払う形をとっ

ている。このビジネスモデルに基づくサービスは，すでに，サービスとして実用化され

ている。ビジネスの基本スキームはサービス会社が顧客の工場に対して省エネのサービ

スを提供する。顧客に機器を購入いただくのではなく（無償），インバータ導入により

発生した効果（省エネ）の一部をサービス使用料として返還いただくサービスである。

一言で言えば，配置省エネ業である。 

 (2) タービンによる創エネサービス 

創エネサービスとは，エネルギーを生産すること。エネルギー消費において消費量を

節約するだけでなく，むしろエネルギーを作り出そうとする考え方である。タービンに

よる創エネサービスでは，インバータを利用した省エネルギーサービスに比較して初期

投資額が大きい。このため，生産設備を初期投資なしで導入するメリットがあるかどう

かが，共創が可能かどうかのポイントになる。 
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つまり，顧客が資金調達する場合に比較して，どの程度のビジネス上の効果が見込め

るかである。機器導入によってどの程度の創エネ利益が得られるかは，非常に重要であ

る。操業実績等のデータから機器導入後の利益を予測し，リース代，サービス代を支払

い後，利益を得られることが重要である。 

図 5.7 タービンによる創エネサービスビジネススキーム 

タービンによる創エネサービスビジネスの基本スキームを，図 5.7 に示す。創エネ共

創サービスでは，顧客とサービス会社が選定したタービンおよび発電機などの主要機材

に加え，状態監視システム＋メンテ＋撤去・下取りのサービスを総合的に提供する。こ

のサービスの特徴は，以下のように，まとめられる。 

(a) タービン＆発電機，周辺機器，電気集塵機など機材のイニシャルコストが不要で

ある。 

(b) 共同特許による状態監視・予知保全システムサービスを活用して，更なる創エネ

創出を期待できる。 

(c) サービスは，原則 10 年は解約不可とする。ただし，買取りオプション有り，か

つ５年サービス継続も可能とし，最大１５年のサービス期間とする。 

(d) メンテナンスを含んだサービスとし，サービスの全体をプライシングに反映して

いる。 

(e) 顧客直営手配分＆既設撤去下取りをも含めたトータルサービスを提案する。 

 

(f) プライシングの共創を可能にする。毎月定額のプライス設定に対して，リスク共

有の観点から一部を変動プライスとするように設定可能とする。 
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（3）トランスによる設備サービス 

トランスを使った設備サービスは，機器配置による省エネ共創サービスの一つであ

る。具体的には，既設トランスをイニシャルコストレスで更新し，省エネのサービスを

合わせて提供する。具体的な内容は， 

（a）既設トランスの負荷率測定，最適更新トランス選定検討，省エネ試算を無料で実

施する。 

（b）新製トランスを無償設置（工事は顧客所掌）し，40 年間の省エネを原資に，毎月

の省エネ見える化を行う。サービスには，原則毎月のトランスの省エネ見える化レポー

トを行い，省エネ稼働状況を常時チェックする。 

（c）サービスを始めて 10 年後に買取りオプションを設け，5 年間のサービス継続も

可能とする。すなわち，最大 15 年サービスとする。 

（d）ユニークなオプションとして，配電・ユーティリティー監視システムによる電力

見える化サービス，省エネの見える化サービス，既存微量ＰＣＢ入りトランスの完全廃

棄処分サポート，主変圧器サービスへと共創の可能性を拡大する。 

 

図 5.8 トランスと監視システム省エネ設備によるサービスビジネススキーム 

トランスによる設備サービスでは，まず，現場調査によって，配電・ユーティリティ

ー監視システムによる負荷率の実測し，最適な更新機種を選定して，省エネ試算データ

を作成する。次に，こうした試算データに基づいて，提案書の中に，サービスに関する

意思決定を行う各種資料を提示し，契約書案を提案する。顧客が納得すれば，サービス
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契約を締結する。サービス契約に至るには，種々の打合せやサービス内容の変更を行い，

顧客に提案を繰り返す。サービス契約が締結されれば，サービス機材の設置準備し，利

用ガイドを発行し，最後に，サービスを開始する。 

生産装備サービス（製造業）における顧客の意思決定要因には，二つある。一つは機

材利用サービスに関するもので，従来モデルでいう売買される製品ハードに対応するも

のである。顧客が所有，オペレーションすることにより生産装備の価値が予め期待され

ている。もう一つはソフトサービスで，これは新たな価値創出である。従来の売買モデ

ルでは，創出しにくい価値部分であり，これは顧客のニーズに深く依存するため，顧客

と共創が必須であり，顧客とサービス提供者はこれによる創出利益を共有できる。 

 

5.2.3 生産装備サービスにおける共創プロセスの必要性と課題 

前文を述べたどおり，「生産装備サービス」とは，顧客が必要な生産設備を導入する

場合，生産設備と同時にそれに付随するサービスを同時に提供するものとして，従来の

投資，リース，レンタルに次ぐ新たな手段として登場した。たとえば，インバータを利

用した省エネサービスやタービンを利用した創エネサービス等がある。生産装備サービ

スにおけるサービスは，2 種類あり，機材利用サービス（A）とそれに付随するソフト

サービス（B）である。インバータによる省エネサービスでは，インバータを利用する 

機材利用サービス，それを利用した省エネ，監視サービス等がソフトサービスとみな

される。そして，顧客の総合価値は，機材利用サービス（A）＋ソフトサービス（B）で

評価できる。 

しかしながら，これらの価値は，顧客のおかれたビジネスの状況や顧客の目指すべき

目的に依存する。このために，図 5.9 に示す共創モデルのように，顧客とサービス提供

者が，一緒になって，具体的にどういうサービスにするのかを共創する必要がある。 

機材利用サービス（A）が顧客にとって価値があるかどうかは，初期投資の有無，金

利，オフバランスに対する必要性，等で決まる。ソフトサービス（B）は，省エネ，CO2

削減の必要性，モニタリングによる稼働状況の見える化など，企業それぞれのニーズに

基づいて決まる。サービス提供者が提供するサービスと顧客の要求するサービスニーズ

を合致させるべく，サービス導入時に双方が一致できるサービス仕様を共創することが

必要である。共通のサービス価値を共創すること，すなわち，双方にとってのサービス

価値を最大化することである。 

図 5.9 に示すような生産装備サービスにおける顧客とサービス提供者との共創プロセ

スは，サービス価値共創プロセスであり，Zhang と Kosaka ら（2012）は，サービス価値

共創プロセスモデルの KIKI モデルを適用したプロセスを提案した。しかしながら，KIKI

モデルによる共創プロセスでは，以下のような課題が存在した。 
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図 5.9 生産装備サービスにおけるサービス提供者と顧客との共創と KIKI モデル 

① 共創において提供者と利用者のサービスに対する要求の差異を明確に認識でき

ないと，共創が可能かどうかを判断することが難しい。 

② これによって，共創の可否の判断を早く行なうことができないと無駄な検討を避

けることができない。ビジネス的にはお金，時間，人力資源など双方の損失が発

生する。 

③ 共創で合意形成を行うために，必要な検討項目を明確にできない。 

 

こうした理由により，合意形成を効率的に行なうことができないと考えられている。

これまでの研究では，実際のビジネスにおいて，サービス価値を定量的に評価しなから，

共創プロセスを進める方法はなく，サービス価値を定量的に評価しないと，共創におけ

る合意形成を行うことができない。こうした問題を解決するために，次節で KIKI モデ

ルに，サービス属性ベクトルの内積によるサービス価値評価方法を組み合わせる。 
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5.3 提案する共創プロセスモデルの適用 

5.2 章で述べた課題を解決する目的で，生産装備サービスの共創プロセスに対して，

3 章で提案した共創プロセスモデルを適用する。このためには，生産装備サービスにお

けるサービス属性ベクトルを定義する必要がある。ここでは，まず，生産装備サービス

におけるサービス属性ベクトルを定義し，それに基づいて，共創プロセスモデルである

KIKI モデルを適用する。 

 

5.3.1 生産装備サービスの提供する価値―サービス属性ベクトルの要素 

生産装備サービスの提供する価値は，以下のように，6 つの要素がある。これらは，

顧客ごとの事情によって決まる価値であり，提供するサービスのサービス属性ベクトル

の要素として定義する。 

 

（1）オフバラス会計処理の提供 

オフバランス（Off Balance）化とは，バランスシート（Balance Sheet）貸借対照表の

ことである。企業価値を高めるために，資金負担やリスクを軽減する。このために，オ

フバランス化の活用することにより，法律上許される会計方法で資産をバランスシート

から除外することがある。これによって，金融資産と負債のキャッシュフローとリスク

を分離して取引することが可能となった。その最大の目的は，会計上リスクのある資産

をバランスシートから切り離し，資産を圧縮する。リスクを軽減し，経営効率が高まり，

総資産利益率（ROA：Return On Asset）などの財務指標が改善する（藤田，2010）。現在

では，資産価値の下落を考慮することが企業のバランス化の重要な部分である。会計基

準の改正によって企業の経営にも影響があり，企業が積極的にオフバランス化を進めこ

とは現代の企業経営の主要な手段となっている。オフバランス化によって企業価値を高

める戦略をとることは，企業の発展とって実用的な意義がある。企業が自社で資金の調

達ができないときには，外部の投資が必要である。この時に，企業は主に二つの方法で

資金を調達する。企業の資金は負債と資本を形成にする。その時，リスクのある債権や

資産をバランスシートから切り離すことによって，財務内容の健全化を図ることが効果

的な手段である。それゆえ，オフバラス化をサービス属性ベクトルのひとつとして考え

ることができる。 

 

（2）初期投資の必要性の有無 

初期投資の必要性が関して，本サービスを導入する大きな要因の一つである。すなわ

ち，初期投資を行ない，トータル収益の最大化，償還年数が短い，などを求める顧客は，

最初から目指すべきサービスの方向性が異なる。初期投資を必要としないが，収益性，
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償還年数などに関しては，ある程度許容できる顧客は，サービスの方向性は，おおむね

一致しているが，リスクの取り方に関して，調整が必要なことが多い。 

 

（3）低金利の資金融資の提供の可能性 

 一般的な企業は銀行などからお金を借り，社債を発行して運営している。しかし，

金利が上がれば，支払いの金利が多くなり，金利が下がれば支払い金利も下がる不安定

な状況がある。つまり，金利の上昇は企業にとってはマイナス要因であり，金利の下落

はプラス要因となる。サービス会社が提供する金利が，銀行や社内金利と比べ，優れた

ていれば，サービスは魅力的である。 

 

（4）提供する機材による収益（省エネ等） 

機材利用サービスとしては，初期投資，保守サービスなど，いろいろな項目を含まれ

ているが，最も重要な点が，機材利用による省エネルギー，創エネルギーによる収益の

確保である。特に，顧客とサービス提供業者が，インバータ，トランス，タービン発電

機によって，収益を作り出す。省エネサービスを導入するによって，顧客は，省エネに

対するニーズをもっており，サービス提供業者はそれに対するソリューションをもって

いる。また，顧客がどの程度の期間を投資回収対象にするのか，省エネに加え CO2排出

量削減まで考慮するのか，などから，提供するサービス価値としてどの程度の利益を期

待するのかを明らかにする。このために，顧客は，操業状況のデータ，対象機器の情報，

使用するエネルギーコストを提供する。（顧客のサービス行為） 

 

（5）サービスにおけるリスクの対処 

省エネサービスビジネスは，契約期間が長く，その向に変化する経済事情によって，

リスクが発生する。リスクは契約にあたり，双方に大きな要因である。 

省エネサービスビジネスでは，10 年間の収益とリスクを予想するシミュレータ（サ

ービス場の分析のためのツール）を用意している。これは，導入したインバータの操業

度合いを予測するモンテカルロシミュレーション部とサービスを導入した場合のお金

の流れを予測する DCF(Discounted Cash Flow)計算部とからなる。このシミュレータを用

いることにより，サービス期間中の収益範囲を予測することが可能であり，リスク状況

を定量的に把握して，顧客およびサービス提供者の双方がどこまでリスクを負担するこ

とになるのかを判断することができる。 

 

（6）装備サービス監視等の情報サービス 

ソフトサービスは，IT 化，データ処理，ビッグデータ，インフラソフトなどが関係

し，運用に依存し，ノウハウが必要であり，新しい価値を生み出せる可能性がある。将
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来的には，このソフトサービスをどう発展させて，価値化し，顧客からサービス価値を

認めてもらうかがカギである。 

上記の（1）から（6）の内，（1）から（3）が，機材利用サービス（A）に対応し，（4）

から（6）がそれに付随するソフトサービス（B）に対応する。 

 

5.3.2 KIKI モデルを改良した共創プロセスモデル 

生産装備サービスにおける共創に対して，3 章で提案した KIKI モデルを改良した共

創プロセスモデルを適用する。改良した KIKI モデルは，図 5.10 のように示される。 

図 5.10 改良した KIKI モデル 

ここでは，双方が求めるサービス属性ベクトルの特性を考慮し，共創が可能かどうか

を判断し，難しい場合には共創を断念することが必要である。また，共創が可能と判断

された場合，サービス価値の最大化，すなわち，双方のサービス属性ベクトルを一致さ

せるためにどういう点を調整すればよいか，そのためにどういうアイデアを出せばよい

かを考えることになる。このように双方のサービス属性ベクトルを評価しながら，図

5.10 に示す KIKI モデルの各プロセス（K1，I1，K2，I2）を以下のような手順で進める

ことを提案する。 

 

【ステップ 1：K1:Knowledge sharing related to service system】 

顧客とサービス提供業者が，インバータによる省エネサービスを導入するかどうかの

議論を始める。顧客は，省エネに対するニーズをもっており，サービス提供業者はそれ

に対するソリューションをもっている。また，顧客がどの程度の期間を投資回収対象に

K1:Knowledge sharing related to 
Collaboration:
Definition of service attribute Vectors  a, s 
Sharing the objective of service and its 
environment

I1: Identification of service field: 
Checking the similarity of service attribute vectors 
a, s 
Finding the opportunity of co-creation

I2: Implementation of service idea:
Realizing service idea in customers` company

Spirally development

K2: Knowledge creation for new 
service idea:
Creating new service idea for reducing the gap of 
service attribute vectors a, s 
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するのか，省エネに加え CO2排出量削減まで考慮するのか，などから，提供するサービ

ス価値として何を期待するのかを明らかにする。さらに，顧客は，操業状況のデータ，

対象機器の情報，使用するエネルギーコストを提供する（顧客のサービス行為）。 

多くの会社はオフバランスをする要求が高いと考えられている。オフバランスシート

で融資は多くの原因があり，主要な原因はおそらく税務の方面の特恵である。さらに，

企業は真実な借金のレベルをも反映したくないと思う。企業は借金の比率が高くて場合

は，債権者の関心を引き起こしやすい，企業は同時に資産と借金を量って貸借対照表の

中から相殺するので，借金の比率を下げることができる。もう一つの可能な原因は企業

と現行の債権者が予約して必ず借金のレベルの合意を制限しなければならないので，オ

フバランスで融資はこの制限の手段を回避ことができると判断している。こうしたデー

タをもとに，サービス属性ベクトル情報 a,s を明らかにする。また，双方の調整可能な

幅に関する情報を収集する。 

 

【ステップ 2：I1:Identification of service field】 

(1) サービス属性ベクトルの数値化 

生産装備サービスのサービス属性ベクトル s= (s1, s2, s3, …………, sn) は，機材利用サー

ビスに関する属性として，s1：初期投資の有無，s2：オフバランス志向度，s3：金利特性，

機材導入による付随サービスに関する属性として，s4：機器導入による省エネ・創エネ

利益，s5：操業変化によるリスク，s6：モニタリング等稼働状況の見える化(経営への寄

与)の 6 つを設定する。これに対応する利用者の求めるサービス属性ベクトル a= (a1,  a2,   

a3, …………, a6)も同様である。以下，具体的に内容を説明する。 

 

① a1，s1：初期投資の有無 

投資資金を十分に持つ企業の場合，初期投資の有無に関する興味は少なく，事業機会

を持つが十分な資金を持たない場合，初期投資の有無に関するニーズは高い。生産装備

サービスは，初期投資が不要であることを特徴とするので，事業機会を持つが十分な資

金を持たない利用者にとって有効なサービス要素である。初期投資の無しの要求がある

場合を１とし，s1を１とし，利用者の a1は，初期投資なしの場合１とし，そうでない場

合 0，どちらでもよい場合，0.5 とする。 

 

② a2，s2：オフバランス志向度 

生産装備サービスで提供される生産機材は，オフバランス勘定になる。つまり，資産

をバランスシートから除外することになる。資産をバランスシートから切り離し，資産

を圧縮することで経営効率が高まり，総資産利益率（ROA：Return On Asset）などの財

務指標が改善する。積極的にオフバランス化を進め，企業価値を高める戦略をとる利用

者は，このサービス属性に着目する。オフバランス志向度の要求がある場合を１とし s2
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を１，a2をオフバランス志向の場合１とし，そうでない場合 0，どちらでもよい場合，

0.5 とする。 

 

③ a3，s3：金利の特性 

利用者が外部から調達する資金の金利，内部で調達する社内金利，サービス提供者が

用いる金利，等を比較検討して，生産装備サービスで想定される金利水準が受け入れら

れるかどうかを判断する。s3を基準として１とする。利用者の想定する金利(ra)と提供側

の金利(rs)の比によって，a3 を（rs / ra）として計算する。a3 が１より小さくなるケース

は，提供者の金利が利用者にとって金利負担が少なく有利に働くケースであり，１より

大きい場合は，その逆である。 

 

④ a4，s4：機器導入による省エネ・創エネ利益 

機器導入によってどの程度の省エネ利益・創エネ利益が得られるかは，非常に重要な

パラメータである。過去の操業実績等のデータから機器導入後の利益を予測し，合意す

る必要がある。a4，s4を大きい方を基準として 1 と設定する。a4，s4の小さいほうは，利

用者が想定する利益(pa)と提供側の提示する利益(ps)の比によって計算する。s4が a4より

大きい場合は，利用者の想定以上の利益を提供する。 

 

⑤ a5，s5：操業変化によるリスク 

省エネサービスなどでは，利用者の操業の環境変化によって，想定した収益を得られ

なくなる状況が生まれる。この場合，生産機材をサービスし続けるとサービス提供者は，

損失を出し続ける状態になる。そこで，生産機材の提供を中止するなど様々なリスク回

避策を顧客と調整し，合意する必要がある。リスクの場合，提供者のリスク回避の要求

が満たされる必要があり，s5を基準として 1 と設定する。a5は，利用者が対策すべきと

するリスク項目数(ca)と提供側が対策すべきとするリスク項目数(cs)の比によって，s5を

(ca /cs)で計算する。a5が１より小さい場合は，利用者の想定以上のリスクへの対応が必

要であり，この点が提供者のサービス提供時の課題となる。 

 

⑥  a6，s6：モニタリング等稼働状況の見える化(経営への寄与) 

機器導入に付随するソフトサービスとして，省エネ，機器監視などサービスを見える

化し，安定稼働とパフォーマンスの向上，機器導入による省エネ効果の予測，メンテナ

ンスサービスの将来計画への活用，などを考える。IT 技術，ビッグデータの活用により

新しい価値を共創することも重要な要素である。この要素は，利用者がこうしたサービ

スにどの程度価値を認めるかに依存する。a6を基準として 1 と設定して，s6を双方が想

定するソフトサービスの価値の比によって計算する。 
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（2）共創の可能性を評価する 

こうしたデータをもとに，a, s の類似度，調整可能な幅等の情報から，共創の可能性

を評価する。共創が可能であれば，サービス属性ベクトルのどの要素に関する調整が必

要かに関する特定も行う。このために，省エネサービスビジネスでは，10 年間の収益と

リスクを予想するシミュレータ（サービス場の分析のためのツール）を用意している。

これは，導入したインバータの操業度合いを予測するモンテカルロシミュレーション部

とサービスを導入した場合のお金の流れを予測する DCF(Discounted Cash Flow)計算部

とからなる。このシミュレータを用いることにより，サービス期間中の収益範囲を予測

することが可能であり，リスク状況を定量的に把握して，顧客およびサービス提供者の

双方がどこまでリスクを負担することになるのかを判断することができる。 

 

図 5.11 サービス価値共創できる例 

これは，図 5.11 のように双方が調整可能な範囲であるか, 図 5.12 のように調整が難

しいかを判断するプロセスである。また，サービス属性ベクトルのどの要素で調整が必

要かを明らかにする。（通常，顧客のニーズ調整やサービス提供者の提供するサービス

の工夫には，限度がある。図 5.11 に示すように，共創によって最終的に求められたサー

ビス属性ベクトルは，双方の限度内の調整である可能性が高い。すなわち，双方のサー

ビス属性ベクトルが，違う方向を示し，また，その属性ベクトルの調整可能な領域に重

なるサービス属性ベクトルが見いだせない図 5.12 のような場合，双方の共創活動は，

難しいと判断することができる。このような考え方を考慮したサービス価値共創プロセ

スが求められる。） 

including the initial investment

Require an initial investment, 

Share the energy saving benefits

Discovery the new services through the 

service co-creation and avoided the risk

S:Proposed service

a:User`s requirement

U:Co-created service

Acceptable change

Acceptable change

Ideas for risk avoidance

Ideas for risk avoidance
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図 5.12 サービス価値共創できない例 

【ステップ 3：K2:Implementation of new service】 

a，s の差分の克服を行うアイデアを出す。このステップは，ステップ 2 で明らかにし

た調整が必要な要素に関して，双方が一致できるサービスアイデアを出し，サービス属

性ベクトル一致させるサービス u を見つけることに他ならない。具体的には，多くの場

合で，サービス提供者のリスクの方が顧客のそれに比較して非常に大きくなる。これに

対応できるように，省エネ効果が低下した場合にサービス契約を解除し，他へ転用を可

とする転用オプションなど様々なソリューションを用意している。そして，金融方面に

は，オフバラスやオンバラスの調整方針，税務の方面と金利の特恵と初期投資の借出な

ど，ステップ 2 のシミュレーションによるリスクの定量化に基づき，様々なオプション

を組み合わせたリスクシェア型サービスビジネスモデルを顧客に提案する。これがサー

ビス属性ベクトル一致させるサービス u を見つけることに対応する。 

【ステップ 4：I2:Knowledge creation for new service】 

ステップ 3 で考えたアイデアの実装を行う。顧客が納得できる省エネサービスビジネ

スモデルが決定され，これに基づいて，省エネサービスビジネスが実装されて，双方が

メリットを享受できるサービスビジネスがスタートする。 

 

このように，KIKI モデルの各ステップで，サービス属性ベクトルの一致度を考慮す

ることで，検討する内容が具体化される。また，サービスアイデアを共創する部分は，

双方のギャップを克服する部分のサービスアイデアの考案が行われており，図 5.10 に

示したサービス属性ベクトルの一致度を考慮したプロセスになっている。 

生産装備サービスでは，顧客ごとの事情によって考慮すべきサービス属性ベクトルの

要素が以下のように，6 つの要素がある。これらの要素を，一致させるべきサービス属

性ベクトルの要素として KIKI モデルを進める。  

Including the initial investment

Initial investment is not required, companies to pursue benefit , 

service is unnecessary

There is no service value co-creation

S:Proposed service

a:User`s requirement

U:Co-created service
Acceptable change

Acceptable change
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5.4 事例による提案方法の評価 

ここでは，薮谷氏から入手したデータに基づいて，提案方法の有効性を評価する。ま

ず，Step2 に対応した共創の可否判断に関して，サービス属性ベクトルを評価して，共

創の難しいケースを評価する。次に，Step3 に対応して，合意形成に至るプロセスを評

価する。 

5.4.1 生産装備サービスのビジネス事例と共創の可否判断(Step2) 

（1）生産装備サービスのビジネス事例 

本節では，薮谷氏とのインタビューによって収集したデータを整理して，省エネ生産

装備サービスのビジネス事例を，表 5.2 と表 5.3 にまとめる。表 5.2 の例では，インバ

ータを導入したときの省エネ生産装備サービス事例 4 件（A-D）とトランスを導入した

ときの省エネ生産装備サービス事例 4 件（E-H）を示す。 

表 5.2 インバータによる省エネビジネス事例 

インバータ オフバラン

ス志向 

初期投

資なし 

調達 

金利 

リスク カバー率 

（利益） 

ソフト 

価値 

ビジネス

の可否 

A 社 △ ○ 1.045 中 120% 100% ○ 

サービス 

会社 

○ ○ 1.01 大 150% 

(120) 

100% 

B 社 △ ○ 1.055 大 

(譲る) 

120% 100% ○ 

サービス 

会社 

○ ○ 1.018 大 150% 

(120) 

100% 

C 社 △ ○ 1.04 大 

（譲らず） 

100% 100%  × 

サービス 

会社 

○ ○ 1.01 大 120% 100% 

D 社 △ △ 1.04 中 100% 10% × 

サービス 

会社 

○ ○  1.015 大 150% 100% 
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ケース A とケース B では，顧客が初期投資，調達金利，カバー率（利益）とソフト

価値項目に対す要望が強いと感じられた。サービス会社側は顧客会社の要望を要求され

た程度以上に，提案した。カバー率は機器導入によって得られる利益の目安であり，こ

の項目に顧客のサービスの満足度が高く，共創ビジネスが進展した。 

ケース C では，オフバランス志向項目に対する関心度が高く，顧客がリスク項目を譲

歩しない状態で，共創ビジネスがうまくいかなかった。 

ケース D では，顧客がオフバランス志向，初期投資とソフト価値の項目に対して関

心度が低く，リスクという項目も重視していた。サービス会社がリスク項目を除いた以

外項目に対して，ここでは，サービス会社の提案したカバー率（利益）が，顧客の想定

以上であり，他のサービス項目にそれほど興味のない顧客は対象の機器を買い取ること

を決断し，共創ビジネスはうまくいかなかった。 

表 5.3 トランスによる省エネビジネス事例 

トランス オフバラン

ス志向 

初期投資 

なし 

調達 

金利 

リスク カバー率 

（利益） 

ソフト 

価値 

ビジネ

の可否 

E 社 ○ ○ 1.05 中 100% 70% ○ 

サービス会社 ○ ○ 1.01 中,小 101% 100% 

F 社 △ △ 1.026 小 100% 100%  ○ 

サービス会社 ○ ○ 1.01 中,小 70% 100% 

G 社 ○ ○ 1.011 大 100% 10%  ○ 

サービス会社 ○ ○ 1.01 大 50% 100% 

H 社 △ △ 1.03 中 100% 10% × 

サービス会社 ○ ○ 1.01 中,小 80% 100% 

 

ケース E では，顧客が，初期投資，調達金利，カバー率（利益）とソフト価値項目に

対する要望が強い。サービス会社は顧客の要望以上の提案を行った。特に，カバー率（利

益）が顧客期待より高く，顧客の満足度が高く，共創ビジネスがうまく進展した。 

ケース F は，顧客が，初期投資やオフバランス志向はそれほど強くないが，提供する

ソフト価値を高く評価したケースである。カバー率（利益）は顧客の想定より下回った

が，ソフト価値に対する評価が高く，共創ビジネスがうまく進展した事例である。 

ケース G は，顧客のオフバランス志向，初期投資なしのニーズが強く，その他の項目

で，サービス会社からの提案が顧客要求に満たなくても，共創サービスがうまく進展し

た事例である。 
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ケース H は，オフバランス志向と初期投資なしは重視されず，提供するソフト価値

も評価されず，カバー率も顧客要求を満たさないケースで，共創ビジネスは，うまく進

展しなかった。 

このように，同じ省エネサービスにおいても，顧客の要求はさまざまであり，共創プ

ロセスの早い段階で，共創の可否や，共創のためにどの要素の合意を詰めるべきかを明

らかにすることが，共創の効率化に繋がる。 

 

（2）サービス属性ベクトル評価による共創の可否判断 

5.4.1 節で述べたような省エネ生産装備サービスのビジネス事例を，5.3.2 節で述べた

サービス属性ベクトルの要素の数値化の考え方に従って作成したものが表 5.4 である。

表 5.4 では，表 5.2 と表 5.3 の内容を，0 から 1 の範囲で数値化し，共創プロセスにおい

て，最終的に合意した内容を agreement の欄に示している。これらの値からわかること

は，最終合意に至るプロセスにおいて，顧客とサービス提供者それぞれが，最初のサー

ビス属性ベクトルの数値から歩み寄って合意に至ったことである。また，agreement の

欄で，×を示しているのは，最終的にその項目で合意形成ができなかったことを示して

いる。さらに，表 5.4 では，2 つのサービス属性ベクトルの内積値を示し，共創ビジネ

スがうまくいったかどうかを，〇，×で記入した。 

これらの 8 つの事例からわかることは，初期投資を必要としない(s1)，オフバランス

志向がない(s2)が一致しない場合，実際のビジネスでは共創プロセスに至っていないか，

共創プロセスに至ったとしても合意をするケースは，ほとんどない。言いかえれば，サ

ービス属性ベクトルの内積の値（Inner product value）が，4 を下回る場合は，共創の可

能性は少ないといえる。 

以下，表 5.4 を詳しく解説する。ケース A からケース D は，インバータを導入した

省エネ生産装備サービスの事例である。インバータ導入の場合，省エネにより利益追求

が大きな目的である。このため，共創プロセスでは，どうしても，s4の利益と s5のリス

クのシェアをどう考えるかが主要な検討内容になる。ケース A は，提供者のリスク回

避要求に対して，利用者のリスク認識度が低かったが，共同検討により，利用者は提供

者のリスク回避を認め，代わりに受け取る利益を上げることで合意に至ったケースであ

る。ケース B は，提供者の提案内容がほぼ受け入れられたが，共同検討により，利用者

の受け取り利益を積み増して合意したケースである。ケース C は，リスク回避以外の項

目では，一致を見たが，リスクに対する提供者の要請を受け入れられず，結果的に合意

にいたらなったケースである。ケース D は，当初提案した省エネ利益が利用者の想定

を上回り，省エネ生産装備サービスを受けるよりは，設備を購入したほうがよいと利用

者が判断したケースである。 
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表 5.4 サービス属性ベクトル評価によってビジネス事例分析 

ケース E からケース H は，トランスを導入した省エネ生産装備サービスの事例であ

る。トランスの場合は，リスク要因は少なく，省エネ率も高くない。利用者によって，

初期投資がないことやオフバランスを強く求めるケース，ソフトに経営状況の見える化

に価値を置くケース，等，利用者が生産装備サービスに求めるニーズはさまざまである。

ケース E は，利用者のオフバランス志向や初期投資なしのニーズがあり，提供者の提案

が受け入れられて合意に至ったケースである。このケースでは，必要となる費用を省エ

ネ額でカバーできるカバー率が１を上回っている。ケース F は，利用者が，サービス提

供者が提供するソフトによる見える化等のサービスを評価し，利益のカバー率が１を下

回る 70％でも合意に至ったケースである。このケースでは，初期投資なしのニーズ，オ

フバランス志向という項目はそれほど求められてなく，ソフトサービスの価値が顧客に

受け入れられ，利益，リスク共に合意に至ったケースである。ケース G は，利用者のオ

フバランス志向，初期投資なしのニーズが強く，利益のカバー率が 50％，ソフト価値の

Cases
S1:

Initial 
investment

S2:
Off 

balance

S3:
Interest 

rate

S4:
Profit
(cover 
rate)

S5:
Risk

S6:
Soft 

value

Inner
product

value

Business 
result

A
(Inverter)

User 1 0.5 0.96 1 0.8 1

5.26 ○Provider 1 1 1 1 1 1

Agreement 1 1 1 1.25 1 1

B
(Inverter)

User 1 0.5 0.96 1 1 1
5.46 ○Provider 1 1 1 1 1 1

Agreement 1 1 1 1.25 1 1

C
(Inverter)

User 1 0.5 0.97 0.83 0.7 1

5 ×Provider 1 1 1 1 1 1

Agreement ×

D
(Inverter)

User 0.5 0.5 0.97 0.66 0.8 0.1

3.53 ×Provider 1 1 1 1 1 1

Agreement × ×

E
(Trans-
former)

User 1 1 0.96 0.99 1 0.7

5.45 ○Provider 1 1 1 1 0.8 1

Agreement 1 1 1 1 0.8 0.7

F
(Trans-
former)

User 0.5 0.5 0.98 1 1 1

4.48 ○Provider 1 1 1 0.7 0.8 1

Agreement 1 1 1 0.7 0.8 1

G
(Trans-
former)

User 1 1 0.99 1 1 0.1
4.59 ○Provider 1 1 1 0.5 1 1

Agreement 1 1 1 0.5 1 1

H
(Trans-
former)

User 0.5 0.5 0.98 1 1 0.1

3.88 ×Provider 1 1 1 0.8 1 1

Agreement ×
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ニーズが，ほとんどない場合でも，合意に至ったケースである。ケース H は，利益がカ

バー率１に達しないということで，合意に至らなかったケースである。 

ケース A からケース H の 8 つの事例からわかるように，生産装備サービスに対する

利用者のニーズは様々である。サービス属性ベクトル評価方法によって，ケース A か

らケース H の 8 つの事例のサービス属性ベクトルの内積が計算するによって，最高値

が 5.46，最低値が 3.53 であった。総合的に考えると，サービス属性ベクトルの値が 4 以

上に達成するとビジネス成功する可能性が高い，ビジネス効果が良いと判断した。導入

したサービス属性ベクトルの値を，利用者と提供者で比較することにより，どの項目が

一致し，どの項目の調整を行えばよいか，調整の余地がありそうかどうかを判断できる。 

 

 

5.4.2 サービス属性ベクトルを一致させるビジネス事例分析(Step3) 

ここでは，Step2 において共創の可能性のあると判断された候補に対して，ビジネス

を成功させるために具体的に合意形成をどのように行うのかを具体事例によって説明

する。多くの事例で双方の損益を評価しながら合意形成を行っているが，具体的な数値

に基づいて示す。 

 

（1）インバータによる省エネ生産装備サービス例 

インバータによる省エネ生産装備サービス例では，顧客との間で，買取りをしたほう

が顧客にとってメリットがあるか，生産装備サービスのほうが有利かを，数値によって

評価する。こうしたプロセスは，労力を伴うので，サービス導入に至るかどうかの確度

の高い顧客に対して行うのが効率的である。このため，Step2 で示したようなサービス

属性ベクトルの内積によって，確度の高い顧客かどうかを見極めることが効果的であ

る。また，Step2 での評価によって，どういった項目をさらに検討すべきかが明確にな

る。 

Step3 では，最終合意にいたるサービスはどのようなものかを具体的な数値を計算す

ることで合意に至る。ここでも顧客とサービス提供者の調整が行われる。 

ここに示す事例は，インバータによる省エネサービスで，顧客の要求に合わせるよう

にサービス提供者が調整を行った例である。 

表 5.5 に，買取りの場合と生産装備サービスを導入する場合のキャッシュフローを比

較するための基本条件を示す。 
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表 5.5 生産装備サービスと買取りビジネスモードの基本条件と項目の比較 

単位:K¥ 

NO 項目 条件 備考 

共 通 

1 INV による省エネ量(A) 980MWｈ/年  

2 電力単価(B) 11¥/kWh  

3 割引率（投下資本コスト）(C) 7.0%  

買 取 

4 機器購入金額(D) 29,000k¥  

5 工事費用(E) 9,500k¥  

6 取得額(F) 38,500k¥ ＝№6機器購入金額(D)＋№7工事費用(E) 

7 保守メンテ費用(G) 1000k¥/年  

8 借入返済期間/耐用年数(H) 10 年  

9 保守メンテ費用(G) 1000k¥/年  

10 借入返済期間/耐用年数(H) 10 年  

11 借り入れ利率(I) 3.9%  

12 10 年後の残存簿価(J) 3,850k¥ 取得額の 10％とする 

13 償却率(K) 20.57%  

14 固定資産税税率(L) 1.4%  

生産装備サービス 

15 年間サービス使用料 6,198k￥／年 （下記，使用料率変動分＋固定分） 

16 ●使用料変動分 4,583k¥／年 （年間省エネ料使用料固定分:使用料率） 

17 ○使用料固定分(N) 1,615k￥/年 (工事費用×1.7）/10年＝16150k¥/10年 

18 使用料率(O) 50.0%  

19 10年後買取り価格(P) 198k¥ =99*2 

 

表 5.5 の基本条件では，項目 1 から 3 までは，共通項目である。項目１は収益として

のインバータの省エネルギー量，項目 2 と 3 は電力単価と割引率（投下資本コスト）で

ある。これによって，省エネによる利益を計算できる。買取りモードを選択すると，共

通項目(1~3)プラス買取り項目(4~14)がキャッシュフロー計算のための条件である。生産

装備サービスを利用する場合は，共通項目(1~3)プラス生産装備サービス項目(15~19)が

キャッシュフローを計算するための基本条件である。サービス会社と顧客は，これらの

データにより，キャッシュフローを計算する。表 5.6 は，生産装備を最初から買い取っ

た時のキャッシュフローである。 
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表 5.6 買取りモードのキャッシュフロー 

単位:K¥ 

項目 1 2 3 4 5 6 7 8 9 

 

NO.年 

省エネ 

メリット 
取得額 

保守メン

テ費用 

支払金

利 

課税評価

額 

固定資

産税 
CF(U) DCF(V) 

NPV の 15

年間の合

計 

0  -38,500     -38,500 -38,500  

1 10,781  -1,000 -1,502 30,582 -428 7,851 7,338  

2 10,781  -1,000 -1,376 24,292 -340 8,065 7,044  

3 10,781  -1,000 -1,245 19,296 -270 8,266 6,747  

4 10,781  -1,000 -1,110 15,327 -215 8,457 6,452  

5 10,781  -1,000 -969 12,175 -170 8,642 6,162  

6 10,781  -1,000 -822 9,671 -135 8,823 5,879  

7 10,781  -1,000 -670 7,682 -108 9,003 5,607  

8 10,781  -1,000 -512 6,102 -85 9,184 5,345  

9 10,781  -1,000 -348 4,847 -68 9,365 5,094  

10 10,781  -1,000 -177 3,850 -54 9,550 4,855  

11 10,781  -1,000 0 3,058 -43 9,738 4,627  

12 10,781  -1,000 0 2,429 -34 9,747 4,328  

13 10,781  -1,000 0 1,930 -27 9,754 4,048  

14 10,781  -1,000 0 1,533 -21 9,760 3,785  

15 10,781  -1,000 0 1,217 -17 9,764 3,539  

計 161,717 -38,500 -15,000 -8,731 143,989 -2,016 97,470 42,349 42,349 

 

表 5.6 は，買取りモードの 15 年間のキャッシュフローであり，省エネによる収益と

必要コストを計算して毎年のキャッシュフロー（CF）値を算出し，DVF の値を計算し，

15 年間の NPV の値を計算する。表 5.6 の買取りモードを見ると，項番 2，3，4 と 6 が，

生産設備を買い取った場合にかかる必要経費である。買取りを行った場合の毎年間を必

要な経費のトータル数値が項目 7 に示す。項目 8 に収益資産の評価価値（DCF）が表示

される。 
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表 5.7 生産装備サービス場合のキャッシュフロー(年間サービス料：6,198K¥) 

単位:K¥ 

№ 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

項

目 

省エネメ

リット 

取

得

額 

使用料

固定分 

使用料

変動分 

支

払

い

金

利 

課税評

価額 

固

定

資

産

税 

小額

資産

買取 

保守メン

テ費用

（但し 10

年後よ

り） 

CF DCF 

NPV の

１５年

間の合

計 

0          0 0  

1 10,781  -1,615 -4,583  3,640    4,583 4,283  

2 10,781  -1,615 -4,583  2,892    4,583 4,003  

3 10,781  -1,615 -4,583  2,297    4,583 3,741  

4 10,781  -1,615 -4,583  1,825    4,583 3,496  

5 10,781  -1,615 -4,583  1,449    4,583 3,268  

6 10,781  -1,615 -4,583  1,151    4,583 3,054  

7 10,781  -1,615 -4,583  941    4,583 2,854  

8 10,781  -1,615 -4,583  726    4,583 2,667  

9 10,781  -1,615 -4,583  577    4,583 2,493  

10 10,781  -1,615 -4,583  458    4,583 2,330  

11 10,781     364  -198 -1,000 9,583 4,553  

12 10,781     289   -1,000 9,781 4,343  

13 10,781     230   -1,000 9,781 4,059  

14 10,781     182   -1,000 9,781 3,793  

15 10,781     145   -1,000 9,781 3,545  

計 161,717 0 -16,150 -45,831  17,141  -198 -5,000 94,538 52,482 52,482 

 

表 5.7 は，生産装備サービスモードの 15 年間のキャッシュフローであり，表 5.6 と同

じく，表 5.5 の共通項目と生産装備サービス項目を計算して，毎年のキャッシュフロー

（CF）値と DVF の値を計算し，15 年間の NPV の値を表示する。NPV は，将来の価値

を，金利を考慮して利率で割引き，現在価値で評価するものである。サービス導入時の

意思決定時には，サービス期間（契約期間）という時間を考慮して比較する必要がある。

ゆえに，NPV の値を用いた比較が必要になる。この事例の最終的な指標であるサービ

ス 15 年期間のキャッシュフローと NPV の値を表 5.8 に示す。 

ここでは年間サービス料を 6,198K¥と設定している。表 5.8 から見ると，NPV 値は，

生産装備サービスのほうが買取りモードより大きい。しかし，顧客が実際のお金の流れ

である CF に着目した。その場合，買取りのほうが生産装備サービスに比較して，CF の

値が大きい。それゆえ，この条件での合意が得られなかった。そこで，CF に対して顧
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客の合意が得られるサービスとするために，年間サービス料を 5,831K¥に割引して提案

した。この場合のキャッシュフローを表 5.9 に示す。 

表 5.8 キャッシュフローと NPV 

単位:K¥ 

使用料率 50%  買取 生産装備サービス 

CF 97,470 94,538 

NPV 42,349 52,482 

 

表 5.9 生産装備サービス場合のキャッシュフロー(年間サービス料：5,831K¥) 

単位:K¥ 

項

目 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

NO

.

年 

省エネメ

リット 

取

得

額 

使用料

固定分 

使用料

変動分 

支

払

い

金

利 

課税評

価額 

固

定

資

産

税 

小額

資産

買取 

保守メン

テ費用

（但し 10

年後よ

り） 

CF DCF 

NPV の

15 年間

の合計 

0          0 0  

1 10,781  -1,615 -4,216  3,349    4,950 4,626  

2 10,781  -1,615 -4,216  2,660    4,950 4,323  

3 10,781  -1,615 -4,216  2,113    4,950 4,040  

4 10,781  -1,615 -4,216  1,679    4,950 3,776  

5 10,781  -1,615 -4,216  1,333    4,950 3,529  

6 10,781  -1,615 -4,216  1,059    4,950 3,298  

7 10,781  -1,615 -4,216  841    4,950 3,082  

8 10,781  -1,615 -4,216  668    4,950 2,881  

9 10,781  -1,615 -4,216  531    4,950 2,692  

10 10,781  -1,615 -4,216  422    4,950 2,516  

11 10,781     335  -198 -1,000 9,583 4,553  

12 10,781     266   -1,000 9,781 4,343  

13 10,781     211   -1,000 9,781 4,059  

14 10,781     168   -1,000 9,781 3,793  

15 10,781     133   -1,000 9,781 3,545  

計 161,717 0 -16,150 -42,164  15,769  -198 -5,000 98,204 55,058 55,058 
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表 5.10 キャッシュフローと NPV 

単位:K¥ 

 

このケースでは，最終的な指標であるサービス 15 年期間の NPV とキャッシュフロー

の両方とも，生産装備サービスのほうの数値が買取りの場合の数値よりも大きくなって

いる。この提案で，顧客要求がクリアされ，サービスビジネスの合意に至った。このよ

うに，Step3 では，最終合意にいたるプロセスで様々なやり取りが行われる。 

 

（2）タービンによる創エネ生産装備サービス例 

ここでは，タービンによる創エネ生産装備サービスの数値評価例を示す。 

タービンによる創エネ生産装備サービスでは，インバータに比較して初期投資額が大

きい。このため，生産設備を初期投資なしで導入するメリットがあるかどうかが，共創

が可能かどうかのポイントになる。つまり，顧客が資金調達する場合に比較して，どの

程度のビジネス上の効果が見込めるかである。また，導入する生産設備のエネルギー生

成の性能までを加味した詳細な検討が必要である。 

以下の顧客の例は，初期投資の必要性の有無 s1，オフバランス志向度 s3に関しては，

双方合意している。すなわち，ステップ１におけるサービス属性ベクトルは， 

 

a = (1,  1,   a3,  a4,   a5,  a6) 

s = (1,  1,   s3,  s4,  s5,  s6) 

 

で，金利(a3, s3)やエネルギー生成の性能(a4, s4)も類似しているので，ステップ 3 の合意

形成プロセスで，詳細の数値検討を行った実例である。この場合，表 5.11 に示すように

金利や生産設備の特性による創エネルギー量などを考慮した具体的な数値を利用者に

納得させ，具体的なサービス内容の検討に入る。 

 

 

 

 

 

 

46% 買取 生産装備サービス 

CF 97,470 98,204 

NPV 42,349 55,058 
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表 5.11 キャッシュフローの比較 

(The unit：M¥) 

NO. The item 
A 

Product 

 purchase 

B 
product 

purchase 

Production 

equipped 

service 
(B product) 

Notes 

1 The total initial cost 2,742 2,900 0  

2 

Maintenance 

(An insurance cost are 
included) 

360 360 
Including the 

service price 
 

3 Interest payments 247 262 
Included in 

ditto 

Internal interest rate 1.1% 

and the assumption 

4 Fixed assets tax 299 317 
Included in 

ditto 

15 years fixed installment, 

tax rate 1.4% 

5 
Service expense of 10 

years 

(for fixation) 

0 0 2,526 
Purchase option price ten 

years later1,071 M¥ 

6 
Service expense of 11-15 

years 
0 0 1,263  

7 
Asset value 15 years later 

(purchase) 

(The remaining 

book value 274) 

(The remaining 

book value 290) 
285  

8 
The total of nominal 

interest rate for 15 years 
3,648 3,839 4,074  

9 
NPV index (discount rate 

1.1%) 
3,586 3,773 3,717 

The internal rate of interest 

rates is applied 1.1 %. 

10 
Output performance (heat 

balance) 
41,000kW 43，180kW 43,180kW  

11 Output purity seasoning 0 1,095 1,095 
2.18MW×8.4Khr×4¥ 

(Profit unit price)×15years 

12 

The net cash out grand 

total of output seasoning 
for 15 years 

3,648 2,744 2,979  

13 
NPV index (discount rate 

1.1%) 
3,586 2,769 2,713 

The internal rate of interest 
rates is applied 1.1 %. 

 

このケースの場合，資金調達を行い，2 つの機種（A, B）を買い取った場合と，生産

装備サービスで機種 B を用いてサービスを行った場合の 3 つのケースで，15 年間で必

要な経費のトータルを比較している。表 5.11 の項番 1 から項番 4 までが，生産設備を

買い取った場合にかかる費用，項番 5 と 6 が，生産装備サービスを活用した場合にかか

る費用である。これらの計算の前提となる金利などの数値を備考欄に示す。項番 7 の 15

年後のサービス終了後の資産価値を加味して，15 年間の名目上の支払額を項番 8 で比

較する。さらに，項番 9 で NPV(Net present value)により現時点での価値で比較する。

NPV は，将来の価値を，金利を考慮して利率で割引き，現在価値で評価するものであ

る。サービス導入時の意思決定時には，サービス期間（契約期間）という時間を考慮し

て比較する必要がある。ゆえに，NPV の値を用いた比較が必要になる。生産設備の性能

を加味しない場合，機種 A を購入するケースの支出が最も少なくなっている。しかし，

導入する生産設備の性能まで加味する，言いかえれば，創エネルギーの性能（s4）に関

する評価も合わせて行う必要がある。ここでは，項番 10 に出力性能を示している。機

種 B の方の出力性能がよく，項番 11 に出力性能の違いによる利益を示している。この

利益を加味した支出合計を項番 12 に示している。さらに，これを項番 13 で NPV によ
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り現時点での価値で比較する。このケースでは，最終的な指標であるサービス期間の

NPV による支出額の比較（項番 13）において，生産装備サービスがよくなっているこ

とがわかる。こうした具体的な検討を，KIKI モデルのステップ 3 の利用者と提供者と

の合意形成プロセスで行い，合意を得る。表 5.11 の Notes 欄は，備考として使用する金

利等の数値を示しており，参考数値のない項番に関しては，空欄になっている。 

こうした具体的な検討を，KIKI モデルのステップ 3 で利用者と提供者との合意形成

プロセスで行い，合意を得る可能性が高いと判断された。 

5.5 提案方法の考察と実務者からみた評価 

(１) 提案方法の考察 

生産装備サービスの 3 つの事例で示したように，KIKI モデルの各ステップに，サー

ビス属性ベクトルを対応させることで，各ステップで検討する合意形成の内容が具体化

され，無駄な検討を避けることができ，共創プロセスを効率的に進めることができる。

具体的に生産装備サービスの検討においての有効性は，以下のようにまとめることがで

きる。 

（a）初期投資の有無（s1）やオフバランス志向（s2）が一致しない場合には，共創プロ

セスをうまく進めることができないことが経験的にわかっている。このため，この 2 つ

のサービス属性ベクトルの要素を見るだけで，次のステップへ進められるかどうかを判

断し，無駄な検討をなくすことができる。 

（b）利用者と提供者のサービス属性ベクトルの差異を明確にし，共創の合意形成プロ

セスで，ギャップを埋めるためにどういう検討をすべきかが明確になる。 

（c）提供するサービスにおける種々のサービス属性の要素を合致させるように合意形

成を進めるので，利用者の要求と提供者のサービスを一致させ，利用者に納得のいくサ

ービスを提供できる。 

 

（２）実務者から見た評価 

本研究の結果を生産装備サービスの実務者である前述の薮谷氏に説明し，以下のよう

な実務的な面からのコメントをいただいた。 

 

「多くの顧客は，従来の投資（購入）習慣から，サービス提供者とそもそも共創する

という認識に乏しい。今回のサービス属性ベクトルは，顧客に顧客自身が目指す複数の

ニーズを明確に認識しやすくし，ある意味見える化することにより，価値共創における

顧客自身のステイタスが容易に認識できるようになった。よって顧客自身が交渉＝共創

ととらえ，共創が従来に比べて格段に容易となった。サービス事業者にとっても，サー
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ビス属性ベクトル表示することにより，提案内容を，より客観的に表現できる為，顧客

の信頼を得やすくなった。」 

 

実務者の視点からは，「サービス属性ベクトルを導入することで，サービス属性に基

づき顧客への提案ポイントが明確になったこと，共創課程の状況の把握が容易になった

こと，顧客との共創における検討対象が明確になったこと，サービスを客観的に表現で

きるので顧客の信頼を得やすくなったこと」などのメリットを得られるとの評価をいた

だいた。 

提案したサービス価値共創プロセスモデルである KIKI モデルにおいて，提供者と利

用者の価値を最大化する方法によって，ビジネスの合意形成の内容が具体化され，無駄

な検討を避けることができ，実際のビジネスを効率的に進めることができるということ

が検証された。 

 

本研究では，すでに提案されたサービス価値共創プロセスモデルである KIKI モデル

において，提供者と利用者のサービス属性ベクトルを導入し，これらのベクトルを一致

させるように KIKI モデルの各ステップを進めることで，サービス価値を最大化する方

法を提案した。また，生産装備サービスを対象にして，提案方法の有効性を確認した。

しかし，種々の応用においてサービス属性ベクトルのパラメータをどう選べば良いか，

その値をどのように決定するかなどの課題を残している。これらの課題を解決し，具体

的な適用事例を増やしながら，提案モデルの完成度をあげてゆく。 
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第 6 章 結 論 

6.1 本研究のまとめ 

本論文では，提供者のサービス価値提案とサービスを必要とする利用者との関係で決

まるサービス価値を，サービス属性ベクトルの内積で計算する。観光サービスと金融サ

ービスの事例によって，サービス属性ベクトルの評価方法の有効性と応用性を検証し

た。そして，価値共創プロセスである KIKI モデルを，サービス属性ベクトルの内積に

よるサービス価値を最大化するプロセスとして改良した。さらに，提案した方法の有効

性を，生産装備サービスビジネスにおける顧客との価値共創プロセスを用いて検証し

た。 

 

本研究の事例研究を通して，提案した方法の有効性を検証した結果，以下の効果が確

認できた。 

 

（１） 具体的なサービス対象がなくても，提供者の提供するサービス属性ベクトルと

顧客の求めるサービスのサービス属性ベクトルの情報があれば，双方が形成す

るサービス価値を評価できる。 

（２） サービス共創において提供者と利用者のサービスに対する要求の差異を明確に

認識できる。 

（３） これによって，共創の可否の判断を早く行なうことができ，共創における無駄な

検討を避けることができる。 

（４） 共創で合意形成を行うために，必要な検討項目を明確にでき，合意形成を効率的

に行なうことができる。 

（５） 本論文は，サービス価値を定量的に評価しながら，共創における合意形成を行う

ことができる。 

 

上記のまとめにより，本研究で提案した方法が様々な領域に応用できることを示すこ

とができた。 

6.2 リサーチ・クエスチョンに対する回答 

第１章に述べた，リサーチ・クエスチョンに対して，本研究で得られた結論を示す。

まず，以下の 3 つのサブシディアリー・リサーチ・クエスチョンとメジャー・リサーチ・

クエスチョンに対しては，以下のように回答をまとめる。 
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リサーチ・クエスチョン： 

 

SRQ1: サービス価値は，どのように形成されるのか？ 

 

[回答]:提供されるサービスと顧客が求めるサービス要求との相対的な関係でサービ

ス価値が決定される。サービス価値を共創するために，共創において提供者と顧客のサ

ービスに対する要求の差異を明確に認識することが重要である。共創できるケースと共

創できないケースがある。共創が難しい場合には共創をすぐに断念することが必要であ

る。また，提案したサービス価値評価方法によって，サービス属性ベクトルのパラメー

タが一致するように，提供されるサービスと顧客が求めるサービス要求の内容を調整す

ることで，顧客にとってのサービス価値が形成される。 

 

SRQ2: 共創されるサービス価値を定量的に評価するのは，どのような方法がある

か？ 

 

[回答]:「サービス場」の概念とその理論を応用することによって，提供されるサービ

スと顧客のサービス要求をサービス属性ベクトルで表現し，それぞれのサービス属性ベ

クトルの内積を計算することで，双方が共創するサービス価値を評価できる。 

  

SRQ3：価値共創プロセスを効果的に進めるために，サービス価値評価方法をどのよ

うに応用すればよいか？ 

 

[回答]:共創プロセスにおいて，提供されるサービスと顧客のサービス要求に対応する

サービス属性ベクトルをそれぞれ用意して，それらの内積の値が最大になるように，双

方のサービス属性ベクトルとそれに対応するサービスおよびサービス  要求を共創プ

ロセスで調整する。これによって，サービス価値が最大となるサービスを共創すること

ができる。提案したサービス価値評価する方法によって，まず，共創可能かどうかを判

断して，可能であれば，収集する情報によって，サービス提供者を提供されるサービス

と顧客の要望を一致にするアイデアを出す。双方に対するサービス価値を最大化する方

法が見つける。 

MRQ：サービス価値共創において，共創されるサービスの価値をどのように評価し，

共創プロセスに応用するのか？ 

 

[回答]:提供されるサービスと顧客のサービス要求をサービス属性ベクトルで表現し，

それぞれのサービス属性ベクトルの内積を計算することで，双方が共創するサービス価
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値を評価できる。そして，共創プロセスにおいて，双方のサービス属性ベクトルの内積

の値が最大になるように，双方のサービス属性ベクトルとそれに対応するサービスおよ

びサービス要求を共創プロセスで調整する。これによって，サービス価値が最大となる

サービスを共創することができる。 

6.3 理論的含意 

本研究では，サービス属性ベクトルの内積でサービス価値を定量的に決める方法を提

案し，これをサービス価値創造モデルである KIKI モデルと組み合わせて，サービス価

値を定量的に評価しなから，共創における合意形成を行う方法を提案した。そして，実

際のビジネス事例を用いて，提案する共創プロセスの有効性を検証した。 

 

提案した方法は，従来の方法に比較して以下の新規性がある。 

 

（1）本研究では，サービス属性ベクトルの内積でサービス価値を決める方法を提案し，

これをサービス価値創造モデルである KIKI モデルを組み合わせてサービス価値共創プ

ロセスモデルを開発した。具体的には双方が求めるサービス属性ベクトルの特性を考慮

し，KIKI モデルを改良した図 6.1 のようなサービス価値共創プロセスモデルを提案し

た。これは，サービス価値共創の双方のサービス属性ベクトルを定量的に評価しながら，

各プロセスを進めることで，共創が可能かどうかを判断でき，効率的なサービス価値共

創が可能となる。 

 

（2）従来の KIKI モデルは，共創プロセスのガイドラインとしては，有効である。し

かしながら，各ステップにおいて，具体的に，何をどのように検討するのか？共創プロ

セスによって，サービス価値がどのように向上するのか？そもそも共創が可能な相手な

のか，等を考える手段を提供していない。本研究では，KIKI モデルの各ステップで，必

要な検討項目を明確にして，合意形成を効率的に行うことに新規性がある。 
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図 6.1 提案したモデル 

6.4 実務的含意 

本研究で提案した方法は，観光サービス，金融サービスと生産装備サービスの事例評

価で評価したが，サービス属性ベクトルの内積という簡単な方法委であり，価値共創の

評価に広く適用できる。特に，以下の点に対して，効果が期待できる。 

 

（1）実際のビジネスでは，共創できるケースと共創できないケースがある。共創が難

しい場合には無駄な資源を浪費することを回避するために，共創をビジネスの初期段階

にすぐ断念することが必要である。 

 

（2）共創が可能と判断された場合，サービス価値の最大化，すなわち，双方のサービ

ス属性ベクトルを一致させるためにどういう点を調整すればよいか，どのようなビジネ

ス戦略が必要されるかを考える。更に，そのためにどういうアイデアと対策を出せばよ

いかを考えることになる。 

 

サービス価値共創プロセスは，サービス提案者と利用者がサービス価値創造だけでは

なく，知識を創造する期待もある。知識創造しなから，進める知識創造プロセスである。

創造した知識がサービス価値にどの程度有効かを定量的に評価するものであり，知識の

評価という点で知識科学にも貢献できる。 

s
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6.5 今後に向けた課題及び研究の方向性 

本研究では，サービス属性ベクトルの価値評価に基づいて，観光のサービス価値（観

光魅力度）と金融サービスの理財商品の価値を定量的に評価して，その評価方法の有効

性と応用性を検証した。更に，既存のサービス価値共創プロセスモデルである KIKI モ

デルにおいて，提供者と顧客のサービス属性ベクトルを導入し，これらのベクトルを一

致させるように KIKI モデルの各ステップを進めることで，サービス価値を最大化する

方法を提案した。事例研究によって，生産装備サービスを対象にして，提案方法の有効

性を確認した。 

しかし，種々の応用においてサービス属性ベクトルのパラメータをどう選べば良い

か，その値をどのように決定するかなどの課題を残している。これらの課題を解決し，

具体的な適用事例を増やしながら，提案モデルの展開することが望まれる。 
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付録 1銀行のマネージャに関するアンケート調査 

(1)アンケート調査の項目 

A 评价规则: 

请您站在客户经理的角度，以为顾客推荐理财产品为目的，对 A 类产

品的各个项目进行评价，请根据各个项目的价值或者重要程度/产品各

个项目的魅力度来进行评价，评价分数为 0-10 分，满分为 10 分。 

关于信赖程度项目的说明，请根据顾客对银行/理财经理/对理财产品的信赖因素而选购理财

产品的程度打分。 

 

A 类理财产品的特征描述: 

 

一般为保本类型的理财产品，风险程度相对低，投资期限相对时间长多为封闭型理

财产品，起点金额相对其他理财产品高。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 収益 风险程度 投资期限 起点金額 信赖程度 附加手续费 

A 

类理财产品 
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B 评价规则: 

请您站在客户经理的角度，以为顾客推荐理财产品为目的，对 A 类产

品的各个项目进行评价，请根据各个项目的价值或者重要程度/产品各

个项目的魅力度来进行评价，评价分数为 0-10 分，满分为 10 分。 

关于信赖程度项目的说明，请根据顾客对银行/理财经理/对理财产品的信赖因素而选购理财

产品的程度打分。 

 

B 类理财产品的特征描述: 

 

一般为非保本类型的理财产品，风险程度相对高，投资期限相对时间短多为开放型

理财产品，起点金额相对其他理财产品低。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 収益 风险程度 投资期限 起点金額 信赖程度 附加手续费 

B 

类理财产品 
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C 评价规则: 

请您站在客户经理的角度，以为顾客推荐理财产品为目的，对 A 类产

品的各个项目进行评价，请根据各个项目的价值或者重要程度/产品各

个项目的魅力度来进行评价，评价分数为 0-10 分，满分为 10 分。 

关于信赖程度项目的说明，请根据顾客对银行/理财经理/对理财产品的信赖因素而选购理财

产品的程度打分。 

 

C 类理财产品的特征描述: 

 

一般为保本浮动类型的理财产品，风险程度相对居中，投资期限相对时间可根据与

顾客的需求调整多为半封闭型理财产品，起点金额有一定要求可根据顾客需求调

整。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

声明:所有数据将用于博士毕业论文的研究，感谢您予以合作，谢谢! 

 

 

 

 収益 风险程度 投资期限 起点金額 信赖程度 附加手续费 

C 

类理财产品 
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（2）銀行マネージャのアンケート 

 

付録 1 表 1 銀行マネージャデータ  A 類理財商品（原始データ） 

 

S1 S2 S3 S4 S5 S6 

収益率 リスク 流動性 購入金額 信頼性 追加サービス

料金 

3 10 6 5 9 1 

7 10 7 6 9 2 

1 10 5 5 8 1 

2 10 7 5 10 0 

5 10 8 5 10 1 

1 8 7 6 10 0 

3 10 8 5 8 2 

4 9 7 7 7 1 

1 10 8 9 10 1 

3 10 5 5 10 1 

平均値 

3 9.7 6.8 5.8 9.1 1 

0～1 の範囲にする 

0.3 0.97 0.68 0.58 0.91 0.1 

 

付録 1  表 2 銀行マネージャデータ   B 類理財商品（原始データ） 

 

S1 S2 S3 S4 S5 S6 

収益率 リスク 流動性 購入金額 信頼性 追加サービ

ス料金 

10 6 10 10 6 1 

10 1 10 10 9 1 

6 2 7 10 8 3 

9 1 9 9 8 0 

10 1 8 3 10 1 

8 3 10 10 10 1 

8 2 10 2 4 1 

8 2 9 8 8 0 
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10 1 10 9 10 2 

8 1 8 8 8 0 

平均値 

8.7 2 9.1 7.9 8.1 1 

0～1 の範囲にする 

0.87 0.2 0.91 0.79 0.81 0.1 

 

付録 1  表 3 銀行マネージャデータ   C 類理財商品（原始データ） 

 

S1 S2 S3 S4 S5 S6 

収益率 リスク 流動性 購入金額 信頼性 追加サービ

ス料金 

8 8 7 10 8 0 

7 5 7 9 8 0 

9 6 9 10 8 1 

7 8 8 8 9 1 

8 8 5 5 8 1 

7 9 10 10 10 1 

5 10 5 5 8 0 

5 9 8 8 9 1 

9 2 8 8 10 1 

8 5 6 5 6 0 

平均値 

7.3 7 7.3 7.8 8.4 1 

0～1 の範囲にする 

0.73 0.7 0.73 0.78 0.64 0.1 
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付録 1  表 4 銀行マネージャデータ  A，B，C 類理財商品（平均化） 

 
 

S1 S2 S3 S4 S5 S6 

A 0.3 0.97 0.68 0.58 0.91 0.1 

B 0.87 0.2 0.91 0.79 0.81 0.1 

C 0.73 0.7 0.73 0.78 0.64 0.1 

 

付録 1  表 5 銀行マネージャデータ   A，B，C 類理財商品（正規化） 

 

  S1 S2 S3 S4 S5 S6 

A 0.1836 0.5938 0.4163 0.3551 0.5571 0.0612 

B 0.5095 0.1171 0.5329 0.4626 0.4744 0.0585 

C 0.4541 0.4354 0.4541 0.4852 0.3981 0.0622 
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付録 2顧客に関するアンケート調査 

(1) アンケート調査の項目 

关于个人理财产品选择方面的问卷调查 

 个人信息项目 

(a) 您的性别： 

☐男性         ☐女性 

 

(b)您的年龄： 

☐10～20 岁     ☐20～30 岁     ☐ 30～40 岁     

☐40～50 岁     ☐50～60 岁 

 

(c)您的月收入情况： 

☐0～2000     ☐2000～4000    ☐4000～6000  

 

☐6000～8000  ☐8000～10000   ☐10000 以上 

 

(d)家庭主要成员： 

☐独居       ☐2 口之家     ☐3 口之家    ☐4 人以上的大家庭 

 

 产品选择项目： 请在正确的数字上画圈○ 

如果您选择购买银行的理财产品您重视的哪些项目，程度分别是： 

                          不重视                  重视 

 

S1 收益率                    1     2     3     4      5        

 

S2 风险                      1     2     3     4      5 

 

S3 流动性                    1     2     3     4      5 

 

S4 交易成本                  1     2     3     4      5 

 

S5 信用度          1     2     3     4      5 
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(银行，理财产品)    

 

S6 附加费用                  1     2     3     4      5 

 问答 请在问题下方用文字写出您的想法 

①您购买理财产品的主要目的是什么？ 

 

 

 

 

②您第一次购买理财产品的契机是什么？ 

 

 

 

 

③您选择理财产品的依据是什么？ 

 

 

 

 

 

④您是自主选择理财产品还是依据银行理财经理推荐？ 

 

 

 

 

 

⑤您购买的理财产品是否达到您预期的收益？ 

 

☐是                      ☐否 

 

原因： 
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付録 2 表 1 顧客データ 年龄別（原始データ） 

  a1 a2 a3 a4 a5 a6 

番号 年齢 収益率 リスク 流動性 購入金額 信頼性 追加サービス料金 

15 2 3 3 4 3 5 3 

38 2 4 4 3 3 4 4 

41 2 5 5 5 5 5 5 

平均値  4 4 4 3.666667 4.666667 4 

3 3 4 5 4 4 5 5 

4 3 5 5 5 5 5 5 

6 3 5 5 1 4 3 5 

8 3 4 5 3 3 3 2 

9 3 4 3 3 3 3 3 

11 3 4 3 3 5 5 2 

12 3 5 5 5 5 5 5 

16 3 3 5 3 4 5 5 

17 3 5 5 5 5 5 5 

18 3 4 5 3 3 3 5 

21 3 5 4 5 5 4 1 

22 3 5 5 5 4 5 5 

23 3 1 5 3 3 5 5 

24 3 5 5 5 5 5 5 

25 3 5 5 5 4 5 5 

27 3 4 3 3 3 3 4 

29 3 5 5 3 2 2 2 

31 3 3 5 5 1 5 5 

39 3 5 5 3 3 3 3 

55 3 5 5 3 3 3 3 

平均値  4.3 4.65 3.75 3.7 4.1 4 

2 4 4 4 3 4 3 3 

5 4 5 5 5 5 5 5 

7 4 5 5 5 5 3 3 

13 4 5 3 5 5 5 5 

14 4 3 4 3 3 3 3 

19 4 3 4 3 2 5 2 

20 4 5 5 3 3 5 3 
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26 4 3 4 3 3 4 3 

28 4 5 5 5 5 5 5 

30 4 3 3 3 3 3 3 

32 4 3 4 3 4 4 3 

34 4 5 5 3 3 5 3 

35 4 4 3 4 1 3 2 

42 4 4 5 4 3 5 4 

44 4 4 4 4 4 4 4 

45 4 3 3 2 2 5 3 

49 4 4 2 3 3 4 3 

52 4 4 4 2 2 4 2 

54 4 5 5 5 4 5 4 

58 4 4 5 3 3 4 3 

59 4 5 5 5 3 5 4 

60 4 5 5 2 3 4 5 

61 4 3 3 3 3 3 3 

平均値  4.086957 4.130435 3.521739 3.304348 4.173913 3.391304 

1 5 5 5 2 3 5 2 

33 5 5 5 3 3 5 3 

36 5 3 3 4 4 3 2 

37 5 3 4 3 3 4 5 

40 5 5 5 5 5 5 5 

43 5 3 3 3 3 4 3 

46 5 5 4 3 3 5 5 

47 5 5 5 5 5 5 5 

48 5 5 5 5 4 5 4 

50 5 5 5 5 5 5 5 

51 5 5 5 3 3 5 4 

53 5 4 5 5 5 5 5 

56 5 4 4 4 4 5 5 

57 5 4 5 4 4 5 5 

62 5 5 5 4 4 5 4 

63 5 4 4 4 3 5 3 

平均値  4.375 4.5 3.875 3.8125 4.75 4.0625 
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付録 2 表 2 顧客データ 収入別（原始データ） 

  a1 a2 a3 a4 a5 a6 

番号 収入 収益率 リスク 流動性 購入金額 信頼性 追加サービス料金 

5 2 5 5 5 5 5 5 

6 2 5 5 1 4 3 5 

7 2 5 5 5 5 3 3 

8 2 4 5 3 3 3 2 

9 2 4 3 3 3 3 3 

11 2 4 3 3 5 5 2 

12 2 5 5 5 5 5 5 

13 2 5 3 5 5 5 5 

14 2 3 4 3 3 3 3 

16 2 3 5 3 4 5 5 

18 2 4 5 3 3 3 5 

19 2 3 4 3 2 5 2 

21 2 5 4 5 5 4 1 

22 2 5 5 5 4 5 5 

23 2 1 5 3 3 5 5 

24 2 5 5 5 5 5 5 

25 2 5 5 5 4 5 5 

26 2 3 4 3 3 4 3 

28 2 5 5 5 5 5 5 

31 2 3 5 5 1 5 5 

32 2 3 4 3 4 4 3 

33 2 5 5 3 3 5 3 

34 2 5 5 3 3 5 3 

35 2 4 3 4 1 3 2 

38 2 4 4 3 3 4 4 

39 2 5 5 3 3 3 3 

43 2 3 3 3 3 4 3 

44 2 4 4 4 4 4 4 

46 2 5 4 3 3 5 5 

48 2 5 5 5 4 5 4 

50 2 5 5 5 5 5 5 

52 2 4 4 2 2 4 2 
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53 2 4 5 5 5 5 5 

55 2 5 5 3 3 3 3 

57 2 4 5 4 4 5 5 

59 2 5 5 5 3 5 4 

62 2 5 5 4 4 5 4 

平均値 

 

4.243243 4.486486 3.783784 3.621622 4.324324 3.810811 

1 3 5 5 2 3 5 2 

4 3 5 5 5 5 5 5 

15 3 3 3 4 3 5 3 

17 3 5 5 5 5 5 5 

27 3 4 3 3 3 3 4 

29 3 5 5 3 2 2 2 

37 3 3 4 3 3 4 5 

40 3 5 5 5 5 5 5 

41 3 5 5 5 5 5 5 

42 3 4 5 4 3 5 4 

47 3 5 5 5 5 5 5 

49 3 4 2 3 3 4 3 

51 3 5 5 3 3 5 4 

54 3 5 5 5 4 5 4 

56 3 4 4 4 4 5 5 

58 3 4 5 3 3 4 3 

60 3 5 5 2 3 4 5 

61 3 3 3 3 3 3 3 

平均値 

 

4.388889 4.388889 3.722222 3.611111 4.388889 4 

2 4 4 4 3 4 3 3 

10 4 4 4 4 1 5 1 

30 4 3 3 3 3 3 3 

平均値 

 

3.666667 3.666667 3.333333 2.666667 3.666667 2.333333 

3 5 4 5 4 4 5 5 

36 5 3 3 4 4 3 2 
  

3.5 4 4 4 4 3.5 

20 6 5 5 3 3 5 3 

45 6 3 3 2 2 5 3 

63 6 4 4 4 3 5 3 
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平均値 

 

4 4 3 2.666667 5 3 

 

 

付録 2 表 3 顧客データ年龄別（平均化） 

 
 

a1 a2 a3 a4 a5 a6 

20~30s 4 4 4 3.666667 4.666667 4 

30~40s 4.3 4.65 3.75 3.7 4.1 4 

40~50s 4.086957 4.130435 3.521739 3.304348 4.173913 3.391304 

50~60s 4.375 4.5 3.875 3.8125 4.75 4.0625 

 

付録 2 表 4 顧客データ 収入別（平均化） 

 
 

a1 a2 a3 a4 a5 a6 

0yuan～

2000yuan 

4.243243 4.486486 3.783784 3.621622 4.324324 3.810811 

2000yuan～

4000yuan 

4.388889 4.388889 3.722222 3.611111 4.388889 4 

4000yuan～

6000yuan 

3.666667 3.666667 3.333333 2.666667 3.666667 2.333333 

6000yuan～

8000yuan 

3.5 4 4 4 4 3.5 

8000yuan～

10000yuan 

4 4 3 2.666667 5 3 

 

付録 2 表 5 顧客データ 年龄別（正規化） 

 

  a1 a2 a3 a4 a5 a6 

20~30s 0.4015 0.4015 0.4015 0.3681 0.4684 0.4015 

30~40s 0.4285 0.4634 0.3737 0.3687 0.4086 0.3984 

40~50s 0.4407 0.4454 0.3798 0.3563 0.4501 0.3657 

50~60s 0.4209 0.433 0.3728 0.3668 0.457 0.3909 
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付録 2 表 6 顧客データ 収入別（正規化） 

 

 a1 a2 a3 a4 a5 a6 

0yuan～

2000yuan 

0.4269 0.4514 0.3807 0.3644 0.4351 0.3834 

2000yuan～

4000yuan 

0.4374 0.4374 0.3709 0.3599 0.4374 0.3986 

4000yuan～

6000yuan 

0.4586 0.4586 0.4166 0.3333 0.4586 0.2916 

6000yuan～

8000yuan 

0.372 0.4251 0.4251 0.4251 0.4251 0.372 

8000yuan～

10000yuan 

0.4466 0.4466 0.2977 0.2977 0.5582 0.3349 
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付録 3 2016 年度の個人理财商品の購買実績 

2016 年度の個人理财商品の購買状況の統計表 

顧客 年齢 顧客家庭年

收入 

個人総

資産 

A 類理財商品 

購買金額 

B 類理財商品 

購買金額 

C 類理財商品 

購買金額 

顧客 1 45 20 万 50 万 10% 

 

50% 

顧客 2 51 25 万 100 万 

 

5% 40% 

顧客 3 59 40 万 160 万 

  

70% 

顧客 4 47 10 万 30 万 5% 

 

50% 

顧客 5 62 50 万 180 万 10% 

 

60% 

顧客 6 49 20 万 50 万 20% 

 

30% 

顧客 7 68 10 万 30 万 30% 

 

30% 

顧客 8 53 40 万 160 万 30% 5% 50% 

顧客 9 39 20 万 60 万 

  

60% 

顧客 10 55 25 万 100 万 

  

40% 

顧客 11 57 30 万 140 万 

  

70% 

顧客 12 41 60 万 500 万 20% 

 

50% 

顧客 13 48 20 万 60 万 

  

80% 

顧客 14 54 30 万 90 万 

  

40% 

顧客 15 46 15 万 50 万 20% 

 

30% 

顧客 16 54 40 万 220 万 20% 

 

80% 

顧客 17 31 15 万 50 万 25% 

 

30% 

顧客 18 28 10 万 30 万 

  

60% 

顧客 19 35 8 万 15 万 10% 

 

40% 

顧客 20 50 20 万 50 万 30% 

 

30% 

顧客 21 51 15 万 40 万 

  

20% 

顧客 22 69 10 万 20 万 

  

50% 

顧客 23 45 30 万 100 万 

  

80% 

顧客 24 42 25 万 50 万 25% 

 

60% 

顧客 25 59 15 万 60 万 

  

80% 

顧客 26 63 20 万 70 万 

  

30% 

顧客 27 70 30 万 150 万 40% 

 

40% 

顧客 28 27 10 万 30 万 

  

30% 
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顧客 29 50 20 万 65 万 

  

90% 

顧客 30 48 15 万 50 万 10% 

 

60% 

顧客 31 40 100 万 500 万 50% 

 

50% 

顧客 32 60 15 万 20 万 

  

50% 

顧客 33 55 30 万 180 万 30% 

 

40% 

顧客 34 48 30 万 100 万 50% 

 

50% 

顧客 35 56 20 万 65 万 

  

60% 

顧客 36 43 25 万 70 万 40% 

 

50% 

顧客 37 20 50 万 10 万 

  

100% 

顧客 38 52 80 万 400 万 20% 

 

50% 

顧客 39 54 30 万 110 万 

  

80% 

顧客 40 48 20 万 40 万 20% 

 

60% 

顧客 41 46 15 万 60 万 

  

90% 

顧客 42 47 23 万 90 万 

  

90% 

顧客 43 45 15 万 30 万 50% 

 

50% 

顧客 44 36 35 万 140 万 40% 

 

50% 

顧客 45 54 30 万 170 万 

  

40% 

顧客 46 51 20 万 55 万 

  

30% 

顧客 47 57 15 万 30 万 

  

50% 

顧客 48 41 10 万 20 万 30% 

 

50% 

顧客 49 42 25 万 60 万 30% 

 

60% 

顧客 50 46 15 万 40 万 20% 

 

40% 

顧客 51 48 18 万 45 万 

  

40% 

顧客 52 50 12 万 35 万 20% 

 

30% 

顧客 53 46 13 万 20 万 

  

60% 

顧客 54 51 16 万 45 万 40% 

 

30% 

顧客 55 54 12 万 50 万 30% 

 

40% 

顧客 56 34 30 万 120 万 

  

60% 

顧客 57 55 20 万 54 万 10% 

 

50% 

顧客 58 42 24 万 70 万 50% 

 

30% 

顧客 59 50 10 万 20 万 

  

50% 

顧客 60 56 30 万 220 万 40% 

 

55% 

顧客 61 58 28 万 75 万 20% 

 

40% 

顧客 62 38 15 万 25 万 50% 

 

50% 
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顧客 63 48 16 万 60 万 30% 

 

55% 

顧客 64 51 20 万 100 万 40% 

 

54% 

顧客 65 56 8 万 10 万 

  

50% 

顧客 66 53 14 万 45 万 10% 

 

60% 

顧客 67 70 10 万 30 万 

  

80% 

顧客 68 60 12 万 50 万 20% 

 

50% 

顧客 69 40 80 万 440 万 30% 

 

40% 

顧客 70 52 15 万 40 万 10% 

 

50% 

顧客 71 48 10 万 30 万 

  

35% 

顧客 72 43 20 万 50 万 20% 

 

40% 

顧客 73 52 25 万 120 万 30% 

 

45% 

顧客 74 47 8 万 15 万 

  

90% 

顧客 75 49 20 万 140 万 10% 

 

80% 

顧客 76 31 10 万 20 万 

  

50% 

顧客 77 28 15 万 30 万 

  

30% 

顧客 78 50 10 万 20 万 

  

25% 

顧客 79 49 8 万 15 万 30% 

 

60% 

顧客 80 43 25 万 85 万 30% 5% 40% 

顧客 81 31 8 万 15 万 

  

50% 

顧客 82 51 16 万 48 万 30% 

 

60% 

顧客 83 42 10 万 28 万 

  

40% 

顧客 84 36 12 万 30 万 15% 

 

35% 

顧客 85 39 10 万 50 万 20% 

 

40% 

顧客 86 54 20 万 60 万 

  

30% 

顧客 87 46 11 万 30 万 15% 

 

45% 

顧客 88 41 20 万 50 万 

  

25% 

顧客 89 52 18 万 40 万 20% 

 

35% 

顧客 90 30 11 万 25 万 

  

55% 

顧客 91 45 21 万 65 万 25% 

 

40% 

顧客 92 63 10 万 35 万 

  

30% 

顧客 93 48 25 万 50 万 20% 

 

50% 

顧客 94 36 12 万 25 万 

  

25% 

顧客 95 53 21 万 130 万 30% 10% 45% 

顧客 96 33 10 万 23 万 15% 

 

40% 
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顧客 97 51 15 万 60 万 

  

90% 

顧客 98 40 11 万 26 万 20% 

 

80% 

顧客 99 53 8 万 16 万 

 

10% 65% 

顧客 100 34 15 万 45 万 25% 

 

40% 
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また，本研究を進めるにあたり，ご指導を賜わりました多くの先生方に心より感謝申

し上げます。主指導教員である小坂 満隆先生は，2011 年 10 月に博士前期課程入学し

て研究室に受け入れてくださった 5 年間，終始暖かく見守りつつ，要では常に的確な助

言をくださいました。先生のご指導でなければ，こんなにも伸び伸びと研究する事はで

きなかった，研究を楽しいと思う事はなかったと，いまあらためて感じています。外部

審査員をお引き受けくださいました神奈川大学の瀬古沢教授は，ご多忙にも関わらず，

予備審査のときから，細部から論文構成に至るまで丁寧で詳密なコメントをくださいま

した。先生にご審査頂いたことによって，論文作成に関わる数多くのことを学ぶことが

できました。また，本研究科で審査員をお引き受けくださいました副指導教員である白

肌邦生先生，神田陽治先生，副テーマ研究の指導をいただきました中森義輝先生からも，

それぞれの専門的視点から貴重なコメントを頂戴いたしました。ご多忙にもかかわら

ず，論文を仕上げるうえでの貴重なご指摘を頂戴いたしました。小坂研究室のみなさん

は，ゼミで発表するたびに，常に真摯で新鮮な質問を投げかけてくれました。みなさん

と議論した日々は，掛け替えのない思い出です。 

最後に，研究を続ける私を暖かく支えて見守ってくれた，両親と家族に心より深く感

謝します。 


